
 

平成３０年度 第１回野田市男女共同参画審議会 
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開催日時：平成３０年１１月１４日（水） 

午後３時から 

開催場所：市役所８階 大会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 市長挨拶 

 

 

３ 議 題 

（１）会長及び副会長の選出について 

（２）第３次野田市男女共同参画計画の進捗状況について 

 

 

４ その他 

 

 

５ 閉 会 
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【第３次野田市男女共同参画計画に掲げる基本目標】 

基本目標 具体的施策番号 

Ⅰ 人権尊重と男女平等が確保された社会づくり １～ 37 

Ⅱ 女性（異性）に対するあらゆる暴力の根絶 38～ 68 

Ⅲ 男女がともに社会のあらゆる分野に参画する機会の拡充 69～ 78 

Ⅳ ワーク・ライフ・バランスの推進 79～127 

Ⅴ 生き生きと安心して暮らせる社会づくり 128～151 
 

【社会経済情勢等を踏まえて優先的に取り組むべき重点項目】 

重点項目 具体的施策番号 

１ 様々な活動の場における男女共同参画の推進 69～71・78 

２ 女性（異性）へのあらゆる暴力の根絶に向けた取組の推進 11・38・40・46・53・61 

３ ワーク・ライフ・バランスへの取組の推進 33・35・82・85・87・90～92・

94・98・99・105～107・109・

110・123～126・131～133 
 

【女性活躍推進法に基づく国の基本方針に掲げる施策に対応する具体的施策】 

１ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 具体的施策番号 

○女性の職業生活における活躍の推進に積極的に取り組む企 

業の認定 

85 

○公共調達を通じた女性の活躍推進 85 

○企業における女性の活躍状況の「見える化」の促進等 72･83 

○中小企業における女性活躍推進に向けた取組の促進 72 

○非正規雇用における雇用環境等の整備 79 

○女性の登用促進のための支援 69･70～72･77 

○再就職支援 107･122～125 

○起業・創業支援 74･126 

○女性の参画が少ない分野での就業支援 75･122･126 

○キャリア教育等の推進 24～27･126 

○女性の職業生活における情報の収集・整理・提供 36･79･80･107･125 

○女性の職業生活における活躍の推進に向けた啓発活動 72･79･80 

２ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備 具体的施策番号 

○男性の意識と職場風土の改革 33･37･72･81･116 

○職業生活と家庭生活の両立に向けた子育て支援環境の整備 82･86～90･93～99･103･105 

○長時間労働の是正・休暇の取得促進 79･81 

○職業生活と家庭生活の両立支援に向けた企業の取組促進 72･81 

○柔軟な働き方の推進 72･82 

○職場の風土改革に効果的な人事評価制度の検討 71 

○ハラスメントのない職場の実現 60～62 

 



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

　人権教育・啓発を図るために人権に関す
る各種講演会や講座等を開催した。

○「人権擁護委員の日」記念講座
　実施日：6月3日（土）
　実施場所：川間公民館講堂
　参加人数：52人

　6月1日の「人権擁護委員の日」に合わせ
て、人権擁護の趣旨周知及び人権尊重意識
の普及を図るため、講座を実施した。
　人権擁護委員の活動推進のため、市も引
き続き協力し、効果的な実施に向けて内容
等を検討する。

0

　人権教育・啓発を図るために人権に関す
る各種講演会や講座等を開催した。

○「人権擁護委員の日」記念講演会
　実施日：6月2日（土）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：42人

0
人権・男女共同
参画推進課

○人権週間記念講演会
　実施日：10月28日（土）
　実施場所：興風会館
　参加人数：160人

　野田市、柏市、我孫子市に輪番で実施し
ている国、県の補助事業「地域人権啓発活
動活性化事業」として「ヒューマンフェス
タのだ2017」として講演会を実施した。
　野田市立第二中学校音楽部による演奏、
子どもの人権ポスター原画コンテスト応募
作品展を同時に実施し、多くの市民への周
知を図った。
　今後もより多くの市民が参加できるよう
工夫を行っていく。

959

○人権週間記念講演会
　25年度に人権講演会の実施について見直
し、補助金（地域人権啓発活動）の対象年
度に実施し、他の年度は人権出前講座を実
施する。
　次回は2020年度実施予定。 0

人権・男女共同
参画推進課

○人権出前講座
　29年度は人権週間記念講演会を実施した
ため、人権出前講座は実施なし。

　国・県の補助事業がない年度は、効果的
な人権啓発の実施として、地域に出向き、
ニーズに合ったテーマによる講座を実施す
る。 0

○人権出前講座
　実施日：1月実施予定
　実施場所、テーマ共に検討中。

75
人権・男女共同
参画推進課

○企業人権教育研修会
　実施日：2月16日（金）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：36人

　企業人権教育として人権問題全般をテー
マに取り上げ、市役所幹部職員、人権啓発
推進企業連絡協議会会員及び入札参加資格
業者を対象に実施した。
　24年度に講演会からワークショップやグ
ループ討議を取り入れた研修会形式に変更
し、人権教育への理解を高めている。

150

○企業人権教育研修会
　実施予定日：2月21日（木）
　実施場所：市役所8階大会議室

75
人権・男女共同
参画推進課

○人権学習会
①実施日：2月14日（水）
　実施場所：七光台会館
　参加人数：21人
②実施日：2月16日（金）
　実施場所：島会館
　参加人数：30人
③実施日：2月23日（金）
　実施場所：谷吉会館
　参加人数：29人
④実施日：3月 9日（金）
　実施場所：関宿会館
　参加人数：65人

　各館にて人権学習会を実施し、多くの地
域住民の参加があった。今後も人権課題の
解消に向け、人権意識の啓発を行っていく
ことが必要であると考える。

50

○人権学習会
　実施月：1月～3月を予定
　実施場所：各福祉会館
　（谷吉会館、七光台会館、島会館、
　　関宿会館）

50
福祉会館

（社会教育課・公民館）
〇市民セミナー
　実施月：11月～12月（4回）
　実施場所：川間公民館
　参加者：55人

　災害発生時等において起こり得る人権侵
害や心理的影響について考え、災害への危
機管理意識の喚起とともに、もしものとき
の状況を想像する力を養い、互いの人権を
尊重する人間関係や、自助・共助の大切さ
について理解を深めた。人権意識への新し
い気づきとともに身近な問題としてとらえ
られるテーマ設定が、今後も必要である。

90

（社会教育課・公民館）
○市民セミナー
　実施月：12月～2月（4回）
　実施場所：東部公民館

60
社会教育課
公民館

2 35

性同一性障害を
抱える児童、生
徒の相談環境の
整備等

性同一性障害を抱える児童、
生徒の相談や悩みに応えるた
め、相談しやすい環境の整備
等を図ります。

　人権教育を推進していくために、人権尊
重の理念に対する理解を深めることを目的
として、研修を行った。学校人権教育指導
者養成講座。
　実施日：7月25日
　実施場所：市役所5階会議室
　受講者：市内小中学校教諭30人
　講師：人権・男女共同参画推進課長戸邉
卓哉氏

　野田市における人権問題の取組に関する
講義の中で、性的指向などにおける人権問
題・性同一性障がい者に関する人権問題に
触れ、人権課題の中の一つであることの理
解を推進することができた。 30

　7月31日に学校人権教育指導者養成講座
を開催。ＮＰＯ法人ＪＡＳＨ日本性の健康
協会代表前田健太氏を招き「学校現場にお
けるＬＧＢＴへの理解と対応」について講
演を行った。
　学校人権教育指導者養成講座受講者は31
人。教員の人権に関する理解を深め人権感
覚を高める研修である。

50 指導課

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

1 34
人権教育・啓発
の推進

人権に関する講演会や講座を
開催し、様々な人権に対して
の啓発を推進します。

－1－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

　学校やＰＴＡにおいて、市で業務提携し
ている情報モラルサービスの外部講師によ
る指導を中心に、児童生徒向けに学習会を
したり、保護者向けに講演会を実施したり
した学校があった。その中で情報モラルに
ついて取り上げ、誹謗中傷をする言葉や画
像などは残ってしまうことなど、インター
ネットの危険性について指導し、人権に関
する内容を取り扱った。

　情報モラル教育が多くの学校で進めたこ
とにより、インターネットの使用方法につ
いて改めて考える家庭も増え、家庭での
ルール作りなども行われている。その中に
「使ってはいけない言葉」など、人権的指
導も行われている。しかし社会の情報化が
急速で家庭によってはこういったことに対
応しきれていないケースもまだまだ多く見
られるので、今後も継続していくことが必
要である。

0

　いじめ通報システム「ＳＴＯＰ　ｉｔ」
の導入と同時に中学校全生徒において「傍
観者教育」を実施し、人権侵害を許さない
心の育成に努める。
　各学校において、外部講師等を迎えた児
童生徒向け及び保護者向けの専門的な情報
モラル授業を実施し、人権侵害の予防に努
める。

0
指導課
人権・男女共同
参画推進課

4 35
子ども人権作品
展の開催

小・中学校において、人権に
関する作品づくりを通して人
権意識を高めるとともに、児
童生徒の作品展示を通して市
民への人権啓発の推進を図り
ます。

　人権尊重の意識を養うために小中学校に
おいて人権に関する作品づくりを行うとと
もに作品展示をとおして市民への人権啓発
を図った。
○子ども人権作品展
　実施日：11月30日～12月5日
　実施場所：市役所1階ふれあいギャラ
リー

　市内すべての小中学校において、人権作
品製作を行うことにより、人権に対する意
識が高まった。友だちや家族など身近にい
る人への思いを文字や絵画に表現すること
で、人権意識の涵養につながった。
　作品展示を行うことにより、保護者を始
めとした市民への人権意識の広がりが見ら
れた。今後も、更なる啓発となるよう取組
を継続することが大切である。

48

○子ども人権作品展
　実施予定日：11月29日～12月4日
　実施場所：市役所1階ふれあいギャラ
リー

45 指導課

0
青少年課
人権・男女共同
参画推進課

インターネット利用に起因す
る人権侵害や性犯罪等の予
防、啓発に向けて、人権に関
する知識を習得し、理解を深
めるため、学校等における講
演会等を開催します。

　昨今はインターネットが加速的に普及
し、端末もスマートフォン、タブレット等
に移行してきたことで幼児から高齢者まで
多くの人々がこれを利用するようになっ
た。そんな中、青少年の健全育成にとって
悪影響を及ぼす情報は益々氾濫し、子ども
達自身も、人を傷つけ陥れるような情報を
発信し、あるいはそれがきっかけとなって
いじめ、自殺、傷害等に繋がるといった事
件を数多く引き起こしている。こうした環
境から子どもたちを守るには、インター
ネットの危険性について多くの大人が理解
し、こうした情報が子ども達に及ばぬよう
阻止する対策、子ども達が危ない情報等を
発信しないような教育を講じていかなけれ
ばならない。そうした思いから毎年ペアレ
ンタルコントロール講習会を実施し、子ど
も達が安心して過ごすためにはどうしてい
くべきか考える機会をＰＴＡの方々並びに
先生方、そして一般の方々にも周知しなが
ら開催している。
〇ペアレンタルコントロール講習会
　実施日：8月4日（金）
　実施場所：保健センター3階大会議室
  対象者：小中学校の保護者、教諭、
　　　　　青少年相談員、青少年補導員
　参加人数：66人

　より多くの方々に参加いただき、子ども
達が日頃利用しているしインターネットの
危険性について認識を深めていただくと共
に、子ども達との関わり方について根本か
ら考えていただくという点では一定の効果
は上がっていると考える。しかし、本当に
講習会に出席してもらいたい保護者の方々
が出席してくれているのかという点で疑問
が残る。各学校、ＰＴＡに働きかけより一
層効果のある講習にする必要がある。

0

　大人が子ども達にインターネットを使う
上で守るべきルールを教えていかなければ
ならないということを、講習会をとおし啓
発していく。
○ペアレンタルコントロール講習会
　実施日：7月31日（火）
　実施場所：保健センター3階大会議室
  対象者：小中学校の保護者、教諭、
　　　　　青少年相談員、青少年補導員
　参加人数：64人

3 35

コミュニティサ
イトに起因する
人権侵害等の予
防、啓発の推進

－2－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

6 35
市の刊行物等に
おける固定的な
男女像の見直し

市の刊行物等において、性別
に基づく固定観念にとらわれ
た表現がないか、職員一人一
人が男女共同参画の視点に
立って見直しを行います。

　内閣府の「男女共同参画の視点からの公
約広報の手引」に則り、各課における刊行
物等を作成する際の問合せに対応するとと
もに新規採用職員研修会で固定的性別役割
分担意識の改革の視点に啓発を行った。
○新規採用職員研修
（4月採用）
　実施日：4月5日（水）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：34人
（7月採用）
　実施日：7月3日（月）
　実施場所：市役所7階701会議室
　参加人数：3人

　各課における刊行物の作成に際しての問
い合わせには、引き続き内閣府の手引きに
より対応していくことが必要と考えてい
る。
　新規採用職員を対象に研修会を行うこと
で、男女共同参画の啓発に効果があると考
えている。

0

　内閣府の「男女共同参画の視点からの公
約広報の手引」に則り、各課における刊行
物等を作成する際の問合せに対応するとと
もに新規採用職員研修会で固定的性別役割
分担意識の改革の視点に啓発を行った。
○新規採用職員研修
（4月採用）
　実施日：4月4日（水）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：36人

0
人権・男女共同
参画推進課
各課

7 35
メディア・リテ
ラシーの向上

メディア・リテラシーの一環
として、男女の人権を尊重し
た表現等を認識できるような
教育を進めるとともに学習の
機会を提供します。

【指導課】
　市内各校において、社会科・技術家庭
科・道徳・等の教科等の時間に日常的に情
報モラル教育を実施し、人権意識の向上に
努めた。
　外部講師を迎えた児童生徒向け及び保護
者向けの情報モラル授業により、男女の人
権を尊重した表現の仕方を学ぶなど、人権
に配慮した判断力の向上を図る。
【公民館】
　家庭教育学級の中学校出前家庭教育講演
を通してネット社会における子どもたちへ
のスマートフォンやＳＮＳの安全安心な正
しい使い方と、持たせる親の責任、心構え
を学び、子どもたちのネット利用について
知識の向上を図った。

【指導課】
　情報モラルに関する大人の理解度に差が
ある中、ＬＩＮＥ等の適切でない利用によ
り新たな情報モラルに関する課題も出てき
ている。スマートフォンなどのメディアと
児童生徒が関わる機会は家庭での場面が多
いことから、大人にも働きかけるようにし
ながら、メディアリテラシーの向上に努め
る必要がある。
【公民館】
　保護者の方に向けて、子どもたちの正し
いネットの使い方についての知識の向上が
図られた。しかし、ゲーム依存、ネット依
存、個人情報の扱いなどマイナス面のネッ
ト環境の現状やトラブル解消についての課
題は今後も正しい知識と対策を考えていか
なければならない。

0

【指導課】
　市内各校において、社会科・技術家庭
科・道徳等の教科等の時間を活用して、
様々なメディアから必要な情報かどうか読
み取る学びを図る。
　外部講師を迎えた児童生徒向け及び保護
者向けの情報モラル授業により、男女の人
権を尊重した表現の仕方を学ぶなど、人権
に配慮した判断力の向上を図る。
【公民館】
　引き続き、家庭教育学級の中で保護者を
対象にネット社会における子どもたちへの
スマートフォンやＳＮＳの安全安心な正し
い使い方と、持たせる親の責任、心構えを
学び、子どもたちのネット利用について知
識の向上を図る。

0
指導課
公民館

○子どもじんけん映画会
　幼児、児童を対象に人権啓発ビデオを上
映し、他人への思いやりなど「心の教育」
の充実を図る。
　実施日：10月13日（土）
　実施場所：総合福祉会館第3会議室
　上映作品：「ねずみくんのきもち」
　　　　　　「それいけ！アンパンマン」
来場者数：合計230人（3回上映）
○小学生人権教室
　市内小学校3校程度で12月実施予定。
○中学生人権講演会
①実施日：5月16日（水）
　実施場所：木間ケ瀬中学校
　参加人数：306人
②実施日：6月29日（金）
　実施場所：南部中学校
　参加人数：780人
③実施日：6月29日（金）
　実施場所：東部中学校
　参加人数：142人

3
人権・男女共同
参画推進課

5 35

子どもじんけん
映画会、小学生
人権教室、中学
生人権講演会の
開催

他人への思いやりやいたわり
の心といった人権尊重意識を
養うことを目的に、人権に関
わるアニメビデオの上映や小
学生人権教室、中学生人権講
演会を開催します。

○子どもじんけん映画会
　実施日：10月14日（土）＊産業祭時に実
施
　実施場所：総合福祉会館第3会議室
　上映作品：「みんないちばん！」
　　　　　　「それいけ！アンパンマン」
来場者数：合計214人（3回上映）
○小学生人権教室
①実施日：12月4日（月）
　実施場所：福田第一小学校
　参加人数：29人（3,4年生）
②実施日：12月6日（水）
　実施場所：関宿中央小学校
　参加人数：128人（3,4年生）
③実施日：12月8日（金）
　実施場所：柳沢小学校
　参加人数：40人（4年生）
○中学生人権講演会
①実施日：6月20日（火）
　実施場所：岩名中学校
　参加人数：369人
②実施日：7月5日（火）
　実施場所：第一中学校
　参加人数：693人
③実施日：7月6日（水）
　実施場所：第二中学校
　参加人数：340人
④実施日：9月20日（水）
　実施場所：関宿中学校
　参加人数：57人

　子どもじんけん映画会は、実施日を産業
祭と合わせることで、事前周知だけでな
く、当日産業祭会場で来場者に呼びかける
ことで、多くの親子に人権について触れて
いただく機会を設けた。
　児童生徒への人権教育として、「いじ
め」をテーマとした人権教室や講演会を人
権擁護委員と共催で実施し、人権尊重意識
の醸成に取り組んでいる。

5
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第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

8 36
一般市民相談の
充実

日常生活の悩みごとや相続、
離婚等の一般相談に対し、今
後の対応方法のための助言や
専門相談機関等の案内を行い
ます。

・一般相談　　：毎日実施　770件
・法律相談　　：月6～7回　675件
・税務相談　　：月1回　　　89件
・行政相談　　：月2回　　　 3件
・不動産相談　：月1回　　　55件
・交通事故相談：月2回　　　46件

　一般相談を除く専門の相談員による相談
は、受付可能枠に対し約70％の予約率と
なっており、概ね有効に利用されていると
推察される。今後は、関係各課との連絡が
課題であると考えている。

3,190

・一般相談　　：毎日実施
・法律相談　　：月6～7回
・税務相談　　：月1回
・行政相談　　：月2回
・不動産相談　：月1回
・交通事故相談：月2回

3,194 広報広聴課

9 36 人権相談の充実

あらゆる人権問題について、
人権擁護委員が市民の相談に
応じ、相談者の自主的な問題
解決に助言等を行い、問題解
決に努めます。

毎月3回実施
・市役所　　　　：毎月7、27日
・いちいのホール：第3木曜日
相談件数：7件

　今後も市民が気軽に相談できるよう他の
相談窓口と連携を図るとともに、内容の充
実に努める必要がある。

31

　引き続き人権擁護委員による相談を実施
する。
毎月3回実施
・市役所　　　　：毎月7、27日
・いちいのホール：第3木曜日
相談件数：6件（9月末現在）

42
人権・男女共同
参画推進課

10 36
女性のための相
談窓口の充実

女性が抱えているあらゆる問
題、悩み等について、女性カ
ウンセラーが相談者と一緒に
考え、問題解決に努めます。

　ＤＶを含む女性が抱える悩みや問題に対
し、女性カウンセラーによる「女性のため
の相談」を毎月定期的に実施した。
・相談件数：144件
＊資料２【図１】参照

　14年度から実施している事業だが、相談
実績の少ない欅のホールでの相談日を見直
し、毎月第2土曜日の実施を30年度から奇
数月の実施に変更した。また、電話相談の
時間を20分から30分に変更した。
　複数年相談している相談者も多いが、市
で対応しているＤＶ相談者にも案内し、カ
ウンセリングによる心のケアを実施した。

1,063

・市役所　　：毎月第1から第4木曜日
・欅のホール：奇数月第2土曜日
・相談時間：面接50分、電話30分
相談件数：71件（9月末現在）

947
人権・男女共同
参画推進課

11 36
ＤＶ相談窓口の
充実

ＤＶ（配偶者、元配偶者、事
実上婚姻関係にある者及び生
活の本拠を共にする交際相手
からの暴力）被害女性の相談
に対し、被害女性の意思を踏
まえた上で、最善の支援策や
法制度の教示を行います。
また、行政支援が必要な相談
者に対し、市職員が適切な窓
口へ同行し、きめ細かな支援
を行います。

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを
心がけ、本人の心情や置かれている状況等
に十分配慮した上で、本人の意思を最優先
とした相談対応に努めている。
　支援策や法制度を分かりやすく説明し、
本人に寄り添った支援や対応に努めてい
る。
・相談件数：168件
＊資料２【図１】参照

　ＤＶ被害女性の身の安全を最優先とした
支援を第一としているが、本人の意思・要
望の多様化により、支援策は法制度と必ず
しも合致していないため、相談を中心とし
た対応となっている。今後は、関係団体と
連携を図ると共に、ＤＶ被害女性のニーズ
を検証し、適切な支援策を検討していく必
要がある。

97

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを
心がけ、本人の心情や置かれている状況等
に十分配慮した上で、本人の意思を最優先
とした相談対応に努めている。
　支援策や法制度を分かりやすく説明し、
本人に寄り添った支援や対応に努めてい
る。
・相談件数：90件（9月末現在）

143

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

0

　母子・父子自立支援員の資質向上及び相
談技能の向上や相談機能の向上を図るた
め、自己啓発に努めるとともに、独自の研
修会の実施や県主催の研修会等に積極的に
参加する。
実施内容及び実施日
【千葉県母子・父子自立支援員及び婦人相
談員連絡協議会研修】
○第1回
　実施日：5月9日
　内容：「ひとり親家庭等に対する各種
　　　　支援」
　講師：千葉県健康福祉部児童家庭課
　　　　ひとり親家庭班　針谷班長
　内容：「ひとり親が直面する困難の多
　　　　様性と支援の多義性」
　　  　～支援を届けるために必要な
        こと・もの～
　講師：白梅学園大学教授
　　　　長谷川俊雄氏

　以下の予定は未定

0 児童家庭課12 37
母子家庭・婦人
相談の充実

母子家庭等の自立を図るた
め、母子・父子自立支援員が
相談者のニーズに合った情報
提供や生活相談の助言を行い
ます。

　知識の向上を図り相談者のニーズに応ら
れるよう母子自立支援員（現：母子・父子
自立支援員）を対象に市主催の研修会を開
催し、千葉県主催の研修会に参加した。
【千葉県母子・父子自立支援員及び婦人
　相談員連絡協議会研修】
○第1回
　実施日：5月9日
　内容：「相談員のレジリエンス
        （回復力）を高める」
　　　　～日々の相談業務を手ごたえの
　　　　　あるものにするために～
　講師：家庭相談士　吉澤ゆかり氏
○第2回
　実施日：1月26日
　内容：「母子・父子自立支援員及び婦人
　　　　相談員研修報告会」4団体報告
　　　  「母子生活支援施設について」
　講師：母子生活支援施設ＦＡＨこすもす
　　　　主任母子支援員　鳥海典子氏
【母子・父子自立支援員研修会】
　実施日：3月23日
　内容：「戸籍制度について」
　講師：市民課職員
【相談実績】
・母子家庭相談：835件
・父子家庭相談： 18件
・婦人相談：124件
＊資料２【図２】参照

　母子・父子自立支援員の研修を独自に実
施し、スキルアップの向上に努めたが、ひ
とり親家庭等となって間もない家庭は多く
の問題や困難を抱えており、育児や養育
費、就労といった幅広い分野にわたってき
め細かに対応することが必要なため、母
子・父子自立支援員の資質の向上のため、
引き続きスキルアップを図っていく必要が
ある。

－4－
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13 37
「男性のための
総合相談」の情
報提供

男性が抱える様々な悩み、男
性ならではの悩みについて、
県が実施する「男性のための
総合相談」に関する情報を提
供します。

　男性からのＤＶに対する問い合わせにつ
いては、県が男性カウンセラーを配置し、
火曜と水曜の16時～21時に電話で行ってい
る「男性のための総合相談」の案内を行っ
た。また市役所1階男性トイレに相談案内
カードを配置すると共に、30年3月15日号
市報と一緒に配布した男女共同参画だより
「フレッシュ」にて周知を行った。

　男性からの問い合わせは多くないが、相
談内容を傾聴し、市の施策で対応できるも
のは担当部署を案内すると共に、県の「男
性のための総合相談」を案内している。
　ＤＶ被害女性の居所を探る加害者である
可能性もあることから、慎重な対応を行っ
ている。

0

　男性からのＤＶに対する問い合わせにつ
いては、県が男性カウンセラーを配置し、
火曜と水曜の16時～21時に電話で行ってい
る「男性のための総合相談」の案内を行っ
た。また市役所1階男性トイレに相談案内
カードを配置し、周知を行っている。 0

人権・男女共同
参画推進課

・相談対応件数　15,758件　（虐待含む）
　家庭児童相談員2名により市内各保育
所、学童保育所、子ども館、園庭開放など
にて巡回相談を実施した。
＜巡回相談実績＞
認可保育所：　21か所　（相談223件）
認定こども園： 1か所　（相談  9件）
学童保育所：　33か所　（相談142件）
子ども館：　 　5か所　（相談 11件）
園庭開放：　 　1か所　（相談  7件）
合計　      　61か所　（相談392件）

　児童に関する様々な問題について取扱
い、当事者への助言や専門機関への斡旋な
ど、解決に向けた支援を行った。
　保健センター母子保健係、子ども支援室
とは、随時ケース会議を開くなどの連携を
図ることができた。
　巡回相談では、施設利用者や職員などへ
の相談支援を行い、問題が小さなときから
支援することで虐待防止に寄与している。
発達の遅れなど母子保健分野の相談がある
ため、今年度は家庭児童相談員の巡回に保
健センター保健師も同行することで対応し
た。
　

0

　虐待などの未然防止のため、今後も継続
して全ての市内各保育所、学童保育所、子
ども館などで巡回相談を実施する。
　前年度に引き続き、家庭児童相談員の巡
回に保健センター保健師も同行する形と
し、発達の遅れなどの相談に対応する。
　児童福祉法の改正により設置が努力義務
とされた子ども家庭総合支援拠点を児童家
庭課が担うため、専門職の配置及び義務化
されている研修受講を促進する等体制整備
を図る。

0 児童家庭課

○青少年相談
　相談内容により関係機関と連携を図り、
対応している。
　千葉県主催の研修等に参加し、相談員
（社会教育指導員）の資質向上に努めてい
る。

　非行問題の低年齢化により青少年に関す
る問題が数多く発生していることから街頭
補導の充実に努め、また相談内容により関
係機関に協議し、迅速に相談内容の解決に
あたる必要がある。

0

　来所相談や電話相談により的確な判断を
構築して関係機関に協議し回答を求める。

0 青少年センター

15 37

児童虐待相談受
付電話｢子どもＳ
ＯＳ｣の運営と周
知

虐待を受けている子ども本人
や虐待の疑いのある親子を発
見した人からの通報及び虐待
をしているのではと悩んでい
る保護者等からの電話相談に
対応し、児童虐待の未然防止
や早期発見等に努め、関係機
関との連携を密に図りつつ、
きめ細かな支援を行います。

「子どもＳＯＳ」相談件数　7件
内訳
・相談件数のうち、虐待に関するもの：3
件
・相談件数のうち、18歳未満からのもの：
　0件
＊資料２【図３】参照

　「子どもＳＯＳ」の電話番号をホーム
ページに掲載、カードサイズの啓発リーフ
レットを作成し市内関係機関に配布した。
　全国共通ダイヤル「189」が普及してき
たこともあり、件数に大きな増減はない。
　相談内容については、子育ての不安等も
寄せられており、虐待の予防においても効
果を得ている。

68

　子どもＳＯＳについては、引き続きホー
ムペ
ージ等により啓発を行い、児童虐待の未然
防止や早期発見に努める。
　子どもＳＯＳの電話番号を記したリーフ
レットについて前年度は携帯しやすいカー
ドサイズとしたが、引き続き効果の高い啓
発物資を作成し、児童や関係機関に配布す
る。

84 児童家庭課

16 37
障がい者総合相
談の充実

障がいのある人が、生きがい
をもって自立した生活ができ
るよう支援するため、障がい
のある人やその家族等に対
し、日常生活上の相談を受け
るとともに、就労に関する相
談は、「障害者就業・生活支
援センターはーとふる」にそ
の機能を集約し、連携しなが
らきめ細かな支援を図りま
す。

　障がい者支援課内に窓口を設置し、障が
い者総合相談を実施した。
・相談件数：846件

・主な相談支援の内容
　福祉サービスの利用等に関する相談支援
  不安の解消・情緒安定に関する相談支援
  家族関係・人間関係に関する相談支援等

　電話相談、来所相談、訪問、個別支援会
議等により、障がいのある人に相談支援を
実施した。
　今後も多様化する相談内容に応じて、地
域の社会資源（千葉県、地域活動支援セン
ター、相談支援事業所、通所施設、教育委
員会、子ども支援室、病院等）と連携を密
に支援業務に取り組んでいく。

0

　引き続き障がいのある人からのあらゆる
相談に対応するため障がい者総合相談を実
施していく。
　また、相談内容が多様化し専門性が求め
られるなかで適切に相談者へ対応できるよ
う、千葉県や地域活動支援センター、病院
等の専門機関等と連携を図り事業を実施し
ていく。

0 障がい者支援課

14 37
児童・青少年問
題についての相
談事業の充実

多様化・複雑化している児童
や青少年の悩みを解消するた
め、家庭児童相談、青少年相
談の相談機能の充実を図り、
男女平等の視点に立った指導
を推進します。

－5－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

（公民館）
○ひのき教室（4歳児と保護者対象）
　実施月：6月～1月（12回）
　実施場所：関宿中央公民館
　参加人数：424人
○すくすく広場
　in南部
　　実施月：10月～3月（6回）
　　実施場所：南部梅郷公民館
　　参加人数：94人
　in北部
　　実施月：10月～3月（6回）
　　実施場所：北部公民館
　　参加人数：83人
　in川間
　　実施月：10月～3月（6回）
　　実施場所：川間公民館
　　参加人数：70人

　乳幼児とその保護者を対象とした子育て
に関する講座として、また、親子の居場所
づくりや交流の場として実施することで、
男女平等の子育て意識を啓発することがで
きた。
　今後もより多くの方に参加していただ
き、人と人のつながりを大事にしながら受
講生相互の交流を深め、講座内容を充実さ
せていくことが課題である。

369

（南部）
72

 (北部)
62

(川間）
72

（関宿中
央）
163

（公民館）
○ひのき教室（3・4歳児と保護者対象）
　実施月：6月～1月（12回）
　実施場所：関宿中央公民館
○すくすくひろば
　in南部
　　実施月：6月～2月（8回）
　　実施場所：南部梅郷公民館
　in北部
　　実施月：6月～2月（8回）
　　実施場所：北部公民館

352

（南部）
96

 (北部)
96

（関宿中
央）
160

公民館
保健センター

「心のケア講演会」
母子家庭等ひとり親家庭が増加している中
で、ひとりで抱え込みがちである子育ての
精神的負担を解消し、子育てを支援するた
め講演会を開催。
・実施日：3月4日（日）
・テーマ：イライラをニコニコに変える
　　　　　子育てのコツ
　　　　～ガミガミ言わない話し方・
　　　　聞き方のコツをお伝えします～
・参加人数：32人

近年は、ひとり親家庭に特化したテーマ
ではなく、より多くの方に聴講いただける
よう子育てに関する適切なテーマを選定し
ている。このようなことから、子ども館の
事業として実施している「子育て講演会」
と事業目的が重なることから、事業見直し
を行い29年度で終了する。 52

「子育て講演会」と事業目的が重なるこ
とから、事業見直しを行い、29年度で終
了。

0 児童家庭課

17 39
子育てに関する
講座の充実

男女が平等に共同して子育て
を担っていく意識を醸成する
ため、両親学級や家庭教育学
級等の学習機会の充実を図り
ます。

－6－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

19 39
家庭教育に関す
る意識の醸成

幼稚園や保育所、小・中学校
等異年齢、異学年との交流活
動及び保護者や地域の人々と
の交流活動を通して、男女平
等意識の醸成を図ります。

・キャリア教育（職場体験）
　中根保育所：18人
　福田保育所： 8人
　乳児保育所：12人
  幼稚園　　：25人

・小学校との交流（5歳児の就学前交流）
　福田保育所：30人

  地域、家庭との協力や連携により推進し
ていくことが重要と考える。また、幼稚
園、保育所での体験を継続実施するととも
に幼稚園や小中学校との更なる連携強化が
必要となっている。 0

  引き続き、幼稚園や保育所、小学校、中
学校等の異年齢・異学年との交流活動、保
護者や地域の人との交流活動を通してさま
ざまな年齢層との触れ合いの場を設ける。

0
保育課
指導課

○家庭教育学級
　①幼児コース
　・中央コース
　　実施月：6月～7月（5回）
　　実施場所：中央公民館
　　参加人数：91人
　　・関宿コース
　　実施月：10月～1月（6回）
　　実施場所：関宿中央公民館
　　参加人数：87人
　②小学コース
　・中央コース
　　実施月：6月～11月（6回）
　　実施場所：中央公民館
　　参加人数：1,866人
　・東部コース
　　実施月：6月～12月（5回）
　　実施場所：東部公民館
　　参加人数：683人
　・南部コース
　　実施月：5月～12月（6回）
　　実施場所：南部梅郷公民館
　　参加人数：832人
　・北部コース
　　実施月：6月～12月（6回）
　　実施場所：北部公民館
　　参加者：278人
 ・川間コース
　　実施月：6月～12月（6回）
　　実施場所：川間公民館
　　参加人数：154人
　・福田コース
　　実施月：6月～12月（5回）
　　実施場所：福田公民館
　　参加人数：181人
  ・関宿北部コース
　　実施月：6月～12月（6回）
　　実施場所：二川公民館
　　参加人数：955人
　・関宿南部コース
　　実施月：6月～2月（6回）
　　実施場所：木間ケ瀬公民館
　　参加人数：828人
○就学時健康診断時家庭教育講演
　実施月：10月～11月
　実施場所：市内小学校（20校）
　参加人数：1,286人
○中学校出前家庭教育講演【再掲】
　実施月：12月～2月
　実施場所：市内中学校（11校）
　参加人数：1,214人

○家庭教育学級
　親などが家庭で子供の教育を行う時に必
要な心構え、留意点などを提供すること
で、家庭教育の充実に資することができ
た。保護者のライフスタイルの変化等で家
庭教育学級の参加者を募るのが難しくなっ
ているが、いじめや虐待等子どもを取り巻
く環境は決して楽観はできないため、これ
らの現代的課題解決に取り組む必要があ
る。また、今後もより一層の情報収集を図
り、新たな講師の開拓にも努めていきた
い。

○就学時健康診断時家庭教育講演、中学校
出前家庭教育講演
　両講演とも現状では、年間1回の開催で
あるが、学校との連携を密にし、保護者へ
の啓発の機会を増やす必要がある。
　家庭教育の役割について、学校・家庭・
地域の関係の中で学び合うことができた。
より多くの保護者の参加を図ることが課題
である。
　学校と協力し、会場を学校として実施す
ることにより参加者は増加傾向にあるが、
関心の低い方にも参加してもらえるような
内容の工夫が必要である。

1,102

（中央）
415

（東部）
90

（南部）
100

 (北部)
 98

（川間）
61

（福田）
90

（関宿中
央）
100

（二川）
80

（木間ケ
瀬）
68

○家庭教育学級
　①幼児コース
　・中央コース
　　実施月：6月～7月（5回）
　　実施場所：中央公民館
　　参加者：112人
　・関宿コース
　　実施月：9月～12月（6回）
　　実施場所：関宿中央公民館
　②小学コース
　・中央コース
　　実施月：6月～11月（6回）
　　実施場所：中央公民館
　・東部コース
　　実施月：6月～12月（5回）
　　実施場所：東部公民館
　・南部コース
　　実施月：5月～12月（6回）
　　場　所：南部梅郷公民館
 ・北部コース
　　実施月：6月～12月（6回）
　　実施場所：北部公民館
　・川間コース
　　実施月：6月～1月（7回）
　　実施場所：川間公民館
　・福田コース
　　実施月：6月～12月（5回）
　　実施場所：福田公民館
　・関宿北部コース
　　実施月：6月～12月（6回）
　　実施場所：二川公民館
　・関宿南部コース
　　実施月：6月～2月（6回）
　　実施場所：木間ケ瀬公民館
○就学時健康診断時家庭教育講演
　実施月：10月～11月
　実施場所：市内小学校（20校）
○中学校出前家庭教育講演
　実施月：12月～2月
　実施場所：市内中学校（11校）

1,322

（中央）
550

（東部）
100

（南部）
100

 (北部)
 100

（川間）
72

（福田）
90

（関宿中
央）
150

（二川）
80

（木間ケ
瀬）
80

公民館18 39
家庭教育学級の
充実

幼児、小・中学生の保護者に
対し、子どもの成長にともな
う発達理解や保護者の役割
等、思いやりの心を育てる家
庭教育の重要性を学び、互い
を尊重し協力する意識啓発を
推進します。
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実績 評価及び課題
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(千円)

番
号
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２９年度 ３０年度

所管部署

20 39
家庭教育指導の
推進

妊娠中から家族で妊娠、出産
及び育児に対する意識の向上
を図るため、母子健康手帳、
父子健康手帳等を交付する際
に家庭教育等を実施します。

・両親学級コースⅠⅡ：30回開催
・父子健康手帳交付数：198件

　子ども支援室において、妊娠届出時に保
健師等の面接により母子健康手帳を交付
し、妊娠から出産までの切れ目のない支援
を行えた。
　両親学級については土曜日の開催を設け
たことにより、父親の参加数や関心が増え
た。父子健康手帳は両親学級参加者に交付
し、家族で妊娠・出産・育児に対する意識
の向上ができるよう適切な情報提供が行え
た。

0

　引き続き子ども支援室において、妊娠届
出時に保健師等の面接により母子健康手帳
を交付し、妊娠から出産までの切れ目のな
い支援を行う。
　父子健康手帳は両親学級参加者に交付
し、家族で妊娠・出産・育児に対する意識
の向上ができるよう適切な情報提供を行っ
ていく。

0 保健センター

21 39
ブックスタート
の推進

絵本を仲立ちとした子どもへ
の言葉かけ、特に乳幼児への
言葉かけを意識的に増加させ
るため、ブックスタートを推
進します。

「ブックスタートパック」の交付
・交付件数：857件

　3か月児健診受診予定者の96.8％に交付
することができました。
　保育所や学校における読書活動へつなが
るよう継続性、一貫性を考慮した取組が必
要です。
　定期的に募集をかけると同時に、新規加
入のブックスタートボランティアの定着を
目指します。

776

「ブックスタートパック」の交付
・30年度交付予定件数：1,000件
（9月末までの交付数：437件）

1,785
興風図書館
保健センター

22 39
おやこの食育教
室の開催

保健センターの調理室等を活
用した食事づくり等、親子で
の体験活動を通して食育を推
進します。

・おやこ・こどもの食育教室 3回
　子40人、保護者23人
・離乳食講習会：12回
　141組（子141人、保護者155人）

　おやこ・こどもの食育教室については、
3回実施し、定員いっぱいの集客があり、
好評であった。調理実習や“食べ物クイ
ズ”、“食べ物しりとり”等のゲームを通
して、食に親しむ中で、楽しく「食育」を
行うことができた。
　離乳食講習会では、離乳食についての正
しい知識の習得とともに、育児の中で前向
きに楽しく食事に取り組めるように促すこ
ともできた。
　食生活の多様化に伴い、食をめぐる諸課
題（生活習慣病、朝食欠食等）が顕在化し
ていることを踏まえ、市民一人一人が自ら
の食について考え、正しく判断する力を身
に付けられるよう、更に食育を推進してい
く必要がある。

97

・おやこ・こどもの食育教室を3回開催
・離乳食講習会を12回（各月1回）開催
　子どもの食生活は、親に依存しているた
め、親子で調理を行うことで食生活を見つ
め直し、正しい食生活についての理解と実
践を図る。
　子どもが“食”に関心を持ち、知識や体
験を深めることで、食品を正しく選択・判
断する力を育む。 104 保健センター

23 40
人権教育、男女
平等教育の推進

毎年、人権教育研究校2校を
指定し、男女の協力や家庭と
家族に関する適切な学習活動
を推進します。

　全教育活動（学級経営・教科指導・校内
環境など）における「人権教育の視点」
（人権的に配慮すべき事柄）について研究
し、日常的に実践をしていくことを研究の
柱とし、学校人権教育研究校の公開研究会
を行った。
研究校（29年度公開）：岩木小学校
公開日：11月17日
研究校（30年度公開）：木間ケ瀬中学校

　教科指導、学級経営、校内環境に関して
研究の具体的手立てを講じた結果、学校生
活に満足している児童が増えた、児童の自
己肯定感が高まってきた、という成果が認
められた。
　他者との関係性に関することには、まだ
自信を持って答えることができない課題が
あることが分かったので、今後も「互いの
考えを認め、自由に表現し合える児童」の
育成に全職員で取り組んでいくようにした
い。

98

　学校人権教育研究指定校２校を指定し、
学校や家庭、社会における男女平等の意識
の深化が図れるような人権教育を研究す
る。
研究校（30年度公開）：木間ケ瀬中学校
公開日：11月16日
研究校（31年度公開）：木間ケ瀬小学校

135 指導課

24 40
技術・家庭科教
育の充実

○キャリア教育等の推進（理
工系分野で活躍する女性の支
援等）

保育学習における乳幼児との
交流等を通して、お互いが協
力して家庭生活を築いていく
という意識が身に付くような
教育を推進します。

・キャリア教育（職場体験）
　中根保育所：18人
　福田保育所： 8人
　乳児保育所：12人
  幼稚園　　：25人

・小学校との交流（5歳児の就学前交流）
　福田保育所：30人

   地域、家庭との協力や連携により推進
していくことが重要と考える。また、幼稚
園、保育所での体験を継続実施するととも
に幼稚園や小中学校との更なる連携強化が
必要となっている。 0

  引き続き、幼稚園や保育所、小学校、中
学校等の異年齢・異学年との交流活動、保
護者や地域の人との交流活動を通してさま
ざまな年齢層との触れ合いの場を設ける。

0
保育課
指導課

25 40
個性重視の進路
指導の充実

○キャリア教育等の推進（理
工系分野で活躍する女性の支
援等）

固定的な男女別の職業観にと
らわれず、本人の適性、希望
を踏まえ、主体的に進路選択
ができるよう、指導の充実を
図ります。

　「職業調べ」「職場訪問」「講話」「職
場体験学習」を中心とするキャリア教育と
関連させながら、将来の夢を描くことの必
要性を認識させ、将来の夢を実現させるた
めの進路指導を各中学校で行った。

　様々な職種に対する職業観を学ぶこと
で、将来の選択肢としての職業に関する知
識の幅が広がった。
　将来に対する希望を持つことが難しい生
徒への支援が必要である。

0

　「職場体験学習」を中心とするキャリア
教育と関連させながら、将来の夢を描くこ
との必要性を認識させ、将来の夢を実現さ
せるための進路指導を各中学校で行う。 0 指導課
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決算額
(千円)
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番
号
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概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

　中学校2年生の「職場体験学習」や小学
校6年生の「職業に直接関わる体験活動」
を通し、将来に対する職業観の育成と実社
会を経験することにより自らの将来を考え
る契機となった。
　総合的な学習の時間や道徳、特別活動に
おいて、男女平等教育資料「自分らしく」
の活用と地域社会人等による講演会を実施
し、キャリア教育の推進を図った。

　体験はきっかけであり、事後につながる
指導を各校で工夫して取り組んでいくこと
が必要である。
　小学校で、職場訪問を実施する学校が増
えている。取り組み内容について、各校で
の工夫と充実が図れるよう指導していく。 759

　中学校2年生の「職場体験学習」や小学
校6年生の「職業に直接関わる体験活動」
を通し、「望ましい職業観・勤労観」を経
験し身につけ、自分なりの生き方を見つけ
る。
　総合的な学習の時間や道徳、特別活動に
おいて、男女平等教育資料「自分らしく」
の活用と地域の社会人等による講演会を実
施するなど、キャリア教育の推進を図って
いく。

938 指導課

　男女平等教育資料「自分らしく」を市内
各校の小学6年生と中学2年生に配布し、
キャリア教育に活用している。

　男女平等教育資料「自分らしく」は、20
年度の作成以降、内容の見直しを行ってい
ないため、市内全小中学校に活用状況のア
ンケートを実施。回答結果を踏まえ、内容
について教育委員会と検討していく。

0

　男女平等教育資料「自分らしく」を市内
各校の小学6年生と中学2年生に配布し、
キャリア教育に活用している。
　29年度に実施したアンケート結果を踏ま
え、内容の見直しを行っていく。

132
人権・男女共同
参画推進課

27 40
国際理解教育の
推進

○キャリア教育等の推進（理
工系分野で活躍する女性の支
援等）

小・中学校における地域人材
の活用や外国語指導助手（Ａ
ＬＴ）による国際理解教育の
推進を図ります。

　8人のＡＬＴのうち、3人を中学校、5人
を小学校に配置し、児童生徒のコミュニ
ケーション能力の向上に役立てた。
　また、英語に堪能な地域人材の活用によ
り、児童のコミュニケーション能力の向上
に役立てた。

　ＡＬＴや地域人材を活用した、より効果
的な指導方法の工夫や配置計画の見直しを
行う必要がある。

29,495

　12人のＡＬＴのうち、3人を中学校、9人
を小学校に配置し、児童生徒のコミュニ
ケーション能力の向上に役立てる。
　また、英語に堪能な地域人材の活用によ
り、児童のコミュニケーション能力の向上
に役立てる。

44,772 指導課

28 40 性教育の充実

児童、生徒の発達段階に応じ
て、性を総合的にとらえ、知
識を得るだけでなく、男女そ
れぞれの特性を知り、互いを
尊重し、協力する態度を育て
ます。

　中学校においては､保健分野｢心身の機能
の発達と心の健康｣で､身体機能の発達･生
殖にかかわる機能の成熟について学習し
た。（主に1年生で学習）
　小学校においては､保健領域｢育ちゆく体
とわたし｣で､思春期における体の発育･発
達について学習した。（4年生）

　性教育については、性についての興味関
心の個人差が大きく、また受け止め方にも
差がある。指導方法や表現など、学年や男
女の別、実態等をふまえて適切に行う必要
がある。今後はＬＧＢＴについても触れる
必要があるが、年齢により伝え方が困難で
あると思われる。

0

　中学校においては､保健分野｢心身の機能
の発達と心の健康｣で､身体機能の発達･生
殖にかかわる機能の成熟について学習す
る。
　小学校においては､保健領域｢育ちゆく体
とわたし｣で､思春期における体の発育･発
達について学習する。

0 指導課

29 41
教職員研修の充
実

男女共同参画社会づくり及び
人権教育の一環として、教職
員に対し、男女平等教育に関
する研修等の充実を図りま
す。

　人権尊重の精神の涵養を目的とする教育
活動の充実を図るため、市内小中学校の教
諭を対象とした学校人権教育指導者養成講
座を開催した。
【学校人権教育指導者養成講座】
　実施日：7月25日（市役所）
　　　　　11月17日（岩木小学校）
　参加人数：市内小中学校教諭　30人

　学校人権教育指導者養成講座では「人権
問題の取組みについて」と題した人権・男
女共同参画推進課課長の講義により、野田
市の人権課題等について理解を深めること
ができた。
　「ネット人権侵害～高度情報化社会にお
ける教育指導者の役割～」では、ひかりば
代表原田光久氏よりインターネットによる
人権侵害の特徴と問題に巻き込まれてし
まった時の対応方法など具体的な事例を学
ぶことができた。

0

　学校人権教育指導者養成講座を開催する
ことにより、市内の教職員に人権尊重の理
念を正しく理解し、自分の人権および他者
の人権を守ろうとする人権感覚や知識を高
める取組みを行う。
【学校人権教育指導者養成講座】
　実施日：7月31日（市役所）
　　　　　11月16日（木間ケ瀬中）
　参加人数：市内小中学校教諭　31人

0 指導課

30 41
公民館主催事業
の充実

幅広い分野で男女共同参画の
実現につながるよう、市民
ニーズ等に応じた内容の講座
を適宜織り込み、意識啓発を
図ります。

○福祉のまちづくり講座
　実施月：6月～7月（3回）
　実施場所：北部公民館
　参加人数：67人
○福祉のまちづくり講座
　実施月：10月～11月（3回）
　実施場所：木間ケ瀬公民館
　参加人数：68人

　各分野で男女共同参画の促進を踏まえて
講座を開設した。
　男女を問わず幅広い年代層の参加者が交
流を深めることができた。今後もより一層
情報収集を行うとともに新たな企画づくり
に努めていく必要がある。

40

(北部)
20

（木間ケ
瀬）
20

○福祉のまちづくり講座
　実施月：6月～7月（3回）
　実施場所：川間公民館
　参加者：78人
○福祉のまちづくり講座
　実施月：10月～11月（3回）
　実施場所：福田公民館

70

福田
（50)

（川間）
20

公民館

26 40
キャリア教育の
推進

○キャリア教育等の推進（理
工系分野で活躍する女性の支
援等）

職場見学や職場体験学習、男
女平等教育資料「自分らし
く」を活用し、キャリア教育
を推進します。

－9－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

32 41
男性向け講座等
の充実

男性のための料理教室等、楽
しみながら調理実習を行い、
生活上の自立を支援します。
さらに、実生活に即した講座
を開設するなど、講座内容の
充実を図ります。

　生活上の自立や健康増進を図るため市内
の男性を対象とした料理教室及び実生活に
即した講座を開催する。
〇男の家庭料理
　実施月：3月（3回）
　実施場所：野田公民館
　参加人数：48人
○男性のためのおもてなし料理講座
　実施月：10月～12月（３回）
　実施場所：南部梅郷公民館
　参加人数：20人
○福田男性大学
　実施月：11月～3月（5回）
　実施場所：福田公民館
  参加人数：131人
○男の料理教室
　実施月：10月～2月（5回）
　実施場所：関宿中央公民館
  参加人数：55人

　食を通じて健康を考え、日常のなかで料
理に取り組むきっかけとなる講座を実施し
た。また、家庭の仕事における男性の出番
を調理の場面で応援することができたが、
課題として男性の一人暮らしや高齢者にも
調理を楽しめる工夫が必要である。
　今後、男女・年齢を問わず、生活の変化
が予想される中、男性に対しても家事や育
児に対する疑問や不安を共有し、ともに解
決の道を探ることのできるような取組を提
供していくことが重要と考えている。

182

(野田）
27

（南部）
30

(福田)
75

（関宿中
央）
50

　生活上の自立や健康増進を図るため市内
の男性を対象とした料理教室及び実生活に
即した講座を開催する。
〇男の家庭料理
　実施月：3月（3回）
　実施場所：野田公民館
○福田男性大学
　実施月：11月～3月（5回）
　実施場所：福田公民館
○男の料理教室
　実施月：10月～2月（5回）
　実施場所：関宿中央公民館

177

(野田）
27

(福田)
100

（関宿中
央）
50

公民館

　女性問題についての理解や認識を深める
ため講座やセミナー等を開催している。
○婦人会員講座
　実施月：6月～1月（6回）
　実施場所：中央公民館
　参加人数：342人
○サークルあさひ育成事業
　実施月：5月～3月（6回）
　実施場所：東部公民館
　参加人数：202人
○南部梅郷女性大学
　実施月：7月～3月（6回）
　実施場所：南部梅郷公民館
　参加人数：115人
○北部女性セミナー
　実施月：7月～2月（5回）
　実施場所：北部公民館
　参加人数：160人
○川間女性学級
　実施月：10月～2月（5回）
　実施場所：川間公民館
　参加人数：358人
○福田女性大学
　実施月：10月～3月（6回）
　実施場所：福田公民館
　参加人数：532人
○二川さわやか女性教室
　実施月：6月～3月（11回）
　実施場所：二川公民館
　参加人数：360人
〇レディス．コム．
　実施月：10月～2月（5回）
　実施場所：木間ケ瀬公民館
　参加人数：79人

　幅広い女性向け講座を企画し、意識の啓
発を図った。レクリエーションや創作活動
により仲間づくりや話しやすい環境づくり
に努め、会員の教養の向上や相互の親睦を
深めることができた。
　講座は、実技・講話・健康体操・移動学
習等内容の違うものを実施した。手先を使
い脳を刺激することから、その良さが注目
されている折り紙の紹介や、地域の食材を
生かした食育講座など身近に生かせる内容
を取り入れた。
 引き続き女性が地域社会に積極的に参加
するための幅広い講座を実施していくこと
が必要である。 また、受講生の高齢化が
見られるため、新しい参加者層の拡大が課
題である。 また、今後もより一層の情報
収集を図り、新たな講師の開拓にも努めて
いきたい。

509

（中央）
80

（東部）
62

（南部）
36

 (北部)
42

（川間）
92

（福田）
115

（二川）
38

（木間ケ
瀬）
44

　女性問題についての理解や認識を深める
ため講座やセミナー等を開催する。
○婦人会員講座
　実施月：6月～1月（6回）
　実施場所：中央公民館
○サークルあさひ育成事業
　実施月：6月～3月（7回）
　実施場所：東部公民館
○南部梅郷女性大学
  実施月：7月～3月（6回）
　実施場所：南部梅郷公民館
○北部女性セミナー
　実施月：7月～2月（5回）
　実施場所：北部公民館
○女性のためのＤＩＹ実習
　実施月：6月～7月（4回）
　参加人数：80人
　実施場所：北部公民館
○川間女性学級
　実施月：10月～2月（6回）
　実施場所：川間公民館
○福田女性大学
　実施月：11月～3月（5回）
　実施場所：福田公民館
○二川さわやか女性教室
　実施月：6月～3月（10回）
　実施場所：二川公民館
〇レディス．コム．
　実施月：10月～2月（5回）
　実施場所：木間ケ瀬公民館

700

（中央）
90

（東部）
100

（南部）
50

 (北部)
110

(川間）
125

（福田）
120

（二川）
45

（木間ケ
瀬）
60

公民館31 41
女性セミナー等
の充実

女性問題についての理解と認
識を深めるため、幅広い女性
向けセミナーや講座等を企画
し、意識啓発を図ります。

－10－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

33 42
男女共同参画に
関する講演会等
の開催

○男性の意識と職場風土の改
革（男性ロールモデルの提示
や好事例の普及等）

一般市民を対象とした講演会
等の開催に当たり、テーマや
講師の選定等において工夫を
重ねるとともに、より効果を
高めるため、目的や対象等を
絞った出前セミナー等を開催
します。

　市民一人一人の意識改革の推進を目的と
して、市と柏人権啓発活動地域ネットワー
ク協議会が共催で実施した「ヒューマン
フェスタのだ2017」での記念講演におい
て、家族の絆をテーマとした中で「ワー
ク・ライフ・バランス」の必要性について
周知を図った。
【ヒューマンフェスタのだ2017】
　実施日：10月28日（土）
　実施場所：興風会館大講堂
　記念講演：「ちいさな瞳の輝く社会」
　　　　　　～子どもの未来と家族の絆
　　　　　　　を考える～
　参加人数：160人

　一般市民を対象とした講演会等について
は、男女共同参画審議会の意見を踏まえ
て、市民の関心を引くテーマを選定すると
ともに地元資源を生かして幅広のテーマで
男女共同参画につなげるような工夫をして
実施することが求められている。

959

　柏人権擁護委員協議会野田部会と共催で
「男女共同参画」をテーマとした講演会を
実施し、女性が自分らしく生きるために、
女性も男性もお互いに配慮し合うことの重
要性を学びました。
○人権擁護委員の日記念講演会
　演題：女性も男性も暮らしやすい社会
　　　　を目指して
　実施日：6月2日（土）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：42人

75
人権・男女共同
参画推進課

34 43
啓発情報誌の発
行

市報折込みにより、男女共同
参画推進だより「フレッ
シュ」を定期発行し、男女平
等意識の啓発や男女共同参画
に関する情報の提供を行いま
す。

　男女共同参画社会の実現に向けた取組の
方向性や具体的施策を明示した男女共同参
画推進だより「フレッシュ」を発行し、全
世帯に配布することで、広範囲な情報提供
に努めている。
　市報30年3月15日号と合わせて配布し、
国の「ＡＶ出演強要・ＪＫビジネス問題の
防止及び根絶に向けた取組」の推進として
周知を行った。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を毎年発行し、全世帯に配布することで、
配布後に男女共同参画に関する問い合わせ
があるなどの反響もあり、啓発の役割を果
たしている。

243

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を毎年発行し、全世帯に配布することで、
広範囲な情報提供に努める。
　市報31年3月15日号と合わせて配布予
定。

252
人権・男女共同
参画推進課

36 43

市施設における
男女共同参画に
関する情報提供
の充実

○女性の職業生活における情
報の収集・整理・提供

市役所、支所の行政資料コー
ナー及び興風・せきやど図書
館の女性情報コーナーにおい
て、男女共同参画に関する情
報提供の充実を図ります。

　市役所・支所の行政資料コーナーに男女
共同参画に関する冊子、チラシ等を置き情
報提供するとともに興風図書館内及びせき
やど図書館内に女性情報コーナーを設置
し、女性をテーマとした様々な分野の蔵書
の充実を図り、利用に供している。
購入冊数：34冊
(興風図書館28冊、せきやど図書館6冊)
貸出冊数：756冊

　男女共同参画に関する冊子、チラシ等を
配置するとともに女性をテーマとした様々
な分野の蔵書の充実を図ることにより、市
民への情報提供等の役割を果たしている。

51

　市役所・支所の行政資料コーナーに男女
共同参画に関する冊子、チラシ等を置き情
報提供するとともに興風図書館内及びせき
やど図書館内に設置した女性情報コーナー
において、女性をテーマとした様々な分野
の図書を計画的・継続的に整備し、利用に
供する。
購入予定冊数：35冊

50
人権・男女共同
参画推進課

37 43
男女共同参画に
関する関係資料
の収集及び提供

○男性の意識と職場風土の改
革（男性ロールモデルの提示
や好事例の普及等）

男女共同参画に関する資料や
情報を収集し、広く適切に市
民への情報提供を行います。

　国・県及び市町村、各種団体等が発行す
る男女共同参画に関する情報資料を人権・
男女共同参画推進課窓口に設置するととも
に、必要に応じて男女共同参画推進だより
「フレッシュ」へ掲載し、情報提供に努め
ている。

　男女共同参画社会の実現に向けて資料や
情報を収集し、広く適切に市民への情報提
供を行う必要がある。

0

　国・県及び市町村、各種団体等が発行す
る男女共同参画に関する情報資料を人権・
男女共同参画推進課窓口に設置するととも
に、必要に応じて男女共同参画推進だより
「フレッシュ」へ掲載し、情報提供を行
う。

0
人権・男女共同
参画推進課

　階層別の研修により、職責ごとの説明内
容の研修ができたため、男女共同参画への
理解の浸透が図られた。さらに全職員への
意識の深化に努めるため継続的に実施する
必要がある。

0

○新規採用職員研修「人権問題の取組・男
女共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：4月4日（水）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：36人

○係長級職員研修「人権問題の取組・男女
共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：7月18日（水）
　実施場所：市役所2階中会議室1・2
　参加人数：24人

　

0
人事課
人権・男女共同
参画推進課

35 43
市職員研修の充
実

階層別の職員研修に男女共同
参画問題を取り入れ、職員の
より一層の意識の深化を図り
ます。
また、女性職員の積極的な育
成と能力の活用を図るため、
職員研修の充実と能力開発の
ための参加機会の拡大を図り
ます。

○新規採用職員研修「人権問題の取組・男
女共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：4月5日（水）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：18人
○7月1日付新規採用職員研修「人権問題の
取組・男女共同参画を目指した職場づく
り」
　実施日：7月3日（月）
　実施場所：市役所7階701会議室
　参加人数：3人
○係長級職員研修「人権問題の取組・男女
共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：5月11日（木）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：22人
○消防職員研修「人権問題・男女共同参画
を目指した職場づくり」
　実施日:6月23日（金）、7月7日（金）、
7月21日（金）
　実施場所：関宿分署2階会議室
　参加人数：164人

－11－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

38 45

女性（異性）に
対する暴力防止
に関する啓発活
動の拡充

ＤＶに対する正しい認識と理
解を深めるため、講座、講演
会の開催、情報誌、広報誌に
おける記事の掲載等、啓発活
動の拡充を図ります。

　市ホームページを活用してＤＶに関する
情報提供を実施し、市民への啓発を行うと
ともに、野田市の成人式参加者へＤＶ及び
ストーカーに関するチラシを配布し、啓発
活動を行っている。

　ＤＶに対する正しい認識と理解を深める
ため、啓発活動の拡充を図る必要がある。

0

　市ホームページを活用してＤＶに関する
情報提供を実施し、市民への啓発を行うと
ともに、野田市の成人式参加者へＤＶ及び
ストーカーに関するチラシを配布し、啓発
活動を行う。

0
人権・男女共同
参画推進課

39 45
市職員に対する
共通理解の浸透
の推進

二次被害の防止等各窓口でＤ
Ｖ被害女性への適切な対応が
図れるよう、職員への研修を
実施するとともに、職員対応
マニュアルを更新します。

　「二次被害の防止」に注意しながら、Ｄ
Ｖ相談の窓口である配偶者暴力相談支援セ
ンター(人権・男女共同参画推進課)に情報
提供または引継ぎをするまでの手引きとな
るよう、ＤＶ被害者支援マニュアル（職員
向け）を作成し、関係課へ配布している。

　窓口職員の対応により二次被害が発生し
た事案が報道されていることを踏まえて、
適正な対応が図れるように努めていく必要
がある。 0

　各職員への理解を深めるため、職員への
研修を実施するとともに、職員対応マニュ
アルを更新し、引き続き二次被害防止に努
めていく。 0

人権・男女共同
参画推進課

40 47
ＤＶ被害防止に
向けた若年層等
への啓発の拡充

ＤＶ被害は若年層の間でも広
がっていることから、デート
ＤＶに関する理解と予防に向
けて、生徒や教職員等を対象
にデートＤＶ講演会や研修等
を実施し、啓発活動の拡充を
図ります。

　市内の高校生を対象とした「デートＤＶ
講演会」を実施し、これらを通じＤＶに関
する正しい知識や理解度を深めるための啓
発に努めるとともに男女共同参画推進だよ
り「フレッシュ」及び市ホームページを活
用し、ＤＶの内容及び支援策等について案
内し、周知・啓発に努めている。
○デートＤＶ講演会
参加人数　615人
①実施日：11月16日（木）
　実施場所：清水高校
　参加人数：164人(1年生)
②実施日：1月25日（木）
　実施場所：関宿高校
　参加人数：91人(2学生)
③実施日：2月1日（木）
　実施場所：野田中央高校
　参加人数：360人(1年生)

　高校生に対する啓発については、学校側
から高評価を得ている。男女共同参画推進
だより「フレッシュ」、市ホームページ等
の情報をもとに、相談の申し込み等がある
ことから、啓発の役割を果たしている。

105

　男女共同参画推進だより「フレッ
シュ」、市ホームページ等を活用し、ＤＶ
の内容及び支援策等について周知・啓発を
図るとともに市内の高校生を対象とした
「デートＤＶ講演会」を実施し、これらを
通じてＤＶに関する正しい知識を習得し、
理解度を深めるための啓発を行う。
○デートＤＶ講演会
①実施予定日：11月15日（木）
　実施場所：清水高校
　参加人数：162人(1年生)
②実施予定日：11月22日（木）
　実施場所：野田中央高校
　参加人数：327人(1年生)
③実施予定日：11月29日（木）
　実施場所：関宿高校
　参加人数：83人(2学生)

105
人権・男女共同
参画推進課

41 47
法制度や各種支
援策の周知、啓
発の充実

市ホームページ等をはじめ、
効果的な方法、手段を活用し
て、ＤＶ防止法をはじめとす
る関係法令の内容や各種支援
策の周知、啓発の充実を図り
ます。

　ホームページにＤＶ相談、女性のための
相談窓口などを掲載するとともに、各施設
の女性トイレに配偶者暴力相談支援セン
ター及び女性のための相談カードを設置し
て啓発活動に努めている。

　各種支援策の周知、啓発の充実に努める
必要がある。

0

　ホームページにＤＶ相談、女性のための
相談窓口などを掲載するとともに、各施設
の女性トイレに配偶者暴力相談支援セン
ター及び女性のための相談カードを設置し
て啓発活動を行う。

0
人権・男女共同
参画推進課

42 47

「男性のための
総合相談」の情
報提供(基本目標
Ⅰ 13 再掲)

男性が抱える様々な悩み、男
性ならではの悩みについて、
県が実施する「男性のための
総合相談」に関する情報を提
供します。

　男性からのＤＶに対する問い合わせにつ
いては、県が男性カウンセラーを配置し、
火曜と水曜の16時～21時に電話で行ってい
る「男性のための総合相談」の案内を行っ
た。また市役所1階男性トイレに相談案内
カードを配置すると共に、30年3月15日号
市報と一緒に配布した男女共同参画だより
「フレッシュ」にて周知を行った。

　男性からの問い合わせは多くないが、相
談内容を傾聴し、市の施策で対応できるも
のは担当部署を案内すると共に、県の「男
性のための総合相談」を案内している。
　ＤＶ被害女性の居所を探る加害者である
可能性もあることから、慎重な対応を行っ
ている。

0

　男性からのＤＶに対する問い合わせにつ
いては、県が男性カウンセラーを配置し、
火曜と水曜の16時～21時に電話で行ってい
る「男性のための総合相談」の案内を行っ
た。また市役所1階男性トイレに相談案内
カードを配置し、周知を行っている。 0

人権・男女共同
参画推進課

43 47
啓発情報誌の発
行(基本目標Ⅰ
34 再掲)

市報折込みにより、男女共同
参画推進だより「フレッ
シュ」を定期発行し、男女平
等意識の啓発や男女共同参画
に関する情報の提供を行いま
す。

　男女共同参画社会の実現に向けた取組の
方向性や具体的施策を明示した男女共同参
画推進だより「フレッシュ」を発行し、全
世帯に配布することで、広範囲な情報提供
に努めている。
　市報30年3月15日号と合わせて配布し、
国の「ＡＶ出演強要・ＪＫビジネス問題の
防止及び根絶に向けた取組」の推進として
周知を行った。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を毎年発行し、全世帯に配布することで、
配布後に男女共同参画に関する問い合わせ
があるなどの反響もあり、啓発の役割を果
たしている。 243

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を毎年発行し、全世帯に配布することで、
広範囲な情報提供に努める。
　市報31年3月15日号と合わせて配布予
定。 252

人権・男女共同
参画推進課

44 47

「第２次野田市
ドメスティッ
ク・バイオレン
ス総合対策大綱
（野田市ＤＶ被
害女性支援基本
計画）」の見直
し

第3次野田市男女共同参画計
画等に沿って、「第2次野田
市ドメスティック・バイオレ
ンス総合対策大綱（野田市Ｄ
Ｖ被害女性支援基本計画）」
の見直しを行います。

　国や県のＤＶ支援基本計画に基づく施策
を踏まえ、29年度に見直しを行う予定でい
たが、市がＤＶ被害者支援事業を委託して
いるＮＰＯ法人のだフレンドシップ青い鳥
の運営体制の見直しに伴い、31年度以降に
見直しを行う。

　ＤＶ相談件数は減少傾向にあるが、複合
的な状況にあるＤＶ被害女性への支援を現
状に即し、見直しをする必要がある。

0

　ＤＶ被害女性のニーズを把握し、ＤＶ被
害者支援団体ＮＰＯ法人のだフレンドシッ
プ青い鳥の運営体制を考慮し、支援策全般
について検証を必要としていることから、
見直しについて慎重に取り組んでいく。 0

人権・男女共同
参画推進課
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第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

45 48
ＤＶ相談窓口の
充実(基本目標Ⅰ
11 再掲)

ＤＶ（配偶者、元配偶者、事
実上婚姻関係にある者及び生
活の本拠を共にする交際相手
からの暴力）被害女性の相談
に対し、被害女性の意思を踏
まえた上で、最善の支援策や
法制度の教示を行います。
また、行政支援が必要な相談
者に対し、市職員が適切な窓
口へ同行し、きめ細かな支援
を行います。

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを
心がけ、本人の心情や置かれている状況等
に十分配慮した上で、本人の意思を最優先
とした相談対応に努めている。
　支援策や法制度を分かりやすく説明し、
本人に寄り添った支援や対応に努めてい
る。
・相談件数：168件

　ＤＶ被害女性の身の安全を最優先とした
支援を第一としているが、本人の意思・要
望の多様化により、支援策は法制度と必ず
しも合致していないため、相談を中心とし
た対応となっている。今後は、関係団体と
連携を図ると共に、ＤＶ被害女性のニーズ
を検証し、適切な支援策を検討していく必
要がある。

97

　ＤＶ被害女性が話しやすい環境づくりを
心がけ、本人の心情や置かれている状況等
に十分配慮した上で、本人の意思を最優先
とした相談対応に努めている。
　支援策や法制度を分かりやすく説明し、
本人に寄り添った支援や対応に努めてい
る。
・相談件数：90件（9月末現在）

143

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

46 48

緊急一時保護施
設（シェル
ター）による保
護等の支援の実
施

ＤＶ被害女性の安全の確保を
最優先として、ＤＶ被害女性
の視点に立って、保護から自
立まで一貫した、きめ細かな
支援を行います。

　保護を求めているＤＶ被害女性の安全確
保を図るとともに自立に向けた各種支援を
行っている。
　また、県との委託契約に基づき、市民以
外の保護・受入れを行うなど、広域的な支
援を行っている。
・保護件数：0件
＊資料２【図１】参照

　ＤＶ被害女性の意思を踏まえて、状況に
応じた自立支援を行っていく必要がある。
また、県及び埼玉県との委託契約に基づ
き、広域的な支援を行うことが必要であ
る。 2,204

　保護を求めているＤＶ被害女性の安全確
保を図るとともに自立に向けた各種支援を
進めている。
　また、県との委託契約に基づき、市民以
外の方の保護・受入れを行うなど、広域的
な支援を行っている。
［9月末実績］
　保護件数： 2件

2,714

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

47 48
緊急生活支援資
金の助成

所持金を持たないシェルター
入所中の被害女性（市民）に
対し、自立に向けて必要な関
係機関への相談や保護命令の
申立てに必要な経費等を助成
します。

・助成件数：0件 　緊急一時保護施設に入所しているＤＶ被
害女性（市民）に対し、退所後の自立生活
に向けて必要となる経費を助成している。

0

［9月末実績］
　助成件数：2件

50

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

48 49
カウンセリング
受診の助成

シェルター入所中の被害女性
（市民）が心身の健康を回復
させるため、本人の意思に基
づき、医学的又は心理学的な
治療として、市内精神科医に
よりカウンセリングを受診し
た場合、その経費を助成しま
す。

・助成件数：0件 　精神疾患が判明している被害女性につい
ては、原則としてシェルター（緊急一時保
護施設）への入所を制限しているが、入所
後に精神的に不安定となり受診を必要とす
るケースを対象としている。助成実績はな
いが、一時保護による心身への影響を考慮
し、事業を継続する必要がある。

0

［9月末実績］
　助成件数：0件

54

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

49 49
ステップハウス
の活用

市営住宅を目的外使用し、
シェルター入所中の被害女性
等が精神的ケアと経済的自立
に向けた生活の準備をするた
めに活用します。

・現在まで活用実績はない。※16年7月設
置

　実績はありませんが、今後の利用に備え
施設の維持管理に努めていく必要がある。

0

　市営住宅を目的外使用し、シェルター入
所中の被害女性が精神的ケアと経済的自立
に向けた生活の準備をするために活用しま
す。 0

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)
営繕課

50 49
市営住宅におけ
る入居資格条件
の緩和

シェルターに入所していた被
害女性（市民）で、離婚が成
立していない場合において
も、ひとり親家庭と同等と
し、市営住宅における入居資
格条件を緩和します。

・入居資格条件緩和者　0件 　制度の周知に努めていく必要がある。

0

　シェルターに入所経験のある市民を離婚
が成立していなくても、ひとり親家庭と同
様に扱い、市営住宅における住居条件を緩
和します。 0

営繕課
配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

51 49

民間賃貸住宅入
居時家賃等の助
成（ＤＶ被害女
性要件）

緊急に居住の場を確保する必
要があるシェルター入所中の
被害女性（市民）で、市内、
市外の民間賃貸住宅へ入居し
ようとする低額所得者に対
し、賃貸借契約時に要する家
賃等の費用の一部を助成しま
す。

・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・助成金交付決定件数　0件
・助成額　　　　　　　0円

　ＤＶ被害女性要件はありませんでした。
制度の周知に努めてまいります。

0

（7月末実績）
・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・助成金交付決定件数　0件
・助成額　　　　　　　0円 1,900

営繕課
配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)
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第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

52 49

住宅困窮者民間
賃貸住宅居住支
援の実施（ＤＶ
被害女性要件）

連帯保証人が確保できないな
どの理由により、市内の民間
賃貸住宅への入居に困窮して
いるシェルター入所中又は入
所していたＤＶ被害女性世帯
に対し、民間賃貸住宅情報の
提供、民間保証会社や既存の
福祉サービスを活用した入居
保証及び居住継続支援を行う
とともに、低額所得者等の場
合は、家賃等保証委託契約に
要する費用の一部を助成しま
す。

・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

　保証人や賃貸情報に関しては不動産店の
取り扱う債務保証会社が多数あることや、
空き物件も多く賃貸物件が借りやすくなっ
ていること等から利用者が少ない状況と
なっています。契約時の条件として、親族
などの緊急連絡先の確保が必要などの条件
があり確保できない場合は契約が難しいな
どの問題があります。

（7月末実績）
・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

40

営繕課
配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

53 50
民間団体との連
携による支援体
制の強化

シェルターの運営業務の一部
を民間団体に委託し、官民が
協働した支援体制の強化を図
ります。

　シェルターに入所中のＤＶ被害女性及び
同伴家族に対する支援について、市と委託
先である民間団体との間で協力体制を構築
し、きめ細かな対応・支援に努めている。
　また、民間団体との緊密な連携を図り、
被害者への支援体制の強化に努めている。
（委託先）
ＮＰＯ法人のだフレンドシップ「青い鳥」
（委託業務内容）
１ 入所者の生活支援(安否確認、食材等の
調達)
２ 入所者の精神的ケア(相談、外出等)
３ 同行支援(住居確保、就業等)

　ＮＰＯ法人のだフレンドシップ「青い
鳥」と緊密な連携を図り、被害女性への対
応、自立に向けた支援に努めている。

0

　シェルターに入所中のＤＶ被害女性及び
同伴家族に対する支援について、市と委託
先である民間団体との間で協力体制を構築
し、きめ細かな対応・支援に努めている。
　また、民間団体との緊密な連携を図り、
被害者への支援体制の強化に努めている。
（委託先）
ＮＰＯ法人のだフレンドシップ「青い鳥」
（委託業務内容）
１ 入所者の生活支援(安否確認、食材等の
調達)
２ 入所者の精神的ケア(相談、外出等)
３ 同行支援(住居確保、就業等)

0

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

【日常生活支援事業実績】
子育て支援及び生活援助利用者数
・子育て支援：5人　延べ38日　225時間
　（うち保育所待機時利用　0人）
・生活援助：0人

　パソコン講習会や講演会、法律相談の託
児は予定が立てやすく支援員の協力により
適正に対応することができたが、急な要望
の場合は、支援員の手配が難しく対応でき
ない現状もあることから、利用者の要望に
応えたれるよう検討が必要である。
　母子家庭等が安心して子育てをしなが
ら、求職活動や就業を行うため、保育所入
所申請時の待機時に対応できるよう23年10
月より保育所入所申請時の待機者への派遣
の拡充をしたが、本事業のニーズはあるも
のの、27年度から保育所でもひとり親家庭
の優先入所に加え、求職中や職業訓練中に
ついても入所要件が拡充されたため、利用
自体は減少しているが、当該事業では利用
負担額が安価であり、非課税世帯では無料
となることから、利用者の経済状況も含め
制度の周知が必要である。また、28年4月
から、国の制度改正に伴い、定期的な就業
上の理由による残業等についても支援が拡
大され、あわせて周知を図る必要がある。

472

　本事業は、ひとり親家庭等が安心して子
育てしながら仕事や求職活動をするために
有効な事業であり、事業の周知について、
母子寡婦福祉会や保育課等の関係機関と連
携するとともに、引き続き、母子・父子自
立支援員の離婚直後の面談時や就業等の相
談時に制度の説明とあわせ事業の一層の周
知に努める。また、急な要望の場合の対応
について、事前に家庭生活支援員の状況を
把握するなど、委託先である母子寡婦福祉
会と調整し、事業を円滑に進める。
（9月末実績）
  子育て支援：2人　延べ 5日　15時間
  生活援助  ：1人　延べ15日　21時間
　（保育所待機時に利用はなし）

1,254 児童家庭課54 50
ひとり親家庭等
日常生活支援事
業の充実

ひとり親家庭となった直後の
生活や育児支援のため、ヘル
パーや保育士を派遣する事業
を、野田市母子寡婦福祉会に
委託し、実施しています。求
職活動時等にも支援できる体
制に拡充しており、さらに事
業の周知を図ります。

－14－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

55 50

広域的な対応を
図るための他自
治体への理解と
協力依頼

市民以外のＤＶ被害女性も柔
軟に受け入れることとし、自
治体間依頼に基づく市民以外
の保護については、住所地自
治体に対し、本人の自立の意
思確認や援護等の実施責任等
を要請します。
一方、ＤＶ被害女性（市民）
が他自治体での自立を目指す
際には、市民以外のＤＶ被害
女性を柔軟に受け入れてもら
えるよう、他自治体への理解
と協力を要請するとともに、
情報提供や支援を行います。

・他市での自立を目指した者：1人
・協力を要請した他市町村の数：1市
・他市等からの受入れ人数：1人

　市民が他自治体での自立を目指すに当た
り、受入れに際して、他自治体の理解と協
力を要請するとともに情報提供と支援協力
を行っている。

0

（9月末実績）
・他市での自立を目指した者：1人
・協力を要請した他市町村の数：1市
・他市等からの受入れ人数：1人

0

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

56 50

野田市ドメス
ティック・バイ
オレンス対策連
絡協議会による
連携体制の強化

関係機関等の連携体制を強化
し、迅速な対応を図るため、
野田市ドメスティック・バイ
オレンス対策連絡協議会によ
る情報交換を密にし、情報の
共有化を推進します。

　効果的なＤＶ対策の推進を図るため、関
係機関等の担当者で構成する「野田市ドメ
ステック・バイオレンス対策協議会」を開
催し、事例発表等を通じ情報交換を行うと
ともに情報の共有化を図り、迅速な対応に
努めている。
　開催日：3月27日（火）
　実施場所：市役所5階512会議室

　「野田市ドメステック・バイオレンス対
策協議会」を開催し、関係機関との連携体
制の強化を図っている。

0

　効果的なＤＶ対策の推進を図るために関
係機関等の担当者で構成する「野田市ドメ
ステック・バイオレンス対策協議会」を開
催し、事例発表等を通じ情報交換を行うと
ともに情報の共有化を図り、迅速な対応に
努めている。
　31年2月に開催予定

0

配偶者暴力相談
支援センター(人
権・男女共同参
画推進課)

57 51

児童虐待相談受
付電話｢子どもＳ
ＯＳ｣の運営と周
知(基本目標Ⅰ
15 再掲)

虐待を受けている子ども本人
や虐待の疑いのある親子を発
見した人からの通報及び虐待
をしているのではと悩んでい
る保護者等からの電話相談に
対応し、児童虐待の未然防止
や早期発見等に努め、関係機
関との連携を密に図りつつ、
きめ細かな支援を行います。

「子どもＳＯＳ」相談件数　7件
内訳
・相談件数のうち、虐待に関するもの：3
件
・相談件数のうち、18歳未満からのもの：
　0件

　「子どもＳＯＳ」の電話番号をホーム
ページに掲載、カードサイズの啓発リーフ
レットを作成し市内関係機関に配布した。
　全国共通ダイヤル「189」が普及してき
たこともあり、件数に大きな増減はない。
　相談内容については、子育ての不安等も
寄せられており、虐待の予防においても効
果を得ている。

68

　子どもＳＯＳについては、引き続きホー
ムペ
ージ等により啓発を行い、児童虐待の未然
防止や早期発見に努める。
　子どもＳＯＳの電話番号を記したリーフ
レットについて前年度は携帯しやすいカー
ドサイズとしたが、引き続き効果の高い啓
発物資を作成し、児童や関係機関に配布す
る。

84 児童家庭課

　児童虐待相談受付件数は増加傾向にある
が、関係機関との連携による早期発見・早
期対応や、個別支援会議等の開催によっ
て、継続的に家族支援を行うよう努めた。
　乳幼児健診未受診等で保健師等が訪問し
ても居住実態が把握できない児童につい
て、要保護児童対策地域協議会を中心とし
た関係機関との連携により確認するシステ
ムを構築し、早期発見、早期対応を実行し
ている。
　保健センター母子保健係、子ども支援室
とは、随時ケース会議を開くなどの連携を
図っているため、ハイリスクケースの件数
が増加し、支援が充実している。

0

　28年3月に改定した「野田市子育て支
援・児童虐待防止総合対策大綱」に基づ
き、今後も、代表者会議や実務者進行管理
会議等を開催し、関係機関と連携及び情報
の共有化、研修会の開催等を行い、また、
全ケースの進行管理による児童虐待の未然
防止や重篤化の防止に努めていく。
　児童福祉法の改正により、児童家庭課が
子ども家庭総合支援拠点を担うため、専門
職の配置及び義務化されている研修受講を
促進する等体制整備を図る。
　居住実態が把握できない児童について
は、要保護児童対策地域協議会を中心とし
た関係機関との連携によるシステムを適切
に運用し、早急に実態を把握するよう努め
る。
　児童養護施設に一時的に入所させる子育
て短期支援事業（ショートステイ）につい
ては、子育てへの疲労、育児不安を抱えた
保護者などに対しレスパイト（休息、息抜
き）目的の利用を促進する。

0 児童家庭課58 51

野田市要保護児
童対策地域協議
会による連携体
制の強化

千葉県柏児童相談所をはじめ
とする関係機関との連携及び
情報の共有化を進め、児童虐
待の未然防止、早期発見及び
ケースの進行管理による児童
虐待の重篤化を防ぎます。

○要保護児童対策地域協議会の運営
　代表者会議2回　実務者会議 2回
  進行管理会議12回　個別支援会議 4回
　関係機関への研修会
    11月20日に開催（参加者65名）。
○児童虐待相談対応件数
　延べ3,405件（相談実人数142人）
＊資料２【図３】参照
○進行管理台帳に登録されている子どもで
学校・
　保育園等に所属している場合、所属機関
と毎月
　1回書面による情報交換
○進行管理台帳に登録した特定妊婦　21
人、
　ハイリスクケース　68人
○居住実態が把握できない児童について
　児童家庭課への情報提供件数　30件
　安全確認、出国確認等により対応済みの
件数
　30件
○児童虐待防止推進月間の取り組み
・「わたしの願う家族・家庭」ポスター展
　応募総数847点（小学校725点・中学校
122点）
　優秀作品を市ホームページにて公開。
　児童虐待防止ステッカー等を公用車及び
市内タクシー事業所の車両に装着し児童虐
待防止意識の向上を図った。

－15－



第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

59 51
乳児家庭全戸訪
問事業の実施

全ての乳児の家庭を訪問し、
子育ての孤立化を防ぎ、居宅
において子育て支援に対する
必要な情報提供を行うととも
に、様々な不安や悩みを聴取
し、要支援児童の早期対応を
図ります。

新生児訪問及び生後4か月までの訪問：
　延べ833件
保健推進員による生後2か月児訪問数：
　延べ1,339件

　出生数が減少している現状の中、訪問延
数は前年度よりも増加している。専門職に
よる訪問では、初回訪問で継続支援が必要
と判断されたケースが増えていることが要
因と考える。複数回の訪問できめ細やかな
支援に努め保護者の育児不安の軽減につな
げている。
　保健推進員の訪問は専門職の訪問時期と
重なることもあり、見直しが必要である。

1,272

　全ての乳児の家庭を訪問し子育ての孤立
化を防ぎ、居宅において不安や悩みを聞
き、子育てに関する必要な情報提供及び指
導を行う。
　育児不安等に対するきめ細かいフォロー
をしていくため、引き続き専門職（保健
師・助産師）による全戸訪問とする。
　30年度から、保健推進員の訪問は専門職
による訪問と時期が重複してしまうため、
廃止する。

1,486 保健センター

60 52

民間企業におけ
るあらゆるハラ
スメント（セク
シュアル・マタ
ニティ・パワー
ハラスメント
等）に対する防
止対策の促進

○ハラスメントのない職場の
実現（妊娠・出産等による不
利益取扱いの防止等）

「男女雇用機会均等法」及び
同法に基づく指針について周
知を図り、事業主等の認識を
高めるとともに、防止対策の
徹底を図るため、相談体制の
確立及び職場研修等の実施を
働きかけます。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供した。

　民間企業におけるセクシュアル･ハラス
メント防止対策について、事業主に対して
「男女雇用機会均等法」の周知、啓発を
図った。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供する。

0
商工観光課
人権・男女共同
参画推進課

61 53

市におけるあら
ゆるハラスメン
ト（セクシュア
ル・マタニ
ティ・パワーハ
ラスメント等）
に対する防止対
策の推進

○ハラスメントのない職場の
実現（妊娠・出産等による不
利益取扱いの防止等）

あらゆるハラスメント（セク
シュアル・マタニティ・パ
ワーハラスメント等）防止に
係る市全職員の意識啓発の徹
底及び苦情相談員の周知を図
り、相談等に適切に対処する
工夫を図ります。

　セクシャルハラスメントの防止等に関す
る要綱に基づき、人事課職員のほか、人
権・男女共同参画推進課の職員、野田市男
女共同参画推進庁内連絡会の男女共同参画
推進部会の女性職員を相談員として配置。
　庁内掲示板を通して苦情相談の受入体制
を周知するとともに全庁的にセクシュアル
ハラスメント、パワーハラスメント（セク
シャルハラスメント等）の防止を推進。

　今後も、セクシャルハラスメント等の防
止のため一層の意識啓発の徹底、苦情相談
員の周知を継続的に実施する必要がある。

0

　セクシャルハラスメントの防止等に関す
る要綱に基づき、人事課職員のほか、人
権・男女共同参画推進課の職員、野田市男
女共同参画推進庁内連絡会の男女共同参画
推進部会の女性職員を相談員として配置。
　庁内掲示板を通して苦情相談の受入体制
を周知するとともに全庁的にセクシュアル
ハラスメント、パワーハラスメント（セク
シャルハラスメント等）の防止を推進。

0 人事課

○わいせつ・セクハラ等不祥事根絶につい
ての指導
実施日
4月4日(校長会),5月30日(校長会)
6月5日(教頭会),7月3日(校長会)
7月13日(教頭会),10月23日(校長会)
11月6日(教頭会),11月20日(校長会)
12月19日(校長会),1月19日(校長会)
1月26日(教頭会),2月13日(校長会)
2月26日(教頭会),3月29日(校長会)
○不祥事根絶校内研修会での指導
指導者：
学校教育部長、学校教育課長、管理主事
実施回数：合計16回
　　　　（小学校16回、中学校5回）
○セクシャルハラスメントに関する実態調
査
実施日：12月1日～1月31日
・小学校教職員　539名
・小学校児童　8,208名（全学年）
・中学校教職員　295名
・中学校生徒　3,894名（全学年）
○モラールアップ委員会代表者会議の開催
実施日：7月5日、2月8日
○野田市立小中学校不祥事根絶委員会の開
催
実施日：7月5日、2月28日
○学校教育課通信「ＴＥＡＭのだ」の発行
  29年度計10回の発行
○教職員及び児童生徒に対する「セクシャ
ル・ハラスメント」相談窓口のを全校に設
置している。
○「教育相談箱」を全校に設置している。

　モラールアップ委員会代表者会議、及び
野田市小中学校不祥事根絶委員会を、それ
ぞれ前期、後期に1回ずつ実施した。各学
校の不祥事根絶に向けての取り組み状況を
確認するとともに各校で行われている効果
的な実践を共有することができ、各校での
研修をさらに充実させることができた。今
後は、管理職からの指導だけでなく、職員
からのボトムアップ形式での研修等を各校
でより広めていくことが必要と考える。
　職員のコンプライアンス向上とモラール
アップを目的に学校教育課通信「TEAMの
だ」を発行した。各学校で職員会議等や校
内研修に活用され、研修内容の充実に寄与
することができた。
　今後も効果的な研修ができるよう、各学
校に情報を提供し、教職員の綱紀の粛正及
び不祥事根絶に向けた意識の高揚に努めて
いく。 0

○わいせつ・セクハラ等不祥事根絶につい
ての工夫のある効果的な指導
○「ＴＥＡＭのだ」通信の発行
○不祥事根絶校内研修での指導
○セクシャルハラスメントに関する実態調
査
　実施日：年度末に実施予定
○モラールアップ委員会代表者会議の開催
　実施日：前期1回　後期1回
○野田市立小中学校不祥事根絶委員会の開
催
　実施日　前期1回　後期1回
○教職員及び児童生徒に対する「セクシャ
ル・ハラスメント」相談窓口のを全校に設
置
○「教育相談箱」を全校に設置

0
学校教育課
指導課

62 53

学校におけるあ
らゆるハラスメ
ント（セクシュ
アル・マタニ
ティ・パワーハ
ラスメント等）
に対する防止対
策の推進

○ハラスメントのない職場の
実現（妊娠・出産等による不
利益取扱いの防止等）

学校におけるあらゆるハラス
メント（セクシュアル・マタ
ニティ・パワーハラスメント
等）防止のための啓発や相談
体制の拡充を図るとともに、
教職員研修を実施し、防止対
策の充実を図ります。
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第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

63 53
ストーカー規制
法の周知、啓発
の推進

被害女性をストーカー行為等
から守るため、ストーカー規
制法の周知、啓発を推進する
とともに、関係機関等との連
携強化を図ります。

 被害女性の心の負担を軽減するために、
女性カウンセラーによる「女性のための相
談」を案内した。また、関係機関等との連
携強化を図るとともに、被害女性をストー
カー行為等から守るため、ストーカー規制
法等の周知、啓発を行う。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
に相談窓口等を掲載し、情報提供と啓発に
努める。

210

 被害女性の心の負担を軽減するために、
女性カウンセラーによる「女性のための相
談」を案内するとともに、男女共同参画推
進だより「フレッシュ」にストーカー行為
等に係る内容や被害を受けた場合の対応を
掲載し、情報提供と啓発に努める。

243
人権・男女共同
参画推進課

64 54
性犯罪被害者の
支援の実施

性犯罪の被害に遭った際の相
談に対応するため、職員の知
識の習得等を図るとともに、
相談窓口等の情報提供を行い
ます。

 「女性被害110番」、女性相談所の活用や
被害に遭った際の性被害者相談窓口の情報
提供を行う。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
に相談窓口等を掲載し、情報提供と啓発に
努める。

0

 被害女性の心の負担を軽減するために、
女性カウンセラーによる「女性のための相
談」を案内するとともに、男女共同参画推
進だより「フレッシュ」に性犯罪被害等に
係る内容や被害を受けた場合の対応を掲載
し、情報提供と啓発に努める。

0
人権・男女共同
参画推進課

　近年の高度情報化社会では様々な情報が
氾濫しており、その中には少なからず青少
年の健全育成にとって悪影響を及ぼす情報
も含まれている。こうした環境から子ども
たちを守るために、大人である私達が何を
すべきなのか、あらためて考える機会とし
て講習会を実施している。
○ペアレンタルコントロール講習会
　実施日：8月4日（金）
　実施場所：保健センター3階大会議室
  対象者：小中学校の保護者、教諭、
　　　　　青少年相談員、青少年補導員
　参加人数：66人

　多くの方々に参加いただき、子ども達の
ネット事情を知っていただきながら、子ど
も達に利用させる際には使い方について子
ども達とよく話し合うこと、そしてフィル
タリングの重要性についてあらためて認識
していいただいている。

0

　大人が子ども達にすべきことは何かを、
講習会を通し啓発することとする。
○ペアレンタルコントロール講習会
　実施日：7月31日（火）
　実施場所：保健センター3階大会議室
  対象者：小中学校の保護者、教諭、
　　　　　青少年相談員、青少年補導員
　参加人数：64人 0

青少年課
人権・男女共同
参画推進課

・街頭補導の実施
  実施回数739回、延べ従事者数1,929人、
  （補導員184人、社会教育指導員1,745
人）
  補導少年数：男18人、女13人

・地域環境浄化活動の実施
 市内の電柱及び電話柱の違法ﾋﾞﾗの撤去を
実施している。
　実施回数：1回 16枚撤去
　参加者：青少年補導員　 8人
　　　　　青少年相談員　10人
　　　　　社会教育指導員 3人
　　　　　青少年課　　　 2人

　子どもたちのための安全・安心な環境づ
くりに向け、これまで以上に家庭、学校及
び関係機関と連携を図る必要がある。

0

・街頭補導の実施
  実施回数382回、延べ従事者数1,041人、
  （補導員84人、社会教育指導員957人）
  補導少年数：男5人、女5人

・地域環境浄化活動の実施
 市内の電柱及び電話柱の違法ﾋﾞﾗの実態を
調査し担当者へ報告する。

0
青少年センター
人権・男女共同
参画推進課

66 54
地域での防犯体
制の推進

自治会等と行政が適正な役割
分担のもと、連携を図り、自
主防犯パトロール隊を全市的
に広げ、市民の防犯意識の高
揚を図るとともに、防犯推進
員による「まめばん」での見
守りや青色回転灯搭載車両を
利用した防犯パトロールを実
施します。

　野田市防犯組合に設立された17の支部に
よる各種防犯活動が実施されるとともに自
治会を単位とする自主防犯組織による防犯
パトロールが継続的に実施された。
　また、防犯施設「まめばん」は毎日14時
から19時まで警察官ＯＢが365日駐在し
た。2台の青色回転灯搭載車両を使用した
パトロールは市内全小中学校を下校時刻に
合わせて年間244日実施した。安全安心
メールの防犯情報を配信した。

　市民個々の防犯意識の向上から防犯組合
の各支部及び自主防犯組織におけるパト
ロールが活発に実施されたが、29年の市内
の犯罪件数は1,253件と前年比27件増と
なった。

11,387

　防犯組合各支部、野田警察署と連携し各
地域の防犯活動を推進する。
　防犯推進員による「まめばん」での見守
りや防犯相談、青色回転灯搭載車両を利用
した防犯パトロールを実施する。
　安全安心メールを利用し、市内の犯罪発
生状況の周知を行う。 11,594 防災安全課

67 54
防犯灯の計画的
整備

夜間の女性の通行の安全を確
保するため、防犯灯の計画的
整備を図ります。

・新設及び寄附　 223灯
・撤去　　　　　　11灯
・累計　　　  20,588灯(うちLED10,448
灯)

　球切れの頻度が少ないＬＥＤ型防犯灯の
設置を積極的に行った。

101,605

　引き続きＬＥＤ型防犯灯の設置を推進し
ていく。

88,357 防災安全課

65 54
売買春等の防止
対策の広報、啓
発の推進

児童に対する性的暴力や児童
買春等を許さない社会づくり
に向けた広報、啓発を推進し
ます。
また、売買春は女性の性を商
品化するものであることか
ら、女性の人権を尊重する広
報、啓発を推進します。
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第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１
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69 56
審議会等におけ
る女性委員の登
用率の拡大

○女性の登用促進のための支
援（ロールモデルの普及促
進）

各種審議会等の委員につい
て、女性委員の割合を50％に
することを目指すとともに、
女性のいない審議会等の解消
を図り、定期的な把握、公表
を行います。

○29年4月1日現在
　女性の登用率：43.4％
　審議会等の数：45
　（うち女性委員が在籍する審議会等
43）
　公募により女性委員を登用した審議会等
の数：11
　24年4月から「審議会等への公募委員の
導入に関する基本方針」に基づき、委員の
公募を行う際に女性の登用率の拡大に努め
ているが、2つの審議会等で女性委員がい
ない状況となっている。
＊資料２【図４】参照

　女性委員の割合を50％にすることを目指
すとともに、女性のいない審議会等の解消
を図るため、関係各課と連携を強化し、女
性委員の登用促進に努めている。

0

　各種審議会等における女性の目標登用率
50％を目指し、引き続き審議会等における
女性の登用率の拡大を図るとともに女性委
員のいない審議会等の解消に努める。
○30年4月1日現在
　女性の登用率：43.7％
　審議会等の数：44
　（うち女性委員が在籍する審議会等
42）

0
人権・男女共同
参画推進課
各課

70 56
市女性職員の人
材育成

○女性の登用促進のための支
援（ロールモデルの普及促
進）

市女性職員の積極的な育成と
能力の活用を図るため、職員
研修の充実と能力開発のため
の参加機会の拡大を図りま
す。

○女性職員研修（キャリアアップ）
　実施日：5月26日（金）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：15人

　さらなる人材育成のため、研修の充実を
図る必要があり、既存の研修を実施すると
ともに、若手職員のキャリアアップ意識の
向上を目的とした研修を実施する必要があ
る。 141

○女性職員研修（女性指導者研修）
　実施日：11月実施予定
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　

141 人事課

71 57
市女性職員の登
用及び能力活用

○女性の登用促進のための支
援（ロールモデルの普及促
進）
○職場の風土改革に効果的な
人事評価制度の検討

市女性職員の管理監督職への
登用を積極的に進めるととも
に、幅広い分野のポストに積
極的に配置し、能力の活用を
図ります。

○女性消防士の採用について、ホームペー
ジ等で広報した結果、29年4月採用者が2人

○29年4月1日現在の管理監督職の女性職員
の状況
　課長補佐相当職以上総数163人。
　うち女性課長相当職2人、女性課長補佐
　相当職12人

　管理職に登用した女性職員が定年前に多
くが退職したため、現在、女性の管理職登
用が少ない。女性活躍推進法による行動計
画に基づき、女性職員の採用、女性の管理
的地位にある職員及び役職者の拡大を進め
る。 0

○30年4月1日現在の管理監督職の女性職員
の状況
　課長補佐相当職以上総数163人
　うち女性課長相当職1人、課長補佐相当
職15人

0
人事課
人権・男女共同
参画推進課

　昨今はインターネットが加速的に普及
し、端末もスマートフォン、タブレット等
に移行してきたことで幼児から高齢者まで
多くの人々がこれを利用するようになっ
た。そんな中、青少年の健全育成にとって
悪影響を及ぼす情報は益々氾濫し、子ども
達自身も、人を傷つけ陥れるような情報を
発信し、あるいはそれがきっかけとなって
いじめ、自殺、傷害等に繋がるといった事
件を数多く引き起こしている。こうした環
境から子どもたちを守るには、インター
ネットの危険性について多くの大人が理解
し、こうした情報が子ども達に及ばぬよう
阻止する対策、子ども達が危ない情報等を
発信しないような教育を講じていかなけれ
ばならない。そうした思いから毎年ペアレ
ンタルコントロール講習会を実施し、子ど
も達が安心して過ごすためにはどうしてい
くべきか考える機会をＰＴＡの方々並びに
先生方、そして一般の方々にも周知しなが
ら開催している。
〇ペアレンタルコントロール講習会
　実施日：8月4日（金）
　実施場所：保健センター3階大会議室
  対象者：小中学校の保護者、教諭、
　　　　　青少年相談員、青少年補導員
　参加人数：66人

　より多くの方々に参加いただき、子ども
達が日頃利用しているしインターネットの
危険性について認識を深めていただくと共
に、子ども達との関わり方について根本か
ら考えていただくという点では一定の効果
は上がっていると考える。しかし、本当に
講習会に出席してもらいたい保護者の方々
が出席してくれているのかという点で疑問
が残る。各学校、ＰＴＡに働きかけより一
層効果のある講習にする必要がある。

0

　大人が子ども達にインターネットを使う
上で守るべきルールを教えていかなければ
ならないということを、講習会をとおし啓
発していく。
○ペアレンタルコントロール講習会
　実施日：7月31日（火）
　実施場所：保健センター3階大会議室
  対象者：小中学校の保護者、教諭、
　　　　　青少年相談員、青少年補導員
　参加人数：64人

0

青少年課
指導課
人権・男女共同
参画推進課

68 54

コミュニティサ
イトに起因する
人権侵害等の予
防、啓発の推進
(基本目標Ⅰ ３
再掲)

インターネット利用に起因す
る人権侵害や性犯罪等の予
防、啓発に向けて、人権に関
する知識を習得し、理解を深
めるため、学校等における講
演会等を開催します。

－18－
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72 57
企業、団体等へ
の広報、啓発の
充実

○企業における女性の活躍状
況の「見える化」の促進等
（顕彰、好事例の発信等）
○中小企業における女性活躍
推進に向けた取組の促進（情
報提供、財政的支援等）
○女性の登用促進のための支
援（ロールモデルの普及促
進）
○女性の職業生活における活
躍の推進に向けた啓発活動
○男性の意識と職場風土の改
革（男性ロールモデルの提示
や好事例の普及等）
○職業生活と家庭生活の両立
支援に向けた企業の取組促進
（育児休業取得者支援等）
○柔軟な働き方の推進（テレ
ワーク導入支援等）

企業、団体等の方針決定過程
への女性の参画を促進するた
め、各種講演会や講座等の充
実及び出前セミナーの実施
等、広報・啓発活動の充実を
図ります。

　国・県等から提供される「女性活躍推
進」に関する情報を市内企業等に配布する
などの啓発を行った。

　企業、団体等の方針決定過程への女性の
参画を促進するため、事業主に対して「女
性活躍推進」に関するリーフレットやチラ
シの提供し啓発を行ったが、積極的な啓発
機会の実施が必要である。

0

　柏人権擁護委員協議会野田部会及び市
が、野田地区雇用対策協議会共催で、「女
性が、家庭・地域・社会でワタシらしく生
きるために」をテーマに講演会を実施し、
「女性活躍推進」の一環として「ワーク・
ライフ・バランス」について啓発を行っ
た。
○人権擁護委員の日記念講演会
　演題：女性も男性も暮らしやすい社会
を目指して
　実施日：6月2日（土）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：42人

0
商工観光課
人権・男女共同
参画推進課

73 58
地域、市民団体
等への広報、啓
発の充実

各種講演会や講座等の充実及
び出前セミナーの実施等によ
り、女性リーダーを育成し、
その能力と意思により、地
域・市民団体等の方針決定過
程への参画を促進します。

（人権・男女共同参画推進課）
　東葛地域男女共同参画推進員講演会等他
の機関が実施する事業の周知を行うと共
に、県の広報を活用し、市が主催する事業
について周知を図った。
（公民館）
　女性団体に対する育成事業は実施してい
るが、女性リーダー育成を趣旨とした事業
は実施していない。

　「人権」をテーマとした講演会等におい
て「男女共同参画」に係る内容を盛り込
み、幅広く啓発が図れるよう努めた。

0

（人権・男女共同参画推進課）
　東葛地域男女共同参画推進員講演会等他
の機関が実施する事業の周知を行うと共
に、県の広報を活用し、市が主催する事業
について周知を図っている。

0
公民館
人権・男女共同
参画推進課

74 58

女性商工業者
（自営業）等へ
の経営参画の促
進等

○起業・創業支援

女性の経営的地位向上及び経
営参画促進のため、各種講演
会や講座等を充実するなど、
広報・啓発活動の充実を図り
ます。

　講演会、講座等の開催情報を野田市無料
職業紹介所、野田地域職業訓練センターや
商工観光課窓口で提供した。

　女性商工業者等への経営参画を促進する
ため、事業主に対して講演会、講座等の周
知を図った。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。 0

○講演会、講座等の開催情報を野田市無料
職業紹介所、野田地域職業訓練センターや
商工観光課窓口で提供する。

0 商工観光課

75 58
農家における家
族経営協定の普
及促進

○女性の参画が少ない分野で
の就業支援

家族経営内において、家族一
人ひとりの役割を明確にし、
女性農業者の経営参画と後継
者育成を図るため、「家族経
営協定」の締結を促進しま
す。

締結件数　0件 　29年度の締結実績はなかったが、25年度
以降、毎年1件程度締結されている状況で
す。
　今後、認定農業者数増加のための取り組
みの1つとして、併せて周知していきた
い。

0

　農業事務所等と連携し、より一層の周
知・理解を深め、女性の経営参画を活発に
していく。

0 農政課

76 59
男女の性別に配
慮した｢地域防災
計画｣の見直し

男女のニーズの違い等を把握
し、男女双方の視点に十分配
慮した防災体制づくりを推進
するため、必要に応じて地域
防災計画の見直しを行いま
す。

　29年度は災害時の医療救護活動の見直し
に伴う変更や、家具等の転倒防止について
の支援制度の追加、風水害の防災体制の配
備基準の変更、水防法に定める浸水区域内
の要配慮者施設等の一覧表の追加などを
行った。

　左記の通り地域防災計画の見直しを行っ
たが、男女の性別に配慮した内容の変更は
平成２５年度の見直し時に実施済みであ
る。 0

　市の警戒配備体制の修正、医療救護活動
に関する修正を行ったが、男女の性別に配
慮した内容の変更は25年度に行ったため当
年度では実施していない。 0 防災安全課

77 59
防災会議等にお
ける女性委員の
参画促進

○女性の登用促進のための支
援（ロールモデルの普及促
進）

防災会議、国民保護協議会に
おける女性委員の参画を促進
し、女性ならではの被災状況
や支援策の把握を図ります。

・防災会議委員33名中、女性委員12名
　（女性登用率36.4％）
＊資料２【図４】参照
・国民保護協議会委員30名中、女性委員8
名
　（女性登用率26.6%）

　委員の委嘱・任命を行う際、各団体等に
対し女性委員の推薦を促した。

72

　引き続き、委員の委嘱や任命の際、各団
体に対し女性委員の推薦を促していく。

429 防災安全課
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実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

・消防団員数　696名
　うち女性消防団員数　11名
　（30年3月1日現在）
＊資料２【図４】参照

　女性消防団員については、平成19年度よ
り任命し、応急手当指導員講習の実施、普
通救命講習会や各種消防団諸行事の参加及
び啓発活動を行っている。
　29年4月に女性消防団員1名が入団し、11
名となりました。

0

　女性消防団員の加入促進を図るため、市
ホームページに団員募集の記事を掲載する
とともに、市内公共施設に団員募集のポス
ターを掲示する。
　更に、女性が多く参加する普通救命講習
会や消防救急フェア2018等で女性消防団員
募集のパンフレット等を配布し、積極的な
加入促進を実施する。

0 消防総務課

　自治会・自主防災組織の集会や防災活動
に出向き、女性が参画する防災体制や活動
について推進した。

　新たに防災組織11団体が設立され、217
組織、組織率50.2％となった。
自治会・自主防災組織が主催する集会・訓
練等において防災講話等を6団体に対し実
施。

17,374

　新たに自主防災組織を設立する自治会や
防災活動を実施する自主防災組織に、女性
が参画する防災上の意義や防災活動につい
て、防災講話等を実施し推進していく。 11,869 防災安全課

79 61
労働者の権利の
周知、啓発の推
進

○非正規雇用における雇用環
境等の整備（正社員への転換
支援等）
○女性の職業生活における情
報の収集・整理・提供
○女性の職業生活における活
躍の推進に向けた啓発活動
○長時間労働の是正・休暇の
取得促進

職場において男女の均等な雇
用機会と待遇が確保されるよ
う、「男女雇用機会均等法」
や「育児休業・介護休業法」
等関係法令の周知、啓発を図
ります。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供した。

　労働者の権利の啓発のため、事業主に対
して「男女雇用機会均等法」や「育児休
業・介護休業法」等の周知、啓発を図っ
た。。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供する。

0 商工観光課

80 61
労働関係資料の
収集及び提供

○女性の職業生活における情
報の収集・整理・提供
○女性の職業生活における活
躍の推進に向けた啓発活動

各種労働関係資料を積極的に
収集し、広く市民に提供しま
す。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供した。

　就労支援として、市民に対して各種労働
関係資料の周知、啓発を図った。。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。 0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供する。

0
商工観光課
人権・男女共同
参画推進課

81 62
企業における育
児休業制度等の
充実促進

○男性の意識と職場風土の改
革（男性ロールモデルの提示
や好事例の普及等）
○長時間労働の是正・休暇の
取得促進
○職業生活と家庭生活の両立
支援に向けた企業の取組促進
（育児休業取得者支援等）

未だに職場内に残っている男
性優位の考え方や、固定的性
別役割分担意識に基づく不平
等や不均衡の問題に対する見
直しと、育児休業・介護休業
制度等の充実を図るための啓
発に取り組み、職場の意識や
職場風土の改革を促進しま
す。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供した。

　企業における職場環境の整備促進のた
め、事業主に対して育児休業・介護休業制
度等の周知、啓発を図った。。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供する。

0 商工観光課

82 62

「ワーク･ライ
フ･バランス」に
ついての広報、
啓発の推進

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備
○柔軟な働き方の推進（テレ
ワーク導入支援等）

あらゆる年代を対象として、
育児休業・介護休業制度等の
周知や女性のキャリアアップ
の推進及び地域社会の大切さ
等に関する各種講演会や講座
等を開催し、広報、啓発を推
進します。

　国・県等から提供される「ワーク・ライ
フ・バランス」に関する情報を市内企業等
に配布するなどの啓発を行った。

　企業、団体等の方針決定過程への女性の
参画を促進するため、事業主に対して
「ワークら・ライフ・バランス」に関する
リーフレットやチラシの提供し啓発を行っ
たが、積極的な啓発機会の実施が必要であ
る。

0

　柏人権擁護委員協議会野田部会及び市
が、野田地区雇用対策協議会共催で、「女
性が、家庭・地域・社会でワタシらしく生
きるために」をテーマに講演会を実施し、
「女性活躍推進」の一環として「ワーク・
ライフ・バランス」について啓発を行っ
た。
○人権擁護委員の日記念講演会
　演題：女性も男性も暮らしやすい社会
　　　　を目指して
　実施日：6月2日（土）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：42人

0
商工観光課
人権・男女共同
参画推進課

78 59
地域の自主防災
活動への女性の
参画促進等

消防団員、自主防災組織等地
域の自主防災活動への女性の
参画を促進するなど、地域住
民が男女を問わず防災対策に
取り組むとともに、活動しや
すい環境の確保を図ります。

－20－
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83 62

「野田市特定事
業主行動計画」
に基づく職場環
境の整備

○企業における女性の活躍状
況の「見える化」の促進等
（顕彰、好事例の発信等）

平成37年3月まで延長された
「次世代育成支援対策推進
法」に基づく「野田市特定事
業主行動計画」の周知を図
り、育児休業や各種休暇制度
の利用を促進するなど、市職
員が率先して「ワーク・ライ
フ・バランス」の実現に向け
た取組を推進します。

　従来の次世代育成支援対策推進法に基づ
く子育て支援の行動計画に、女性活躍推進
法に基づく女性が十分に能力が発揮できる
環境整備の推進を盛り込み、従来の「子育
てに関する行動計画」を「野田市職員の子
育て及び女性活躍に関する行動計画」に改
訂し、28年4月から各種施策を実施。
　育児及び看護をしている職員の職場環境
の向上のため、28年度から遅出勤務の導入
を開始し、28年度は2人が制度を利用した
が、29年度は利用者はなかった。
　新規採用職員研修、係長級職員研修にお
いて「男女共同参画を目指した職場づく
り」において、「ワーク・ライフ・バラン
ス」の実現に向けた取組についてのカリ
キュラムを設けるとともに、仕事と子育て
両立するための研修を実施。
【子育て・介護と仕事を両立する研修】
  実施日：11月9日（木）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：27人

　遅出勤務制度の更なる周知を図る必要が
ある。
　「仕事と子育ての両立研修」は、同じ境
遇の職員間の交流、両立するためのスキル
を学ぶ場として受講生から好評を得てい
る。
　職員がワーク・ライフ・バランスの実現
に向け、より一層の理解と実践を促す必要
がある。

117

　職員研修では、昨年度に引き続き29年度
も新規採用職員研修、係長級職員研修等職
員研修の「男女共同参画を目指した職場づ
くり」において、「ワーク・ライフ・バラ
ンス」の実現に向けた取組についてのカリ
キュラムを設けるとともに、育児休業から
復帰した職員や介護を行っている職員に対
し「仕事と子育ての両立」を支援する研修
を実施。
・テーマ：「ワーク・ライフバランス研
修」
・実施日：11月予定
　ワーク・ライフ・バランスの推進に向
け、時間外勤務の縮減に努めるとともに、
遅出勤務制度の周知を行う。

120 人事課

85 62

市の公共工事等
の入札における
インセンティブ
強化

○女性の職業生活における活
躍の推進に積極的に取り組む
企業の認定（評価とインセン
ティブの付与等）
○公共調達を通じた女性の活
躍推進（女性の活躍に取り組
む企業の受注機会の増大等）

市の入札において、総合評価
方式における発注者別評価点
の見直しを行い、女性の雇用
に取り組む企業のインセン
ティブ強化を図ります。

　総合評価方式における発注者別評価点に
ついて、29年2月1日以降の入札公告から
「高年齢者又は女性の雇用」の項目を「高
年齢者の雇用」と「女性の雇用」に分けた
ことから、引き続き、「女性の雇用」の項
目を設け、女性の雇用がある場合に1点を
加算し評価した。

　女性の雇用について、明確に判断できる
ようになった。

0

　総合評価方式における発注者別評価点に
ついて、引き続き「女性の雇用」の項目を
設け、女性の雇用がある場合に1点を加算
し評価する。

0 管財課

○新規採用職員研修「人権問題の取組・男
女共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：4月5日（水）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：18人
○7月1日付新規採用職員研修「人権問題の
取組・男女共同参画を目指した職場づく
り」
　実施日：7月3日（月）
　実施場所：市役所7階701会議室
　参加人数：3人
○係長級職員研修「人権問題の取組・男女
共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：5月11日（木）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：22人
○消防職員研修「人権問題・男女共同参画
を目指した職場づくり」
　実施日:6月23日（金）、7月7日（金）、
7月21日（金）
　実施場所：関宿分署2階会議室
　参加人数：164人

　階層別の研修により、職責ごとの説明内
容の研修ができたため、男女共同参画への
理解の浸透が図られた。さらに全職員への
意識の深化に努めるため継続的に実施する
必要がある。

0

○新規採用職員研修「人権問題の取組・男
女共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：4月4日（水）
　実施場所：市役所5階511・512会議室
　参加人数：36人

○係長級職員研修「人権問題の取組・男女
共同参画を目指した職場づくり」
　実施日：7月18日（水）
　実施場所：市役所2階中会議室1・2
　参加人数：24人

　

0
人事課
人権・男女共同
参画推進課

84 62
市職員研修の充
実(基本目標Ⅰ
35 再掲)

階層別の職員研修に男女共同
参画問題を取り入れ、職員の
より一層の意識の深化を図り
ます。
また、女性職員の積極的な育
成と能力の活用を図るため、
職員研修の充実と能力開発の
ための参加機会の拡大を図り
ます。
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号
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86 64
産休・育休明け
保育の円滑な利
用の確保

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

育児休業制度の普及を踏ま
え、今後見込まれる産休明け
保育の利用ニーズに留意しつ
つ、子ども・子育て支援新制
度における基本指針を踏ま
え、事業の充実を検討しま
す。

・利用実績
　乳児保育所　　　　　　　　　1人
　聖華保育園　　　　　　　　　0人
　コビープリスクールのだ保育園0人
　コビープリスクール
　　　　　　せきやど保育園　　0人
　アスク七光台保育園　　　　　0人
  アスク川間保育園　　　　　　0人
　コビープリスクール
　　　　　　さくらのさと保育園0人
　すくすく保育園（分園含む）　1人
　アスク古布内保育園　　  　　1人
　コビープリスクール
　　　　　　あたご保育園　  　0人
　聖華未来のこども園
　　　　　（認定こども園）　　0人
　ひばり保育園（事業所内）　　0人

　公立1か所、民間保育所10園、認定こど
も園1か所、事業所内保育所1か所で産休明
け保育を実施しており、施設数は拡充され
ているが、育児休業制度の普及により、利
用者が少ない。
　また、利用者が少ないことから、、産休
明け保育の実施の必要性があるかを含め検
討する必要がある。

0

　引き続き産休・育休明け保育所利用申請
者については、利用調整にあたり優先的に
配慮することを継続する。
　育児休業制度の普及により、利用実績が
少ないことから、今後、産休明け保育の実
施及び実施施設の必要性について検証し、
事業の充実を検討していく。

0 保育課

87 64 延長保育の充実
○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

就労形態の多様化等に対応す
るため、全公立保育所におい
て、午前7時から午後7時まで
の延長保育を行うとともに、
指定管理者を導入した公立保
育所及び民間保育所におい
て、午後8時以降の延長保育
を行います。

　子ども・子育て支援新制度施行により、
保育標準時間の原則的保育時間は、午前7
時から午後6時までとなり、午後6時を超え
た時間を延長保育としている。
・延べ利用児童数

【公立】　　(月極利用) 　(日割利用)
午後7時まで    2,136人       9,707人
午後8時まで  　　174人       3,147人
午後9時まで    　  0人         78人
午後10時まで　  　 0人 　  　    2人
　　　　計   　2,310人      12,934人

【私立】　　(月極利用)
午後7時まで   1,434人
午後8時まで     420人
　　　　 　計 1,854人

　全保育所に加え、4月に開園した聖華未
来のこども園でも延長保育を実施した。
　遅い時間帯までの延長拡大については、
実績が少ない現状もあり、今後の利用状況
等を見極めながら検討する必要がある。

11,060

　全保育所で延長保育を実施する。
　民間活力を導入したことで、延長保育事
業の拡充が図られているが、延長時間の拡
大等については、これまでの実績を踏ま
え、今後の利用ニーズを検討する。

19,850 保育課

88 64 休日保育の充実
○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

休日出勤やその他の理由によ
り保育できない場合等に対応
するため、指定管理者を導入
した公立保育所1カ所及び民
間保育所1カ所で休日保育を
行います。

・休日保育利用人数
　コビープリスクールあたご保育園
　　　　　　　 申込実人数　　  30人
　　　　　   　延べ利用者数   384人
　
　尾崎保育所　 申込実人数　　  12人
　　　　　　　 延べ利用者数   207人

　休日保育の事業拡大については、実績と
今後の利用ニーズを踏まえ、利用状況等を
見極める必要がある。

0

引き続き、尾崎保育所及びコビープリス
クールあたご保育園で休日保育を実施し、
ニーズの把握に努める。

0 保育課

89 64
病児・病後児保
育の充実

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

病気又は病気回復期の児童が
集団保育できない状態等に対
応するため、小張総合病院内
に開設している「ひばりルー
ム」に委託し、保育を行いま
す。

・病児・病後児保育
小張総合病院「ひばりルーム」
　利用実績　354人（延べ人数）

　開設日数293日に対して、利用した人数
が354人となっており、一日平均利用人数
が1.21人となっている。実際の利用人数に
は偏りがみられるものの、定員4人に対し
て余裕がある日もあることから、引き続き
利用に関する周知を図る必要がある。但
し、感染症により、利用を断った事例もあ
るので感染症対策への検討及び利用の制限
等について検討する必要がある。

5,981

　利用者の利便性の向上を配慮すると共
に、感染症における対応の検討、利用の制
限等について理解を得るため周知を図る。

5,981 保育課
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90 64
保育所の施設整
備の推進

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

子ども・子育て支援新制度に
基づく次期エンゼルプランに
おける事業目標量及び待機児
童の推移を踏まえ、民間活力
の導入を基本とした最適な方
策により整備を図ります。

・29年4月「聖華未来のこども園」の開
園。
・(3月1日現在)
定員(22か所)　　　　 2,275人
入所実績　　　　　　 2,292人
（内訳）
　公設公営(3か所)　　　374人
　公設民営(7か所)　　　895人
　私　　立(10か所)　　 852人
　認定こども園（1か所）157人
　事業所内(1か所)　　　 14人

　待機児童と入所保留者の状況を踏まえつ
つ、小規模保育事業所整備の検討及び幼稚
園の預かり保育活用の検討が必要がある。

0

　待機児童・保留者解消野田計画による待
機児童及び入所保留者ゼロに向けて、必要
に応じて保育所、小規模保育所等の整備を
検討する。
　31年度「kaneda野田こども園（定員132
人）」の開園に向けた施設整備

194,069 保育課

91 64
訪問型一時保育
の実施

子ども・子育て支援新制度の
地域子ども子育て支援事業に
位置付けられる一時預かり事
業の基準への合致を念頭に置
きつつ、引き続き、ＮＰＯ法
人への委託により、保護者が
病気等の場合に一時的に児童
の居宅に保育士を派遣し、保
育を行います。

自宅で保育している保護者が、病気や冠
婚葬祭等で一時的に児童の保育ができない
場合に、生後57日目から小学4年生までの
健康な児童を対象として、自宅に保育士等
を派遣して児童を保育する（ＮＰＯ法人に
委託して実施している）。

・利用児童数延べ　14人
　（延利用時間 42時間34分）
・利用世帯数：5世帯

専業主婦や育児休暇中の方が利用する事
業のため、利用者は少ない傾向にある。27
年度から乳児の3ヶ月健診時に、チラシを
配布して周知を図っている。

類似する事業があり、費用対効果やサー
ビスの内容を踏まえ見直しを行い29年度で
終了することとした。

333

　利用実績が少ないことや、類似事業であ
る育児支援家庭訪問事業の拡充やファミ
リーサポートセンター事業の利便性の向上
を図ったことで、サービスの維持が図れる
ことから29年度で終了。

0 児童家庭課

92 65 一時保育の実施

子ども・子育て支援新制度の
地域子ども子育て支援事業に
位置付けられる一時預かり事
業の基準を踏まえつつ、引き
続き、保護者が病気等の場合
に一時的に児童の預かり保育
を行います。

○29年度の利用状況（延べ人数）
　聖華保育園　　　　　　 1,050人
　コビープリスクール
　　せきやど保育園　 　　　178人
　コビープリスクール
　　さくらのさと保育園　　 405人
　アスク七光台保育園　 　　100人
　聖華未来のこども園
　（幼稚園型）　　 　　　　380人
　　　　　　　　　計　　 2,113人

　既に実施している民間保育園4園に新た
に新設された「聖華未来のこども園」の1
園を加えて、引き続き実施した。
　年間の利用状況は平成26年度をピークに
減少傾向にあることから、必要量は充足し
ているものと思われる。
　今後は子育てサロン等、他の地域子育て
拠点事業も含めた、一時預かり事業の適切
な実施と内容の充実を図る必要がある。

8,783

　現状では一時預かり事業の必要量が充足
していることから、今後は利用状況を見極
めつつ、民間活力を導入する際に改めて実
施の有無を検討する。

10,969 保育課

93 65 駅前保育の整備
○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

駅前等の利便性の高い場所で
保育サービスを提供すること
について、需要バランスに配
慮しつつ、民間保育所の動向
を注視しつつ、整備の必要性
について検討します。

　駅前等の利便性の高い場所にて保育サー
ビスを提供する駅前保育施設の整備を検
討。

　保護者の通勤形態等を検証し、駅前保育
所の利用ニーズ等を見極める必要がある。

0

　駅前保育所の必要性を改めて検証する。

0 保育課

94 65
学童保育所の受
入れ体制の整備

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

子ども・子育て支援新制度に
基づく、学童保育所の新たな
基準への対応を図るとともに
学校区単位で過密化した学童
保育所について、過密化の解
消を図るため、新設の学童保
育所を検討します。
また、行政大綱の方針に則り
市直営の学童保育所の社会福
祉協議会への委託を進めま
す。

　学童保育所の過密化を解消するために、
現在、全体で34箇所の学童保育所を運営し
ている。
【学童保育所全体数】34箇所
（内訳）
　公設・公営　14箇所
　公設・民営　18箇所
　民設・民営　 2箇所
（入所児童延べ人数）
　公設・公営 　4,211人
　公設・民営　12,949人
　民設・民営　   386人

宮崎第三学童保育所新設工事（30年1月開
設）。

　学童保育所の設備基準としては、「野田
市放課後児童健全育成事業の設備及び運営
に関する基準を定める条例」において「遊
び及び生活の場としての機能並びに静養す
るための機能を備えた区画（専用区画）の
面積は、児童1人につきおおむね1.65㎡以
上」とされている。この基準を超えて、3
月時点で過密化している箇所数は、小学校
区単位で1箇所となっている。
　野田市エンゼルプラン第4期計画に沿
い、小学校区単位で常習的に過密化する場
合、第2学童保育所増設を実施していく。

166,480

　小学校区単位での過密化を解消するた
め、岩木小学校区について岩木第二学童保
育所の増設工事を実施する。
〔9月末実績〕
（入所児童延べ人数）
　公設・公営　2,842人
　公設・民営　8,256人
　民設・民営　　224人

14,079 児童家庭課
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95 65

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業の利用
拡大

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

育児支援を受けたい人と行い
たい人が会員登録した組織に
より、保育所までの送迎や保
育所閉所後の一時的な預かり
等を、社会福祉協議会に運営
業務を委託して実施するとと
もに、多様なニーズに対応す
るため、提供会員の拡充を図
ります。

　社会福祉協議会に委託し事業を実施。
23年度から利用料助成対象にひとり親家

庭を追加し利用者の経済的負担の軽減を
図っている。
○会員数及び利用件数
〔29年度実績〕
・利用会員　505人
・提供会員　117人
・両方会員　 39人　計　661人
・延利用者件数　3,842件
○主な利用内容
　保育所・学童の送迎、及び帰宅後の支援

　会員数は、年々増えている。
利用件数については、前年度から減少し

ています。学童や保育所の送迎の利用が多
いですが、年度により利用会員の利用頻度
により増減します。

特に利用会員が増える傾向にあることか
ら、提供会員の確保に努める。

引き続き情報誌「ぽんぽこ通信」を発行
することにより、広く事業を周知してい
く。

利用会員の児童年齢を小学6年生までに
拡大することで、会員増と市民サービスの
向上を図った。

8,331

　社会福祉協議会に委託し、事業を実施し
ている。
○会員数及び利用件数
〔30年度実績（9月末）〕
　利用会員　508人
　提供会員　119人
　両方会員　40人　　会員計　667人
　延利用件数：1,859件 8,230 児童家庭課

96 66
子育てサロンの
整備推進

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

民間活力を活用した多様で柔
軟な子育て支援を推進するた
め、ＮＰＯ団体が運営する
「子育てサロン」事業を支援
して、子育て世代の交流や相
談、一時預かり等を実施しま
す。子ども・子育て支援新制
度に位置付けられる地域子育
て拠点事業として、実施事業
の共通化を図ります。

子育てサロンを開設し、一時預かりや育
児相談を実施し、地域ぐるみで子育て支援
を行っているＮＰＯ法人に対し、その運営
に必要な経費の一部を補助し、子育て支援
の充実を図っている。
○利用者数（延べ）
　ゆう＆みい　　　　　7,244人
　ゆっくっく　　　　  9,658人
　野田市どろんこの会　3,522人

利用者数は、例年大きく変動することも
なく地域に根づいた活動が出来ていると考
えられる。

ＮＰＯ法人の3団体に事業の一部補助と
して補助金を支給しているところである
が、子ども子育て支援法の中の13事業に位
置付けられたことや、野田市エンゼルプラ
ン第4期計画に沿い交流・相談・情報提
供・講座関係の4事業の共通化を継続実施
した。

また、「野田市地域子育て拠点整備事業
費補助金交付規則」を廃止し、次年度より
委託事業として実施することとする。

7,830

　地域の子育て支援拠点として引き続き多
様なサービスを提供する。
　ＮＰＯ法人に運営費の一部を補助してい
たが、サロン開設日等を拡充するなど、市
内の同様施設の統一を図り、利用者のサー
ビス向上を図るため平成30年度より委託事
業として実施する。
　地域子育て支援拠点における事業（交
流・相談・情報提供・講座関係の4事業）
の共通化を継続する。
　
○利用者数
（9月末実績）
　ゆう＆みい　  3,380人
　ゆっくっく  　1,948人
　どろんこの会　  639人

10,407 児童家庭課

97 66
つどいの広場事
業の充実

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

関宿地域の子育て支援拠点と
して、乳幼児を持つ保護者同
士が気軽に交流を図り、講座
の開催や保護者からの相談に
アドバイザーが助言するな
ど、子育てへの不安感を取り
除く場として、ＮＰＯ団体へ
の委託により実施します。子
ども・子育て支援新制度に位
置付けられる地域子育て拠点
事業として、実施事業の共通
化を図ります。

地域の子育て機能の充実を図るため、保
護者が交流する場や育児相談を行う場を設
け、子育てへの負担感の緩和に努めてい
る。ＮＰＯ法人に運営を委託し、実施して
いる。
　いちいのホール3階で実施。
○利用者数（延べ）
　大人　　　2,202人
　乳幼児　　2,963人
　　計　　　5,165人

　関宿地区の保護者の交流の場として設置
された事業であり、今後も交流の内容や相
談について、より利用し易いよう工夫を加
えて実施していく。
　この事業は、子ども子育て支援法の中の
13事業に位置付けられた「地域子育て支援
拠点事業」に該当することから、事業の共
通化に必要な「サークル活動（親子交流事
業）」を継続実施した。 3,305

　地域の子育て機能の充実を図るため、保
護者が交流する場や育児相談を行う場を設
け、子育てへの負担感の緩和に努めてい
る。ＮＰＯ法人に運営を委託し、実施して
いる。
　事業の共通化のため、野田市エンゼルプ
ラン第4期計画に沿い交流・相談・情報提
供・講座関係の4事業の共通化を継続実施
する。

○利用者数
（9月末実績）
　大　人　1,690人
　乳幼児　1,886人
  　計　　3,576人

3,469 児童家庭課

　子ども・子育て支援新制度において、地
域子育て支援事業は13事業の1事業に位置
づけられていることから、子育て支援セン
ターと子育て支援拠点事業施設と連携を図
り、子育て世代の交流、相談、サークル等
の内容の共通化を図った。

0

　開設2年目になる聖華未来のこども園の
子育て支援センター（コアラルーム）につ
いて、既存の子育て支援センター、子育て
支援拠点事業施設と連携し、事業内容の共
通化を図る。

0 保育課98 66
地域子育て支援
センターの充実

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

地域での子育て相談や親子間
の交流等の情報交換ができる
ことで、子育てに対する不安
等の解消ができるよう、一層
の充実を図ります。子ども・
子育て支援新制度に位置付け
られる地域子育て拠点事業と
して、実施事業の共通化を図
ります。

　聖華未来のこども園の子育て支援セン
ター（コアラルーム）が4月に開設。
・サークル参加人数（延べ人数）
　子育て支援センター　 　1,436人
　　(東部保育所)
　さくらんぼルーム　　　   438人
　　(聖華保育園内)
　ぽかぽかひろば　　　　   580人
　　(アスク七光台保育園内)
　コアラルーム　　　　　　 215人
　 （聖華未来のこども園内）
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　相談件数では継続者の再相談が増加して
いる。これは心の病を持たれた方の長期的
な支援が必要であること。また、様々な社
会的排除リスクに直面していることから、
他機関との協議が増加していることによ
る。
　近年65歳以上の無年金者の生活費での相
談が増加傾向であり、今後その対応が課題
である。 19,986

0

○相談支援
　野田市パーソナルサポートセンターにて
実施している生活困窮者自立相談支援事
業。
経済的困窮者の就労相談の他、住宅喪失、
多重債務、心の健康の問題、ＤＶ被害等、
様々な社会的排除リスクに直面している方
を対象に、自立生活実現のため解決すべき
問題に対して、寄り添い型の支援を計画的
かつ集中的、継続的に実施する。

○住居確保給付
　離職により、住宅を喪失している、もし
くはそのおそれのある生活困窮者に対し、
有期（基本3ヶ月）で家賃相当額の住居確
保給付金を支給することで生活の土台を整
え、併せてパーソナルサポートセンター支
援員による就職支援を積極的に実施するこ
とで早期の就労による自立を目指す。

23,088

270

生活支援課
（パーソナルサ
ポートセン
ター）

100 67
相談・支援体制
の整備、充実

生活困窮者の自立を支援する
ため、就職等の相談を含め自
立に向けた相談支援事業の窓
口の整備、充実を図るととも
に、住居確保給付金の支給等
の支援を行います。

〇相談実績
　新規相談者数　206件
　継続相談者数　964件
　相談者性別（男性）：121件
　相談者性別（女性）： 85件
　相談対応数
　　電話： 620件
　　面接： 934件
　　訪問・同行：253件
　　他機関との協議：1,273件
　　支援調整会議　12回（108件）
　　就労者数：54件
　　評価（終結）：84件
　　相談内容上位
　　　生活費：138件
　　　フードバンク利用数：166件

○住居確保給付金
　実績額　　0円
　（内訳）
　　2か月支給　0人
　　3か月支給　0人
　　　　 計　　0人

　妊娠から18歳までの子育てに関する相談
にワンストップで対応する拠点として保健
師、臨床（発達）心理士、子育て支援総合
コーディネーター等を配置し、継続的な支
援が必要な人にはケアプランを作成し、関
係機関と共に支援した。

・妊婦面談　814件
・妊婦用ケアプラン作成  220件
・転入妊婦面談　71件
（転入）妊婦用ケアプラン作成　21件

・電話相談　1,210件
・来所相談　　415件
・出張相談　　　3件
・訪問相談　 　43件
＊資料２【図３】参照

・子ども用ケアプラン作成　111件

・療育支援会議により発行された意見書
　による療育支援　55件

　未入籍、若年妊婦、外国人、精神疾患を
抱える妊婦等ハイリスクなケースについて
プランを作成し保健センター母子保健係や
関係課と連携し支援している。
　発達に課題のある児童の相談等について
もプランを作成し、必要に応じて療育支援
会議の議題にするなど関係課と共に支援し
ている。
　また、平日来室できない方のために、28
年10月から、毎月第2日曜日に妊娠届出受
付と母子手帳交付を開始したところ、44件
の届出があった。
　今後は、庁内関係課とタイムリーにケー
スの情報共有できる体制づくりと、庁外関
係機関との連携を強化していくことが必要
である。

13,780

　妊産婦や子育てをする方の不安感や孤立
感の解消を図るとともに、児童虐待の発生
予防、リスク軽減の観点から、様々な相談
に対応できる体制を整える。
　切れ目ない支援のために必要な支援につ
いて、ケース検討や進行管理など、関係機
関との連携を強化する。
　作業療法士と社会福祉士（ＳＳＷ）の配
置により、学校や保育所等施設に専門職を
派遣し、教員や保育士等に助言を行う。
切れ目ない支援と関係機関との情報共有が
できるシステム導入を検討する。
　子育て情報サイト「かるがもネット」を
10月にリニューアルする。
　子育ての総合相談窓口として子ども支援
室があることを広く周知するためのＰＲを
進める。

17,329

保健センター
児童家庭課
障がい者支援課
指導課

99 66

子ども支援室の
設置による切れ
目ない支援の推
進

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

妊娠期から出産、子育て期に
わたる様々な相談について、
ワンストップで総合的に対応
できる拠点として、子ども支
援室を設置し、保健師、保育
士、臨床発達心理士を配置す
るとともに、子育て支援総合
コーディネート事業を市直営
として支援室で実施します。
子ども支援室では、全ての妊
産婦の情報を把握し、母子保
健・子育て支援・発達支援
等、ライフステージに応じた
継続的で切れ目ない支援体制
を築き、妊産婦や子育てする
方の不安感や孤立感の解消を
図るとともに、発達障がいに
おいて重要である早期発見・
早期療育へとつなげます。
また、妊娠期からの支援等に
より、望まない妊娠等による
児童虐待のリスクの軽減等も
図ります。
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102 67
子ども医療費助
成の拡大

子育て世帯の負担を軽減する
ため、通院医療費を中学3年
生まで助成対象として拡大を
図ります。拡大に当たり、受
益者負担の原則と受益の公平
性の観点並びに制度の安定性
を維持するため、通院1件、
入院1日当たり自己負担を助
成対象の全年齢で300円とし
ます。

【子ども医療費助成金】
　27年8月診療分より、通院・調剤費の助
成対象年齢を中学3年生まで拡大した。な
お、自己負担額は200円から300円とした。
　また、30年8月診療分より、3歳までの自
己負担金を無料に制度拡充した。
（実績）
現物給付：267,655件　 490,843,240円
償還払：　  2,542件　　24,162,994円
合計：　　270,197件　 515,006,234円

　子ども医療費助成については、県の制度
に基づき適正に実施しているが、市民要望
や近隣各市の状況を踏まえ、27年8月よ
り、通院・調剤費の助成対象年齢を中学3
年生まで拡大した。自己負担額について
は、受益者負担の原則と受益の公平性の観
点から200円から300円に引き上げるものの
所得制限を設けないこととし、子どもの保
健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽
減に寄与した。
　市県民税未申告者に対しても受給券を発
行しているが、未申告世帯の児童の医療費
は県補助の対象外となることから、未申告
世帯を減らすことで県補助対象が増え、市
単独助成の軽減が見込める。

536,314

　30年8月より、3歳までの子どもに係る医
療の自己負担金を無料とする制度拡充を
行ったことから、引き続き子ども医療助成
を実施し子育て世帯の負担軽減を図る。
　市県民税の未申告者の扱いなど制度の周
知に努めるとともに、未申告者への対策を
検討する。
　子ども医療費助成制度について、市町村
間で生じている地域格差や不平等の改善の
ための国での制度化や、補助対象の拡大及
び補助率の引き上げ等について、国・県へ
引き続き要望を行う。

550,673 児童家庭課

103 68
求職者子育て支
援サービスの実
施

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

求職活動中の保育所申込者で
希望する保育所に空きがなく
入所許可とならなかった保護
者が、求職活動の際に児童の
保育のために利用した子育て
支援サービス（ファミリー・
サポート・センター事業、訪
問型一時保育事業）の費用を
助成します。

問合わせ件数　18件
利用実績　　　 0件

　26年6月から事業を開始したが現在まで
の利用が0件（29年度）である。当該事業
は保護者の求職活動をしやすくすることを
目的として開始された事業であったが、利
用実績が無いことから、事業内容等を見直
しする必要がある。 0

　他の公共施設の耐震補強工事の進捗状況
を見極めながら、耐震補強を必要とする尾
崎保育所の整備計画を検討する。また、工
事費の財源確保等についても検討する。

1,060 保育課

　子どもの将来のために、学校の授業の他
にも学習させたいが、経済的な理由だけで
なくさまざまな事情により学力向上の機会
を得られない子どもがいる実情に即し、対
象枠を取り払い、市内の公立中学生のうち
希望する全生徒を対象とした、英語と数学
の無料学習支援を行う「子ども未来教室」
を開催しました。
【対象者】
受講を希望する市内公立中学に通う中学校
1年生から3年生
【開催期間】
2・3年生：4月3日～3月30日（全50回）
1年生　 ：5月15日～3月30日（全44回）
【開催場所】
（月）中央公民館、野田公民館、保健セン
ター
（火）東部公民館、二川公民館
（水）南部梅郷公民館、川間公民館、木間
ケ瀬公民館
（木）福田公民館、北部公民館、南コミュ
ニティ会館
（金）北コミュニティ会館、関宿公民館
　計13会場で実施
【最終実績】
受講者登録者数　681人（3月30日時点）
全体の出席率　65.7%（登録者に対する出
席者）
全体の述べ受講人数　20,633人
全体の述べ登録人数　31,385人

　前年に比べ対象者を拡大したことで、登
録者は大幅に増加しました。毎月の出席率
は、開始当初には91.4％と高い割合でした
が、夏休み以降は徐々に低下し、高校受験
が終わった3月には3年生の出席が減ったた
め低下してしまいました。
　学習効果を確認するために3回実施した
英語・数学のテスト及びアンケート調査の
結果を考察すると、基礎学力の向上や学習
習慣の定着が確認できました。
　今後は、事業を発展的に展開していくた
めには、生徒個々の学力に応じた指導や動
機づけ、さらには指導員の水準向上が課題
であると考えます。また、国の補助活用
等、関係各課と協議を進めるとともに情報
の収集をすることが必要と考えます。

※29年度は児童家庭課、30年度からは社会
教育課が所管します。

21,159

　30年度からは、小学生の段階からの学習
習慣の定着や基礎学力の向上を目指し、中
学生に加えて、授業への理解の差が目立っ
てくる小学校3年生も対象として、学習支
援を実施する。
【中学生】
教科：数学・英語
実施月：
1年生：5月～3月（年44回／週1回）
 2・3年生：4月～3月（年50回／週1回）
実施場所：公民館(10館)・コミュニティ
会館(2館)・中学校(1校)
利用申込人数：526人（9月末日現在）
　　＊1年生224人,2年生183人,3年生119人
【小学校3年生】
教科：国語・算数
実施月：4月～10月（20回程度／週1回）
実施場所：通学する小学校
利用申込人数：518人（9月末日現在）

※28年度までは生活支援課、29年度は児童
家庭課、30年度から社会教育課が所管。

36,437
社会教育課
児童家庭課

101 67
学習機会の提
供、充実

生活困窮者の自立を支援する
ため、困窮家庭の子どもへの
学習支援を行います。
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104 68
母子家庭・婦人
相談の実施

母子家庭等の自立を図るた
め、母子・父子自立支援員が
相談者のニーズに合った情報
提供や生活相談の助言を行い
ます。

相談実績
・母子家庭相談　　：835件
・父子家庭相談　　： 18件
・婦人相談　　　　：124件
＊資料２【図２】参照

主な相談内容
・母子家庭相談
　資格取得や職業訓練、求職や転職などの
就業に係る相談。母子福祉資金の貸付に係
る相談。
・父子家庭相談
　児童扶養手当の受給に係る相談。資格取
得や職業訓練などの就業に係る相談。
・婦人相談
　離婚に伴う養育費や生活費に係る経済的
な相談。家賃助成に係る相談。

　離婚直後で精神的に不安定なひとり親や
自立に向け就労を希望しているひとり親に
対して相談や必要な支援（経済的支援、居
住支援、就労支援、育児生活支援等）の情
報提供を実施した。引き続き制度の周知に
努める。

4,480

　引き続きひとり親家庭等の支援として相
談事業を実施する。
（9月末実績）
・母子家庭相談　:  376件
・父子家庭相談　:　　5件
・婦人相談　　  : 　38件

4,860 児童家庭課

　月1度の無料相談会と弁護士による個別
法律相談会を実施し、定期的に相談窓口を
設けることにより相談事業として一定の成
果はあったが、活用を促進するため、更に
啓発を図る必要がある。
　休日に養育費等個別法律相談会と、希望
者には母子・父子自立支援員による就労等
の相談を合わせて実施したことにより、よ
り的確にニーズに応えることができた。
　保育所保育料の算定にあたり、未婚のひ
とり親に寡婦及び寡夫控除を「みなし適
用」し、子育てと生計を一人で担う苦労を
背負うひとり親家庭の支援につなげたこと
で、他の学童保育料等の適用にも幅を広
げ、周知していく。

58

　養育費等の問題に悩むひとり親に対して
効果的な事業であることから、今後も引き
続き母子寡婦福祉会による無料法律相談会
と養育費等個別法律相談会を連携させ実施
する。
　無料法律相談については、引き続き母
子・父子自立支援員の離婚等の相談の際に
「ひとり親家庭支援のご案内」の配布と合
わせ法律相談の説明を行ったり、児童扶養
手当の窓口などの機会を捉えて積極的に周
知とともに、市報への毎月の掲載、ホーム
ページへの掲載を行う。あわせて、秘書広
報課市民相談係と連携を図り、養育費等の
問題のある方には、児童家庭課に案内を依
頼する。あわせて「無料法律相談チラシ」
を秘書広報課市民相談係に設置と配布を依
頼する。
　また、「母子家庭等対策総合支援事業」
の国庫補助について、28年度から拡充が図
られ養育費等相談事業も助成対象となっ
た。
○無料法律相談会（9月末実績）
　実施：6回
　相談者：16人
　相談員：法律専門家1名
○養育費等個別法律相談会
　実施予定日：10月21日（日）
　相談員：弁護士1人
  以後の予定は未定
　28年4月分からの学童保育料、市立幼稚
園保育料、私立幼稚園就園奨励費補助金の
算定にについて、未婚のひとり親に対し寡
婦（夫）控除のみなし適用の実施を行う。

156

児童家庭課
保育課
営繕課
学校教育課

105 68

ひとり親家庭等
の生活の向上と
児童の健全育成
に向けた支援の
充実

○職業生活と家庭生活の両立
に向けた子育て支援環境の整
備

ひとり親家庭等の生活の安定
と児童の福祉の増進を図るた
め、引き続き、母子・父子自
立支援員と主任児童委員が連
携して母子・父子家庭を訪問
する相談事業や、弁護士によ
る養育費等個別法律相談会、
母子寡婦福祉会による月1回
の養育費等法律相談を効果的
な事業として継続します。
また、養育費等個別法律相談
会について、ひとり親家庭等
の生活の安定と児童の福祉の
増進により寄与するため、国
の「母子家庭等就業・自立支
援事業実施要綱」に定められ
た「母子家庭等地域生活支援
事業」に位置付けて、国庫補
助を活用し、実施するよう検
討します。
また、税制上、保育料等の算
定に当たり不利な扱いとなる
未婚の母・父について、寡
婦・寡夫控除のみなし適用を
対象事業の範囲を検討した上
で実施します。

○母子・父子自立支援員と主任児童員によ
る母子家庭訪問
　件数：199件

○母子・父子自立支援員のみの母子家庭訪
問
　件数：69件

○無料法律相談会
　実施：10回
　相談者：20人
　相談員：法律専門家1名
＊資料２【図２】参照

○養育費等個別法律相談会
　実施日：2月25日（日）
　相談者：7人
　相談員：弁護士2人

　27年9月より保育所保育料等の算定にあ
たり、未婚のひとり親に対し寡婦（夫）控
除のみなし適用を実施
　保育所保育料　36件適用
　学童保育所保育料　3件適用
　市立幼稚園保育料、私立幼稚園就園奨励
費補助金、市営住宅家賃は実績なし
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第３次野田市男女共同参画計画（改訂）進捗状況調査表 資料１

実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
ページ 具体的施策

女性活躍推進法に基づく市町
村推進計画の施策

概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

106 69
母子・父子自立
支援プログラム
策定事業の強化

母子家庭の母及び父子家庭の
就業を支援するため、ハロー
ワーク野田や市の無料職業紹
介所と連携し、個々の母子家
庭の状況やニーズに応じて、
きめ細かな自立・就労支援を
推進するとともに、支援体制
の強化を図ります。

・プログラム策定件数：16件
　（うち父子家庭の父：0件）
・就業実績
　正規雇用　：3人
　非正規雇用：10人

　個々のニーズに応じて、きめ細やかな就
業支援を実施する母子自立支援プログラム
策定事業により、ひとり親家庭の雇用促進
に効果を上げた。
　母子家庭においては、依然として就労収
入が低いため、経済的自立に向け収入増に
つながる支援をする必要がある。

825

　母子・父子自立支援プログラム策定事業
の推進にあたり、収入増につながる支援と
して、個々の状況とニーズに応じ、資格取
得のための情報提供や取得に集中できる生
活環境に関する相談など、総合的な支援の
ためのプログラムを策定して行く。
　28年4月より、アフターケアとして、同
プログラムで就業した後においても、その
後の状況を維持し、又は更なる目標が設定
できるよう、面談等の定期的な相談支援を
実施する。
　新たに支援対象となった父子家庭への制
度周知について、引き続き、母子・父子自
立支援員の離婚直後の面談時や就業等の相
談時に制度の説明とあわせ事業の周知に努
める。

・プログラム策定件数：14件（9月末実
績）
　（うち父子家庭の父：0件）

777 児童家庭課

107 69

市の無料職業紹
介所を活用した
ひとり親家庭向
け求人情報の開
拓及び情報提供

○再就職支援
○女性の職業生活における情
報の収集・整理・提供

市の無料職業紹介所と連携
し、ひとり親家庭の雇用を促
進するための啓発を図りま
す。また、平成25年8月に実
施した「ひとり親家庭等の支
援に関する意識調査」の結
果、母子家庭の母の8割が正
社員による就労を希望してい
ることから、母子家庭向けの
求人開拓を一層推進し、職業
適性に配慮した職種の情報提
供を図ります。

【商工観光課】
野田市無料職業紹介所
・登録者数　　　　41人
・紹介者数　　　　14人
・就業者数　　　　 6人
【児童家庭課】
　市の無料職業紹介所の職業相談員と母
子・父子自立支援員が連携したひとり親家
庭向け求人情報の開拓と雇用啓発を行って
いたが、事業の見直しを行い、28年7月か
ら、ひとり親家庭の雇用への理解と奨励金
制度の啓発活動に変更した。
・訪問事業所数　23社

【商工観光課】
　29年度は、前年度と比べ紹介者が4人
増、就業者数が2人増と前年度実績を上
回った。
【児童家庭課】
　事業の見直しを行い、28年7月から実施
しているひとり親家庭の雇用への理解と奨
励金制度の啓発活動では、訪問する事業所
の職種や、情報提供の方法を検討する必要
がある。

　ひとり親家庭の雇用への理解と奨励金制
度については、認識が低いことから、周知
を図る必要がある。

【商工
観光
課】

2,539
【児童

家庭
課】

4,480

【商工観光課】
　引き続き、無料職業紹介所と連携し、ひ
とり親家庭の就労のを促進を図ります。
〔9月末現在〕
・登録者数　　　 25人
・紹介者数　　　 10人
・就業者数　　　　2人
【児童家庭課】
〔9月末実績〕
・訪問事業所数　 11社

　ひとり親の雇用を促進するためには、雇
用への理解と奨励金の活用の啓発は必要で
あり、ひとり親に特化した訪問活動を行
う。
　引き続き、求人情報の提供や、職業紹介
業務については、無料職業紹介所に協力し
てもらい、情報の提供に努める。

【商工
観光
課】

2,513
【児童

家庭
課】

4,860

商工観光課
児童家庭課

108 69
雇用促進奨励金
の活用

ハローワーク野田や市の無料
職業紹介所のあっせんによ
り、ひとり親家庭の父、また
は母を雇用した事業主に対
し、雇用した月の翌月から賃
金の10％を奨励金として交付
し、雇用の促進を図ります。

○雇用促進奨励金
　138人に支給
　（うち、ひとり親3人　129千円）

　雇用促進奨励金制度の利用促進を図るこ
とは、ひとり親家庭の雇用対策として効果
があるため、事業主に対して制度の周知、
啓発を図った。。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。 5,283

○雇用促進奨励金
〔30年度予定〕
　140人に支給予定
（ひとり親以外の高年齢者、障がい者を含
む。）

4,984 商工観光課
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実績 評価及び課題
決算額
(千円)

事業内容
予算額
(千円)

番
号

掲載
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概　要
２９年度 ３０年度

所管部署

111 70

民間賃貸住宅入
居時家賃等の助
成（ひとり親家
庭要件）

18歳に達する日以後の3月31
日までの児童を持ち、ひとり
親家庭となって6か月以内
で、市内の民間賃貸住宅へ入
居しようとする低額所得者に
対し、賃貸借契約時に要する
家賃等の費用の一部を助成し
ます。

・相談件数　　　　　 11件
・申請件数　　　　　　7件
・助成金交付決定件数　7件
・助成額　　　　696,668円

　家賃助成は昨年度より利用者は減りまし
たが、入居時の経済的負担軽減を図ること
ができたと考えています。

697

（7月末実績）
・相談件数　　　　　  2件
・申請件数　　　　　　2件
・助成金交付決定件数　2件
・助成額　　　　182,000円

1,900
営繕課
児童家庭課

　パソコン講習会や講演会、法律相談の託
児は予定が立てやすく支援員の協力により
適正に対応することができたが、急な要望
の場合は、支援員の手配が難しく対応でき
ない現状もあることから、利用者の要望に
応えたれるよう検討が必要である。
　母子家庭等が安心して子育てをしなが
ら、求職活動や就業を行うため、保育所入
所申請時の待機時に対応できるよう23年10
月より保育所入所申請時の待機者への派遣
の拡充をしたが、本事業のニーズはあるも
のの、27年度から保育所でもひとり親家庭
の優先入所に加え、求職中や職業訓練中に
ついても入所要件が拡充されたため、利用
自体は減少しているが、当該事業では利用
負担額が安価であり、非課税世帯では無料
となることから、利用者の経済状況も含め
制度の周知が必要である。また、28年4月
から、国の制度改正に伴い、定期的な就業
上の理由による残業等についても支援が拡
大され、あわせて周知を図る必要がある。

472

　本事業は、ひとり親家庭等が安心して子
育てしながら仕事や求職活動をするために
有効な事業であり、事業の周知について、
寡婦福祉会や保育課等の関係機関と連携す
るとともに、引き続き、母子・父子自立支
援員の離婚直後の面談時や就業等の相談時
に制度の説明とあわせ事業の一層の周知に
努める。また、急な要望の場合の対応につ
いて、事前に家庭生活支援員の状況を把握
するなど、委託先である母子寡婦福祉会と
調整し、事業を円滑に進める。
（9月末実績）
  子育て支援：2人　 延べ5日　 15時間
  生活援助  ：1人　 延べ15日　21時間
（保育所待機時に利用はなし）

1,254 児童家庭課110 70

ひとり親家庭等
日常生活支援事
業の周知、啓発
の推進

ひとり親家庭等の自立のため
の多様なニーズに柔軟に対応
することを目的として、ひと
り親になった直後の生活の安
定などのために家庭生活支援
員を派遣するとともに、経済
的自立のため求職活動や残業
時にも利用できるよう事業を
拡充しており、引き続き、事
業の周知、啓発を推進しま
す。

【日常生活支援事業実績】
子育て支援及び生活援助利用者数
・子育て支援：5人　延べ38日　225時間
　（うち保育所待機時利用　0人）
・生活援助　：0人

母子家庭等高等職業訓練促進給付金
・支給人数：9人
（資格の種別）
　看護師5人、准看護師1人、作業療法士1
人、教員1人、保育士1人

母子家庭等高等職業訓練修了支援給付金
・支給人数：1人
（就業実績）
　正規1人

母子家庭等自立支援教育訓練給付金
・支給人数：2人
（資格の種別）
　介護職員初任者研修2人

　母子家庭等高等職業訓練促進給付金につ
いて、長期の修学期間を支援することで高
度な技能を習得できる本事業は、正規雇用
に結び付いた実績を挙げており、より高い
収入と安定した雇用を得ることに効果的で
あることから、今後も周知に努める必要が
ある。
　母子家庭等自立支援教育訓練給付金につ
いて、市の制度が28年4月から国の制度改
正に伴い改正され、支給額を受講料の20％
（上限10万円）から60％（上限20万円）に
引き上げられ事業が拡充されたことから、
さらに利用の促進を図る。
　25年4月から父子家庭の父も支援の対象
となったことから制度の周知に努める。

7,738

　母子家庭等高等職業訓練促進給付金につ
いて、支援の対象として拡充された父子家
庭や、30年4月から、准看護師養成機関を
修了する者が、引き続き、看護師の資格を
取得するために養成機関で修業する場合も
対象とできる制度改正がされたことを含
め、経済的自立に向けた施策の中心的な事
業として引き続き活用の促進を図る。
　母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業
について、29年度より、国の制度改正に伴
い、雇用保険法の一般教育訓練給付金
（20％上限10万円）の受給資格者に対して
も、当該制度との差額を支給する拡充がさ
れたことから、さらに活用の促進を図る。

母子家庭等高等職業訓練促進給付金
（9月末実績）    支給人数：10人

母子家庭等高等職業訓練修了支援給付金
（9月末実績）    支給人数：0人

母子家庭等自立支援教育訓練給付金
（9月末実績）    支給人数：2人

13,256 児童家庭課109 70
母子家庭等にお
ける自立支援策
の活用

母子家庭の母及び父子家庭の
父の経済的自立を図るための
「母子家庭等高等職業訓練促
進給付金等支給事業」や「母
子家庭等自立支援教育訓練給
付金支給事業」等、ひとり親
家庭に対する生活支援策の活
用を図ります。
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112 70

住宅困窮者民間
賃貸住宅居住支
援の実施（ひと
り親家庭要件）

18歳に達する日以後の3月31
日までの児童を持つひとり親
家庭に対し、民間賃貸住宅の
情報提供、民間保証会社や既
存の福祉サービスを活用した
入居保証及び居住継続支援を
行うとともに、低額所得者等
の場合は、家賃等保証委託契
約に要する費用の一部を助成
します。

・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

　保証人や賃貸情報に関しては不動産店の
取り扱う債務保証会社が多数あることや、
空き物件も多く賃貸物件が借りやすくなっ
ていること等から利用者が少ない状況と
なっています。契約時の条件として、親族
などの緊急連絡先の確保が必要などの条件
があり確保できない場合は契約が難しいな
どの問題があります。 0

（7月末実績）
・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

40
営繕課
児童家庭課

113 71

保育所、学童保
育所における児
童の受け入れの
円滑化

ひとり親家庭の親が就業や求
職活動、職業訓練を十分に行
うことができるよう、児童の
保育所、学童保育所への優先
入所等について配慮します。

　学童保育所入所において、ひとり親家庭
の求職中や職業訓練中における柔軟な受け
入れを実施した。
　保育所において、27年度に引き上げた指
数で利用調整を行い、ひとり親家庭の入所
の円滑化を図った。
○利用実績
・学童保育所
　ひとり親家庭の入所：357人
・保育所
　ひとり親家庭の入所：328人
・幼保連携型認定こども園(29年4月開設）
　ひとり親家庭の入所：5人

　学童保育所について、求職中や職業訓練
中の家庭の児童は1ヶ月間の入所が認めら
れている。また、入所希望者は全て入所す
ることが出来ている。
　保育所について、子ども・子育て支援新
制度の施行に伴い、利用調整基準の見直し
を行い、ひとり親家庭の優先入所に加え、
求職中や職業訓練中についても指数の引上
げを行った。

0

　ひとり親家庭の親が就業、求職活動や職
業訓練を十分に行うことができるように、
児童の保育所・学童保育所への優先入所な
どについて配慮する。
○利用実績(9月末実績）
・学童保育所
　ひとり親家庭の入所：336人
・保育所
　ひとり親家庭の入所：293人
・幼保連携型認定こども園(29年4月開設）
　ひとり親家庭の入所：6人

0
児童家庭課
保育課

114 71
児童扶養手当等
の支給事業の推
進

ひとり親家庭の生活の安定と
自立の促進を図るため、制度
の情報提供を図るとともに、
手当の趣旨を説明し、円滑な
支給と適正な運用を図りま
す。

・児童扶養手当
　受給者数：1,270人
＊資料２【図２】参照

　児童扶養手当等の的確な情報提供を行う
と同時に、居住実態、同居人などの状況を
判断し適切に支給する必要がある。また、
事実婚などにより返還金が生じている場合
があるため、返還計画に基づき着実に返還
を履行するよう指導していく必要がある。
　28年4月から国の制度改正に伴い、2子目
以降の子どもに対して手当加算額の拡充が
あったことから、適格な情報提供と周知に
努める。

626,170

　適正な受給資格の認定を行うとともに、
円滑な支給と返還金の対応に努める。
　返還金の滞納について、督促の通知や電
話連絡の他に、福祉事業の観点から、滞納
者の状況確認も含めた訪問を実施し、訪問
による面会や不在の場合は不在通知連絡を
行い、納付を促していく。 644,561 児童家庭課

115 71
子育て情報の提
供

　のだし子育てガイドブック
を発行します。
　市内の子育て支援情報を一
元的に把握する「子育て支援
総合コーディネーター」を配
置し、各種子育て支援サービ
スの情報を発信する。
 妊娠から出産、育児、就学
と子どもの成長に応じて、保
護者がワンストップで安心し
て相談できる拠点として設置
した「子ども支援室」で子育
て支援総合コーディネート事
業を実施する。

　のだし子育てガイドブックを新生児世帯
（保健センター母子手帳発行時）や転入未
就学児童世帯（市民課転入届受理時）に配
付する。
　専用ホームページ「かるがもネット」を
活用し、各種子育て支援サービスの情報を
発信するとともに子育て中の保護者からの
相談に応じ、その家庭の相談内容に適した
子育て支援サービスの斡旋等の利用支援を
行う。
○実績
　情報収集　524件
　相談　　 　29件
　紹介  　 　 0件
　ホームページ
  (かるがもネット)閲覧  20,993件

　野田市エンゼルプラン第4期計画に沿
い、「子ども支援室」を27年10月1日に保
健センター4階に開設して、妊娠期から出
産子育て期にわたり、ワンストップで総合
的に対応できる拠点とする。
　母子保健事業に参加するなど積極的に子
育て情報を提供した。インターネットによ
る子育て支援情報局「かるがもネット」を
より利用しやすくするように求められてい
る。 3,320

　のだし子育てガイドブックは、3年を目
安に更新するため、改訂版（31年3月発行
予定）の作成を実施する。改訂版において
は、民間広告を導入し経費節減を実施す
る。
　市内の子育て支援情報を一元的に把握す
る「子育て支援総合コーディネーター」を
配置し、各種子育て支援サービスの情報を
発信する。
 必要に応じて母子保健事業に参加し、子
育て情報を提供する。
 インターネットによる野田市子育て支援
情報局「かるがもネット」をより利用しや
すくするために、リニューアルに向け、内
容を検討する。

4,312
保健センター
児童家庭課

－30－
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116 72
男性の地域活動
への参画促進

○男性の意識と職場風土の改
革（男性ロールモデルの提示
や好事例の普及等）

男性が地域活動に参画する
きっかけとなるような学習機
会や情報を提供し、地域、文
化及びスポーツ活動等への参
画を促進します。

　男女共同参画社会の実現に向けた取組の
方向性や具体的施策を明示した男女共同参
画推進だより「フレッシュ」を発行し、全
世帯に配布することで、広範囲な情報提供
に努めている。
　市報30年3月15日号と合わせて配布し、
国の「ＡＶ出演強要・ＪＫビジネス問題の
防止及び根絶に向けた取組」の推進として
周知を行った。

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を毎年発行し、全世帯に配布することで、
配布後に男女共同参画に関する問い合わせ
があるなどの反響もあり、啓発の役割を果
たしている。 243

　男女共同参画推進だより「フレッシュ」
を毎年発行し、全世帯に配布することで、
広範囲な情報提供に努める。
　市報31年3月15日号と合わせて配布予
定。 252

人権・男女共同
参画推進課

117 72
地区社会福祉協
議会の活動の促
進

社会福祉協議会を中核とした
地区社会福祉協議会におい
て、地域福祉の課題やニーズ
を受け止め、地域性に応じた
各種サロンの開催や訪問を実
施するなど活動の促進を図り
ます。

　各地区社会福祉協議会がそれぞれの特色
を活かし、ふれあいいきいきサロンをはじ
めとし、友愛訪問、お元気コール、広報誌
発行、ふれあい広場、お楽しみ見学会など
の活動を通じ、地域のつながりの強化の役
割をになった。

　ふれあいいきいきサロン活動を中心に地
域性に応じたさまざまな活動を実施してい
るが、地区ごとに活動内容がさまざまで、
バラつきもあるため、内容の見直しや、活
動の強化を図る必要がある。 0

　各地区社会福祉協議会が特色を活かし、
ふれあいいききサロンなどの活動や友愛訪
問、ふれあい広場、広報誌の発行などの事
業をより効果的に行い、地区社協の事業拡
充を推進する。 0 社会福祉協議会

○地区社協ボランティアスタッフ懇談会
（全2回）〔テーマ〕「繋げていこう絆の
和」
～地域で活躍の場を広げているボランティ
ア活動講師の紹介～（全2回）

（第1回）
「ボランティア・ボランティアコーディ
ネーターについて学ぼう！」
　内容：講和及び相談会
　講師：特定非営利活動法人コミュニ
ティ・コーディネーターズ・タンク
（第2回）
「ボランティア相談についての応用を学ぼ
う！」
　内容：講話及び相談・体験会
　講師：特定非営利活動法人コミュニ
ティ・コーディネーターズ・タンク
　参加人数：26人

　ボランティアとは何か。ボランティア
コーディネーターとはどんなことをしてい
るのか等を学び、地域活動や地域における
ネットワーキングの構築、ボランティア活
動の経験を活かし、住民と住民の結びつき
を強める働きの一助となった。

54

○地区社協ボランティアスタッフ懇談会
（全2回）
目的：地区社協のサロン運営やふれあいの
集いにおいて、活用できる講師の紹介と実
技を体験し、サロン開催の際のプログラム
作成の一助とする。

〔テーマ〕「介護予防について学ぼう」
～サロンで使える認知症予防と転倒予防体
操～(全2回）
　内容…講義及び実技
　講師…株式会社ＴＨＦ

81 社会福祉協議会

（公民館）
○保育ボランティア養成講座
　実施月：10月～11月（4回）
　実施場所：中央公民館
　参加者：19人

　今日の子育て困難な事情や世代間の
ギャップを学習することから、子育て中の
保護者の気持ちを理解した上で、対応し関
係を作ることのできる保育の仕方を学ぶこ
とができた。
　今回受講者が思ったより少なく、更なる
子育ての拡充を図っていくために、今後、
子育て支援関係者・団体等とのネットワー
クづくりも考えていきたい。

30

（公民館）
30年度は実施予定なし

0 社会教育課

119 73
行政職員の地域
活動への参加

地域活動をより活性化し、地
域と行政の協働によるまちづ
くりの推進を図るため、市職
員の地域活動への参加を推進
します。

　新規採用職員研修において、「市民の地
域活動について」、「地域貢献～消防団の
取組について～」の講義を設け、積極的に
地域活動へ参加する意識を醸成を図ってい
る。

　新規採用時に研修を行うことにより、地
域貢献意識の高い職員を育成できるものと
考えている。
　また、夏の躍り七夕などには市外在住の
職員も含め参加の協力を得ている一方、こ
れら地域活動は、個人の活動に終始するこ
とから参加実態の把握ができない状況にあ
る。

0

　今後も同様のカリキュラムにて職員研修
を進める。

0
生活支援課
人事課

118 72
ボランティア活
動に参加しやす
い環境の整備

市民誰もが気軽にボランティ
ア活動に参加できるよう、社
会福祉協議会を核として各種
養成講座を開催するととも
に、情報提供や活動のアドバ
イスのできるリーダーの養
成、ボランティア活動の連絡
調整や活動の企画等を行う適
切なコーディネーターの養成
を図ります。
あわせて、生涯学習ボラン
ティアの養成を図ります。

－31－
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　子育てを行っている保護者対象の子育て
支援講演会及び就業支援パソコン講習会実
施の際等に「野田市母子寡婦福祉会」に委
託している「ひとり親家庭等日常生活支援
事業」を活用し託児サービスを実施した。
【日常生活支援事業実績】
・心のケア講演会
　　0人
・就業支援パソコン講習会
　　5人　延べ38日　225時間
・養育費等個別法律相談
　　0人

　育児ストレス等の問題によって、子育て
に対する不安や孤立感等を抱える家庭の子
育ての精神的負担を解消し、子育てを支援
するための講演会として開催した「心のケ
ア講演会」で、0人の託児サービスを実施
した。
　就業に結び付く可能性の高い技能、資格
を習得するための就業支援講習会として実
施した、就業支援パソコン講習会で、5人
の託児サービスを実施した。
　養育費の問題など離婚に関わる法律の問
題について実施した、弁護士による個別法
律相談会で0人の託児サービスを実施し
た。

472

　子育てを行っている保護者対象の就業支
援パソコン講習会実施の際等に引き続き託
児サービスを実施する。
　事業の周知について、母子寡婦福祉会や
保育課等の関係機関と連携するとともに、
引き続き、母子・父子自立支援員の離婚直
後の面談時や就業等の相談時に制度の説明
とあわせ事業の一層の周知に努める。
（9月末実績 ）
・就業支援パソコン講習会
　　2人　延べ 5日　15時間

1,254
児童家庭課
各課

　一般市民を対象とした講演会において、
託児サービスを実施し、受講希望のハード
ルを下げるように努めた。

　「家族の絆」をテーマとした講演会にお
いて託児サービスを利用していただき、心
おきなく受講していただけました。 6

　一般市民を対象とした講演会を開催する
場合は、参加者の要望に応じて託児サービ
スを実施する。 6

人権・男女共同
参画推進課
各課

121 73
地域活動施設の
整備

地域自治会活動の拠点とし
て、自治会集会施設の整備に
対し、計画的に支援を実施し
ます。

・宿自治会　11,960,000円 　宿自治会の集会施設の改修について支援
を行った。

11,960

　地域自治会活動の拠点として、自治会集
会施設の整備に対し支援を行う。
・尾崎11区自治会の集会施設の建替えが対
象

12,000 市民生活課

122 74
職業能力開発に
係る講座の充実
等

○再就職支援
○女性の参画が少ない分野で
の就業支援

女性の職業能力の開発を支援
するため、受講ニーズに合わ
せた講座内容を検討し、内容
の充実を図ります。
また、県共生センターで開催
される女性の職業能力開発講
座等の情報を広く市民に提供
します。

○ひとり親家庭就業支援パソコン講座の実
施
　実施日：5月～3月
　実施場所：野田地域職業訓練センター
　参加人数：16人

　ひとり親家庭就業支援パソコン講座につ
いては、パンフレットやチラシ等により周
知を図り、活用の促進に努めた。

1,699

○ひとり親家庭就業支援パソコン講座
  30年度は、長期24回、短期12回の2コー
スを設定し、多様なニーズに対応する。
  実施日：5月～3月
  実施場所：野田地域職業訓練センター
  参加人数：未定 1,725

商工観光課
児童家庭課
人権・男女共同
参画推進課

123 74
女性の再就職支
援セミナーの開
催

○再就職支援

再就職を希望する女性を対象
として、21世紀職業財団と連
携を図り、地域職業訓練セン
ターを活用して再就職セミ
ナーを開催し、女性の就労を
支援します。

○女性のための就職活動支援講座の実施
　実施日：2月27日（火）
　実施場所：市役所内会議室
　参加人数：6人

　女性のための就職活動支援講座につい
て、パンフレットやチラシ等により周知を
図り開催した。
　参加者数が少ないため、市単独による開
催は見直す。 37

　千葉県ジョブサポートセンターとの共催
による「女性向け再就職支援セミナー」の
開催を要望する。
　実施日、実施場所：未定

0 商工観光課

124 74
女性、中高年齢
者の就業機会の
拡大

○再就職支援

女性や中高年齢者の求職に対
し、ハローワーク野田等と連
携を図りながら、情報提供の
充実、相談窓口の強化等によ
り、就業機会の拡大を図りま
す。

○中高年層向け就職のためのスキルアップ
講座の実施
　実施日：2月28日（水）
　実施場所：市役所内会議室
　参加人数：5人

　中高年層向け就職のためのスキルアップ
講座について、パンフレットやチラシ等に
より周知を図り開催した。
　参加者数が少ないため、市単独による開
催は見直す。

37

　千葉県ジョブサポートセンターとの共催
による「中高年向け再就職支援セミナー」
の開催を要望する。
　実施日、実施場所：未定 0 商工観光課

120 73
託児サービスの
拡充

育児期における女性の社会参
加を支援するため、各種講演
会等の行事の際の託児サービ
スの拡充を図ります。

－32－
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125 74
就業相談の充実
及び就労支援の
推進

○再就職支援
○女性の職業生活における情
報の収集・整理・提供

市独自の無料職業相談所を活
用した情報提供を行うととも
に、各企業に対し、求職者の
あっせんを推進します。
また、就業相談員による求人
情報の収集を図り、それぞれ
のニーズに合った就労を支援
するとともに、「野田市パー
ソナルサポートセンター」に
おいて、就労等の総合的な支
援を行います。

　市独自の無料職業紹介所を活用し、情報
の提供に努めた。
【利用実績】
　来所者数　　　2,458人
　新規求職者数　　463人
　相談者数　　　1,484人
　紹介者数　　　　228人
　就職者数　　　　105人

　雇用促進として効果があると考えられる
ため、松戸公共職業安定所野田出張所と連
携を取りながら、求人情報の充実を図ると
ともに事業主に対して求職者をあっせんし
た。
　来所者数、新規求職者数、紹介者数、就
職者数が前年度より減少している。

2,539

　さらなる周知を図り、無料職業紹介所を
活用し、情報の提供に努める。
〔9月末実績〕
○利用状況
　来所者数　　　1,191人
　新規求職者数　　220人
　相談者数　　　　896人
　紹介者数　　　　125人
　就職者数　　　　 65人

　継続相談者が年々増加しており、引きこ
もりや精神疾患を患う方など、相談内容も
複雑化している。そのような中、相談者
個々の状況に応じた適切な支援につなげ、
計画的、継続的に実施する。

2,513
商工観光課
生活支援課

126 75
女性のチャレン
ジ支援の推進

○起業・創業支援
○女性の参画が少ない分野で
の就業支援
○キャリア教育等の推進（理
工系分野で活躍する女性の支
援等）

各分野での人材育成を目指
し、女性のチャレンジを総合
的に支援するとともに、理工
系分野等従来女性が少なかっ
た分野への女性のチャレンジ
を重点的に支援するため、情
報収集・提供を行います。

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供した。

　女性の起業・創業を支援、理工系分野等
へのチャレンジを支援するため、関係資料
等の周知を図った。
　引き続き周知・啓発に努める必要があ
る。

0

　関係資料を野田市無料職業紹介所、野田
地域職業訓練センターや商工観光課窓口で
提供する。

0
商工観光課
人権・男女共同
参画推進課

127 75

「ワーク･ライ
フ･バランス」に
ついての広報、
啓発の推進(基本
目標Ⅳ 82 再掲)

あらゆる年代を対象として、
育児休業・介護休業制度等の
周知や女性のキャリアアップ
の推進及び地域社会の大切さ
等に関する各種講演会や講座
等を開催し、広報、啓発を推
進します。

　国・県等から提供される「ワーク・ライ
フ・バランス」に関する情報を市内企業等
に配布するなどの啓発を行った。

　企業、団体等の方針決定過程への女性の
参画を促進するため、事業主に対して
「ワークら・ライフ・バランス」に関する
リーフレットやチラシの提供し啓発を行っ
たが、積極的な啓発機会の実施が必要であ
る。

0

　柏人権擁護委員協議会野田部会及び市
が、野田地区雇用対策協議会共催で、「女
性が、家庭・地域・社会でワタシらしく生
きるために」をテーマに講演会を実施し、
「女性活躍推進」の一環として「ワーク・
ライフ・バランス」について啓発を行っ
た。
○人権擁護委員の日記念講演会
　演題：女性も男性も暮らしやすい社会
　　　　を目指して
　実施日：6月2日（土）
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：42人

0
商工観光課
人権・男女共同
参画推進課

128 77
性差医療に関す
る情報提供の推
進

性差医療について、主体とな
る野田健康福祉センター及び
関係機関との連携により、性
差に応じた的確な医療が受け
られるよう、実施医療機関の
情報提供を図ります。

　男性とは異なる身体的特性を持った女性
の健康支援に寄与するため、電話相談等で
の問合せにおいて、性差に応じた的確な医
療が受けられる女性専用外来等を紹介して
いる。

　性差医療の相談時に、適切な情報提供が
行えた。

0

　昨年度と同様に女性の健康支援に寄与す
るため、電話相談等での問合せにおいて、
性差に応じた的確な医療が受けられる女性
専用外来等を紹介する。

0
保健センター
人権・男女共同
参画推進課

129 77 健康教育の充実

生活習慣病や骨粗しょう症、
メタボリックシンドローム等
の予防について、知識の普及
及び情報提供を推進するた
め、健康教育の充実を図りま
す。

　各種講演会、骨太教室の実施により予防
知識の普及や情報提供を行った。
集団健康教育：210回
参加延人数：8,449人
【内訳】
・歯周疾患：開催数26回 111人
・ロコモティブシンドローム：　開催数6
回　33人　　　　　　　　　　・病態別講
演会等：開催数48回　6,881人
・健康のための運動、食生活のあり方、生
活習慣
　予防のための日常生活の心得等
　開催数　130回　　1,424人

　各種講演会、教室等の開催により生習慣
病やロコモティブシンドローム、骨粗鬆症
及びメタボリックシンドローム等の予防に
ついての知識の普及を図ることができた。
今後も多くの方が参加できるように㏚を図
る。

1,237

　昨年度に引き続き、各種教室を開催す
る。

997 保健センター
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130 77
健康づくり実践
活動事業の推進

市内の各種団体の協力を得
て、健康づくりに関する展示
会及び発表会等を行うととも
に、市民が自らの健康づくり
について考える機会を提供す
るため、「健康づくりフェス
ティバル」を開催します。

○健康づくりフェスティバルの開催
・10月15日　野田保健センター　866人
・10月29日　関宿保健センター　139人

　健康づくりフェスティバルは、野田・関
宿の2会場で、多くのコーナーに興味を
持ってもらうよう工夫した。また、野田市
保健センターは、産業祭と同時開催するこ
とで集客効果が得られたが、一方で関宿保
健センターは参加者数が減少しているの
で、引き続き、多くの方が参加しやすい方
法を検討していく。

648

　幅広い年齢の方に楽しんで参加していた
だけるテーマ、及び魅力あるコーナーづく
りに努め、充実した内容にする。

・10月14日に実施予定　野田保健センター
・10月28日に実施予定　関宿保健センター 738 保健センター

131 78
母子健康教育の
充実

親子が健やかな生活を送れる
よう、保健師が妊娠届出、母
子健康手帳交付時に面接によ
る保健指導を行い、妊娠、出
産及び育児を支える相談相手
として、保健センターの利用
を推奨します。
また、父親の育児参加に関す
る内容の周知を図ります。

母子健康手帳交付数（妊娠届出者数）
889件
マタニティーキーホルダー配布数
889件

　母子手帳交付時に専門職による全数面接
をしたことで、妊婦の問題点を把握し支援
が必要なケースについては、妊娠期から地
区担当につなげ継続的な支援につなげるこ
とができた。
　妊娠届出及びアンケートで父親等のサ
ポート状況等を確認し支援につなげること
ができた。 266

　引き続き、専門職による全数面談を実施
し、妊婦の家族背景を把握し支援が必要な
場合、早期に適切な支援につなげます。ま
た、子ども支援室は、妊娠中から気軽に相
談できる場であることを周知する。
　母子手帳交付時にアセスメントを行い、
支援プランを作成し必要な支援を行う。

242 保健センター

132 78 両親学級の充実

妊娠、出産及び育児に関する
正しい知識を修得し、仲間づ
くりをすることにより育児不
安の軽減と孤立を防ぎ、健全
な子どもを産み育てることが
できるよう両親学級を開催し
ます。
また、夫婦で子育てする意識
を高めるため父親の両親学級
への参加を啓発し、父親の育
児参加を推進します。

コースⅠ　21回　　受講者　延258人
コースⅡ　 9回　　受講者　延230人
同窓会　　 7回　　受講者　延 68人
交流会　 　7回　　受講者　延155人
＊資料２【図５】参照

　講義の中に自己紹介やグループワークを
取り入れることにより、妊婦同士での仲間
づくりや、悩みを共有する場として活用さ
れていた。
　仕事をしている妊婦や夫も参加しやすい
ようにコースⅠ・Ⅱとも土曜日・日曜日の
開催日を設けて好評であった。体験型の沐
浴や体操などの実習は特に、夫の参加率が
高く、好評だった。
　しかし、近年問題視されている虐待や揺
さぶられっこ症候群に対応する必要があ
る。

109

　両親学級を通して正しい知識を普及する
とともに交流会や同窓会を行い、妊婦や配
偶者の仲間作り、育児の情報交換、夫の育
児参加を支援する。仕事をしている妊婦や
夫も参加しやすいようにコースⅠ・Ⅱとも
土曜日・日曜日の開催日を設けている。体
験型の沐浴は引き続き実施する。
　近年問題視されている虐待や揺さぶら
れっこ症候群について、父親に対しても普
及啓発を図るため、子ども支援室の職員の
講義と揺さぶられっこ症候群についてのＤ
ＶＤの視聴を取り入れることとする。

110 保健センター

133 78 育児学級の推進

親の心身の悩みや病気等によ
り、ストレスや育児不安を抱
える親が気軽に相談できる場
を提供し、育児不安の解消、
育児能力の向上及び児童虐待
の未然防止を図ります。

2会場月1回開催
参加者数（延）　野田　 86人
　　　　　　　　関宿　146人
　　　　　　　　合計　232人

　安心して育児ができるよう、対象者の状
況に合わせ臨床心理士の相談や、保健師の
継続支援などにつなげ、切れ目ない支援を
実施した。
　実績の少ない野田は、30年度は育児学級
ではなく個別相談や子育て相談会での個別
支援を検討する。

217

　野田市保健センターでは、子ども支援室
の個別相談や子育て相談会で個別に対応す
ることとし、関宿保健センターでは、継続
して実施していきます。

217 保健センター

　中学校保健体育の授業（保健分野）によ
り、1年生の｢心身の発達と心の健康｣の
中」と、3年生の「健康な生活と病気の予
防」で学習した。

　学習内容については、生徒及び学級の実
態等をふまえ、男女別に行うなど適切に行
う必要がある。 0

　中学校保健体育の授業（保健分野）によ
り、1年生の｢心身の発達と心の健康｣と、3
年生の「健康な生活と病気の予防」で学習
する。

0 指導課

　野田市健康福祉センターと共同で開催
し、市内の中学校を会場に思春期教育講演
会を開催した。

・中学校（10校）：1,299人

　若年の妊娠や性感染症の増加があり、今
後も正しい知識の普及・啓発に努める必要
がある。
　しかし、同事業を10年以上続けているこ
とや、各小・中学校での継続的な教育も必
要であることから、今後の方針について検
討する必要がある。

164

　学校や地域、野田健康福祉センターとの
連携を図りながら、中学生を対象にした思
春期講演会を継続する。
　養護教諭に野田市の若年妊娠や性感染症
の現状を伝え、継続教育の必要性について
の理解を得られるよう学校との連携を図
る。

213 保健センター

134 78
思春期の健康教
育の推進

豊かな母性、父性を育むた
め、家庭や学校、地域ぐるみ
で命の大切さについて考える
機会を持つとともに、性に関
する正しい知識、能力、技術
を身に付けるよう健康教育を
推進します。
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○生涯学習相談
　多様化した市民の学習要求に対応するた
め、学習機会や団体・グループ等の生涯学
習情報を提供し、生涯学習活動を支援する
ことができた。今後も引き続き市民の学習
要求に対応するため、生涯学習情報の確
保、更新に努めていく必要がある。

○各種講座・教室
　講義や運動、移動学習を通して、高齢者
相互の生きがいづくり、地域活動の機会を
提供をすることができた。また、レクリ
エーションや軽スポーツ等により、話しや
すい環境のなかで仲間づくりの場を創出す
ることができた。三世代交流の会等によ
り、子どもたちに高齢者の知恵や知識を受
け継ぐ機会を増やしていきたいと考えてい
る。
　今後、より多くの高齢者の参加促進のた
め、魅力ある講座内容の充実を図り、バリ
エーション拡大や現代的課題への取り組み
等が課題である。

952

820

（中央）
80

（東部）
106

（南部）
106

 (北部)
72

(川間）
62

（福田）
156

（関宿中
央）
55

（関宿）
45

（二川）
138

（木間ケ
瀬）

0

○生涯学習相談 251件(30年7月末時点)
○いきいきライフセミナー
　実施月：7月～12月（6回）
　実施場所：中央公民館
○スポーツ吹矢教室
　実施月：11月（3回）
　実施場所：中央公民館
○東部長寿教室
　実施月：6月～10月（7回）
　実施場所：東部公民館
○梅郷ふれあい大学
　実施月：5月～3月（6回）
　実施場所：南部梅郷公民館
○ウォーキングで知る地域の魅力
　実施月：10月～11月（4回）
　実施場所：南部梅郷公民館
○北部長寿大学
　実施月：4月～12月（8回）
　実施場所：北部公民館
○川間新星大学院
　実施月：5月～1月（9回）
　実施場所：川間公民館
○福田長寿大学
　実施月：6月～11月（5回）
　実施場所：福田公民館
○Ｎｅｗスポーツ教室
　実施月：6月～7月（6回）
　参加人数：149人
　実施場所：福田公民館
○長寿教室
　実施月：6月～12月（6回）
　実施場所：関宿中央公民館
○せきやど長寿大学
　実施月：6月～1月（8回）
　実施場所：関宿公民館
○二川はつらつ長寿大学
　実施月：6月～2月（9回）
　実施場所：二川公民館
〇グラウンド・ゴルフフェスタ
　実施月：5月・10月（2回）
　実施場所：木間ケ瀬公民館（関宿総合
　　　　　　公園）
　参加人数：100人（1回目、5/19実施）

1,080

（中央）
90

（東部）
110

（南部）
136

 (北部)
 150

（川間）
130

（福田）
136

（関宿中
央）
70

（関宿）
90

（二川）
168

（木間ケ
瀬）

0

社会教育課
公民館
高齢者支援課

135 80
生涯学習・生涯
スポーツ活動の
推進

生涯学習では、生涯学習相談
窓口等の充実を図るととも
に、各種講座や講習会等を開
催し、学習機会の拡充と支援
を図ります。
誰もが生きがいを持ち地域へ
の参加を通じて生涯に渡って
学び合い、また、自身の培っ
た知識や技術を地域に還元で
きるよう、その仕組みづくり
に取り組みます。
生涯スポーツ活動では、ス
ポーツ教室、指導者講習会、
スポーツ大会等を開催し、健
康づくりを推進します。

○生涯学習相談 557件
○いきいきライフセミナー
　実施月：7月～12月（6回）
　実施場所：中央公民館
　参加人数：508人
○東部長寿教室
　実施月：6月～11月（6回）
　実施場所：東部公民館
　参加人数：176人
○梅郷ふれあい大学
  実施月：5月～3月（6回）
　実施場所：南部梅郷公民館
　参加人数：379人
○初心者のためのスポーツ吹矢講座
　実施月：6月～7月(3回)
　実施場所:南部梅郷公民館
　参加人数：26人
○ウォーキングで知る地域の魅力
　実施月：10月～11月（4回）
　実施場所：南部梅郷公民館
　参加人数56人
○北部長寿大学
　実施月：4月～12月（8回）
　実施場所：北部公民館
　参加人数：1,566人
○川間新星大学院
　実施月：5月～2月（9回）
　実施場所：川間公民館
　参加人数：785人
○福田長寿大学
　実施月：6月～12月（5回）
　実施場所：福田公民館
　参加人数：349人
○初心者のためのグラウンドゴルフ教室
　実施月：6月～8月（6回）
　実施場所：福田公民館
　参加者：133人
○楽しく健康太極拳教室
　実施月：10月～11月（6回）
　実施場所：福田公民館
　参加者：116人
○長寿教室
　実施月：6月～12月（6回）
　実施場所：関宿中央公民館
　参加名：216人
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（社会体育課）
○スポーツ教室（自主事業含む）
・総合公園体育館　4教室
・関宿総合公園体育館　31教室
・春風館道場　2教室
○生涯スポーツ推進事業（陸上）
　実施場所：総合公園陸上競技場
　実施日：11月5日（日）
　参加人数：425人
○グラウンド・ゴルフ大会
　実施場所：関宿総合公園グラウンド・
　　　　　　ゴルフ場
　実施日：9月16日（土）
　参加人数：168人
○市民駅伝競走大会
　実施場所：総合公園陸上競技場及び
　　　　　総合公園周回コース
　実施日：11月19日（日）
　参加人数：770人
○関宿城マラソン大会
　実施場所：関宿城博物館周辺河川敷
　　　　　　特設コース
　実施予定日：1月28日（日）
　　※降雪のため中止

　各種スポーツ教室やスポーツ大会等を開
催し、幅広い市民の皆様に参加していただ
きました。
　今後も市民の誰もが参加できるスポーツ
教室、スポーツ大会等を企画し、開催して
いく必要があります。

1,242

（社会体育課）
○スポーツ教室（自主事業含む）
・社会体育課事業　1教室
・総合公園体育館　　9教室
・関宿総合公園体育館　　23教室
・春風館道場　　2教室
○指導者講習会
・スポーツ推進委員講習会
　実施場所：総合公園体育館
　実施予定日：12月16日（日）
○生涯スポーツ推進事業（バスケットボー
ル）
　実施場所：総合公園体育館
　実施予定日：9月9日（日）
　参加人数：231人
○グラウンド・ゴルフ大会
　実施場所：関宿総合公園グラウンド・ゴ
ルフ場
　実施予定日：9月15日（土）
　参加人数：144人
○市民駅伝競走大会
　実施場所：総合公園陸上競技場及び総合
公園
　　　　　周回コース
　実施予定日：11月18日（日）

910 社会体育課135 80
生涯学習・生涯
スポーツ活動の
推進

生涯学習では、生涯学習相談
窓口等の充実を図るととも
に、各種講座や講習会等を開
催し、学習機会の拡充と支援
を図ります。
誰もが生きがいを持ち地域へ
の参加を通じて生涯に渡って
学び合い、また、自身の培っ
た知識や技術を地域に還元で
きるよう、その仕組みづくり
に取り組みます。
生涯スポーツ活動では、ス
ポーツ教室、指導者講習会、
スポーツ大会等を開催し、健
康づくりを推進します。
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昼休みの時間帯を利用し、世代間交流事業
を実施した。

〇岩木小学校老人デイサービスセンターで
の交流事業
　実施場所：岩木小学校老人デイサービス
センター

◆1年生との交流会　4回
　実施日　6月16,19,21,22日
◆3年生との交流会　5回
　実施日　7月3,4,6,7,10日
◆4年生との交流会　4回
　実施日　9月11,12,14,15日
◆2年生との交流会　4回
　実施日　10月16,17,19,20日
◆5年生との交流会　4回
　実施日　11月2,6,7,10日
◆6年生との交流会　4回
　実施日　12月4,5,7,8日

20分～30分と短い時間ですが、楽しい時間
を過ごすことができ、利用者様の中には涙
を流す方もいらっしゃいました。
児童様の歌声や踊りは一生懸命練習した成
果が伝わってきました。
利用者様も、新一年生の為に、入学のお祝
いとして、手作りのプレゼントを作成。喜
んでもらおうと一生懸命作りました。
核家族が多い中、日頃この世代間でのふれ
あいは少ないと思います。児童様からは今
の流行や、学校の様子などを教えていただ
き、利用者様からは、昔の話を伝えるなど
貴重な時間だと思います。

332

 昼休みの時間帯を利用し、世代間交流事
業を実施します。

〇岩木小学校老人デイサービスセンターで
の交流事業
　実施場所：岩木小学校老人デイサービス
センター

◆3年生との交流会　4回
　実施日　6月11,13,14,18日
◆2年生との交流会　3回
　実施日　7月2,3,4日
◆4年生との交流会　5回
　実施日　9月10,11,12,13,14日
◆1年生との交流会　4回
　実施日　10月15,16,17,18日
◆5年生との交流会　4回
　実施日　11月5,6,7,9日
◆6年生との交流会　4回
　実施日　12月3,4,5,6日

352 高齢者支援課

　各学校の計画により、地域人材を活用し
た交流事業を実施した。
【内容】
・農業体験、郷土芸能、福祉学習など
・生活科では、野菜作り、昔遊び、凧づく
り等に取り組んだ。
・北部中学校区では、子・親・祖父母の
「3世代交流会」を実施した。
・東部中学校区では、小中合同で稲作体験
を行うとともに、地域の方との交流を図っ
た。
・介護施設への職場見学を行った。

　学校・家庭・地域が連携して進めていけ
るよう、より一層の働きかけが必要であ
り、指導していただく地域人材、ボラン
ティアの発掘が必要である。これについ
て、学校支援地域本部に積極的に動いても
らった。

0

　小中学校で生活科や総合的な学習の時間
等を活用して世代間交流事業を実施し、昔
の遊びを学ぶとともに、施設を訪問し、介
護やボランティア活動等を中心に交流を図
る。また、学校支援地域本部と連携して地
域の高齢者との触れ合い事業の推進と交流
を図る。

0 指導課

　公立保育所（10施設）では、年2～11回
実施しており（清水保育所は8月を除いて
毎月実施）、延べ41回実施した。
【内訳】
　伝承遊び　　 6回　花植え　 　3回
　夏祭り　　　 2回　散歩　　 　2回
　運動会　 　  2回　世代間交流 2回
　芋苗植え　　 7回　その他　   5回
　芋掘り　　　 3回
　クリスマス会 1回
　施設交流　　 8回

　保育所と地元自治会、いきいきクラブと
の連携及び高齢者施設を訪問することによ
り、高齢者と子どものふれあい事業の継続
や充実が求められている。
　高齢者との交流により、花の苗植えや芋
掘りをすることで土に触れる機会が作れ
る。 0

　引き続き、地元自治会やいきいきクラブ
の協力を得て、ホールや園庭を開放し、伝
承遊び、園芸菜園の耕作などの交流活動を
通じ、高齢者とのふれあいを深める。ま
た、運動会やクリスマス会などの保育所行
事に参加を推進することで、より一層の交
流が図れる。
　地域の中で子育て支援を行うとともに高
齢者の社会参加と生きがいづくりを推進す
る。

0 保育課

136 80
世代間・地域間
交流の促進

小・中学校で生活科や総合的
な学習の時間等を利用して世
代間交流事業を実施し、昔の
遊びを学ぶとともに、施設を
訪問し、介護やボランティア
活動等を中心に交流を図りま
す。また、保育所で地域の高
齢者との触れ合い事業を実施
し、交流を図ります。
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　総合相談事業や地域ケア会議等を実施
し、高齢者に係る課題の解消や自立の促進
を図っている。
○総合相談
・総合相談件数：9,088件
　うち虐待等権利擁護に関する件数：
　　664件
　うち成年後見制度に関する件数：74件

○地域ケア会議
・地域ケア個別会議（3回）
①実施日：12月26日
　実施場所：市役所
　参加人数：14人
②実施日：9月27日
　実施場所：松葉園
　参加人数：9人
③実施日：10月12日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：22人
・地域ケア地区別会議(4回）
①実施日：7月28日
　実施場所：保健センター
　参加人数：22人
②実施日：6月23日
　実施場所：椿寿の里
　参加人数：13人
③実施日：7月14日
　実施場所：七光台会館
　参加人数：32人
④実施日：7月12日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：26人
・地域ケア包括会議(1回）
　実施日：2月19日
　実施場所：市役所
　参加人数：24人
・地域ケア推進会議(2回）
①実施日：6月5日
　実施場所：市役所
　参加人数：23人
②実施日：10月12日
　実施場所：市役所
　参加人数：25人

○高齢者虐待防止ネットワーク協議会
・代表者会議(1回）
　実施日：8月16日
　実施場所：市役所
　参加人数：24人
・研修
①実施日：12月21日
　実施場所：市役所
　参加人数：17人
②実施日：3月15日
  実施場所：市役所
　参加人数：15人

　高齢者やその家族の相談に対して、適切
な機関やサービスにつなぎ、必要に応じて
継続的にフォローを行っているが、さらに
拡充することが必要である。

　地域ケア会議にて、個別ケースの支援内
容の検討から課題解決を図ったり、各関係
機関との連携を図ったりしている。さらに
個別ケースの積み重ね等から把握された課
題を整理し解決策の検討やネットワーク構
築を図っている。

　虐待ケースの解決のため、高齢者虐待防
止ネットワーク協議会代表者会議で関係機
関の連携や協力体制の構築、高齢者虐待に
係る情報交換を行っている。
　また、職員のスキルアップのために、専
門職による研修をおこなっている。
　今後もケースの解決のため、必要に応
じ、実務者会議や千葉県高齢者虐待対応市
町村支援事業を活用する。

95

　総合相談事業や地域包括ケア会議等を実
施し、高齢者に係る課題の解消や自立の促
進を図っている。圏域の高齢者数の増加に
対応するため、野田地区地域包括支援セン
ターの対応地区を東部地区と中央地区に分
け、中央地区地域包括支援センターを新設
した。

○総合相談（10月17日時点）
　・総合相談件数：4,837件
　うち虐待等権利擁護に関する件数：
　　515件
　うち成年後見制度に関する件数：61件

○地域ケア会議
・地域ケア個別会議（4回）
①実施日：6月14日
　実施場所：椿寿の里
　参加人数：13人
②実施日：10月12日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：19人
③実施日：12月（予定）
　実施場所：ふれあいの里
　参加人数：未定
④実施日：１月（予定）
　実施場所：市役所
　参加人数：未定
・地域ケア地区別会議(5回）
①実施日：6月22日
　実施場所：七光台会館2階
　参加人数：26人
②実施日：7月11日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：22人
③実施日：7月19日
　実施場所：ふれあいの里
　参加人数：22人
④実施日：7月20日
　実施場所：椿寿の里
　参加人数：17人
⑤実施日：7月27日
　実施場所：市役所
　参加人数：24人
・地域ケア包括会議(1回）
　実施日：2月（予定）
　実施場所：市役所
・地域ケア推進会議(2回）
①実施日：6月27日
　実施場所：市役所
　参加人数：22人
②実施日：未定
　実施場所：市役所
○高齢者虐待防止ネットワーク協議会
・代表者会議(1回）
　実施日：8月22日
　実施場所：保健センター
・研修
　実施日：8月22日
　実施場所：保健センター
・実務者会議　(未定）

277 介護保険課137 80
地域包括支援セ
ンターの充実

要介護等認定者及び認知症高
齢者、高齢者虐待等の高齢者
に係る課題に対し、関係機関
と連携しつつ、地域ケア会議
及び高齢者虐待防止ネット
ワーク協議会等の十分な活用
を図り、高齢者の自立を支援
します。
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138 80
認知症サポー
ター育成事業の
推進

特に重要性が増している、認
知症高齢者に係る取組を重点
的に推進するため、認知症を
理解し認知症とその家族を見
守る、認知症サポーターを育
成し、市民の手で安心して暮
らせるまちづくりを展開して
いけるよう支援します。

　認知症を理解し、認知症の人とその家族
を見守る認知症サポーターを養成するた
め、認知症に対する正しい知識と具体的な
対応方法等を市民に伝える講師役のキャラ
バン・メイトによる認知症サポーター養成
講座を開催した。
　実施回数　81回
　参加人数　3075人

　認知症サポーター養成講座を受講するこ
とで、認知症の理解が深まり、地域の中で
も認知症の人や家族の応援者となる。29年
度から市内全小学校6年生を対象に実施を
始めた。今後も認知症を理解する人を増や
すために、養成講座を実施することが必要
である。

282

　認知症を理解し、認知症の人とその家族
を見守る認知症サポーターを養成するた
め、認知症に対する正しい知識と具体的な
対応方法等を市民に伝える講師役のキャラ
バン・メイトによる認知症サポーター養成
講座を開催する。市の新規採用職員や、市
内全小学校6年生に対しての講座を継続す
る。活動意欲のある認知症サポーターの呼
びかけ及びキャランバンメイトの活動支援
を行う。
（10月17日現在）
実施回数　27回
参加人数　1,046人

314 介護保険課

　高齢者等の悪徳商法などの被害を未然に
防ぐための講座（消費生活出前講座）を実
施した。
　実施回数：6回
　参加人数：503人

　消費生活出前講座を６回開催し、高齢者
等に被害を未然に防ぐための講座を行い好
評を得た。あわせて、関係部局との調整も
行い、出前講座の活用を推進する。

30

　高齢者等の悪徳商法などの被害を未然に
防ぐための消費生活出前講座について、関
係部局との調整や案内を行い、出前講座の
活用を推進する。
　【目標値】
　実施回数：15回
　参加人数：400人

40 市民生活課

（高齢者支援課）
　避難行動要支援者台帳システムを活用
し、要支援者名簿の作成及び個別計画の管
理等を効率的に行った。
要支援者名簿については、一斉更新（7
月）、定期的な更新（11月、3月）を行
い、避難支援等関係者に配付した。
また、個別計画については、引き続き自主
防災組織、自治会・町内会等に作成をお願
いした。
・平常時名簿登載者数6,282人

　避難行動要支援者台帳システムの活用に
より、名簿更新作業時間が短縮された。
　支援者2名の確保が難しいことから、個
別計画の作成は、1,541件（30年4月1日現
在）の提出となっている。

2,525

（高齢者支援課）
　避難行動要支援者台帳システムを活用
し、新規名簿登載対象者の抽出及び名簿登
載への意向確認を郵送にて行うと共に名簿
作成及び個別計画の管理等を効率的に行
う。
　要支援者名簿については、一斉更新（7
月）、定期的な更新（11月、3月）を行っ
ていく。
　また、個別計画については、引き続き自
主防災組織、自治会・町内会等に作成をお
願いする。

2,382
高齢者支援課
障がい者支援課

・野田市防犯組合支部活動補助金
3,189,300円

　野田市防犯組合が行う防犯活動を支援
し、12月に年末一斉パトロールを実施し
た。
　高齢者が多く集まる催し物や講座等に合
わせ、振り込め詐欺被害防止の防犯キャン
ペーンを実施した。

3,190

　防犯組合の活動を支援し、年末一斉パト
ロールや防犯キャンペーン等を実施し、地
域ぐるみの防犯活動を推進する。

3,190 防災安全課

140 81

障がい者総合相
談の充実（基本
目標Ⅰ 16 再
掲）

障がいのある人が、生きがい
をもって自立した生活ができ
るよう支援するため、障がい
のある人やその家族等に対
し、日常生活上の相談を受け
るとともに、就労に関する相
談は、「障害者就業・生活支
援センターはーとふる」にそ
の機能を集約し、連携しなが
らきめ細かな支援を図りま
す。

　障がい者支援課内に窓口を設置し、障が
い者総合相談を実施した。
・相談件数：846件

・主な相談支援の内容
　福祉サービスの利用等に関する相談支援
  不安の解消・情緒安定に関する相談支援
  家族関係・人間関係に関する相談支援等

　電話相談、来所相談、訪問、個別支援会
議等により、障がいのある人に相談支援を
実施した。
　今後も多様化する相談内容に応じて、地
域の社会資源（千葉県、地域活動支援セン
ター、相談支援事業所、通所施設、教育委
員会、子ども支援室、病院等）と連携を密
に支援業務に取り組んでいく。 0

　引き続き障がいのある人からのあらゆる
相談に対応するため障がい者総合相談を実
施していく。
　また、相談内容が多様化し専門性が求め
られるなかで適切に相談者へ対応できるよ
う、千葉県や地域活動支援センター、病院
等の専門機関等と連携を図り事業を実施し
ていく。 0 障がい者支援課

139 81
高齢者等の生活
の安全の確保

高齢者や障がいのある人が安
心して暮らせるよう、悪徳商
法の被害を未然に防ぐための
講座や、野田市避難行動要支
援者支援計画に基づく避難行
動要支援者名簿の整備、地域
ぐるみで犯罪を防止するため
の自治会や各団体等との連携
の強化等を図ります。
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141 81
地域ぐるみ福祉
ネットワーク事
業の活用

地区社会福祉協議会が実施す
る事業の一環として、高齢者
向けの「ふれあいいきいきサ
ロン事業」等を実施するとと
もに、障がい者の社会参加の
促進を図ります。

　各地区社会福祉協議会が特色を活かし、
ふれあいいきいきサロンなどの活動を実施

　22の地区社協で研修会、お楽しみ会等の
様々な地域活動に対する支援を行ってい
る。
　また、地区社協ボランティアスタッフ懇
談会を開催し各地区社会福祉協議会の連携
を強化した。

0

　野田市地域福祉活動計画における「ふれ
あいと支えあい、福祉の心豊かなまちづく
り」を基本理念に、地域福祉事業を推進す
る。
　22の地区社協を中心に、ふれあいいきい
きサロンなどで地域活動を推進する。また
他の地区社協との連携をさらに進める。

0
生活支援課
社会福祉協議会
介護保険課

142 81

住宅困窮者民間
賃貸住宅居住支
援（高齢者世帯
要件）（心身障
がい者世帯要
件）

【高齢者世帯要件】
○満60歳以上の単身世帯又は
満60歳以上の方のみの世帯
【心身障がい者世帯要件】
○身体障害者手帳1級から4級
までの方がいる世帯
○療育手帳重度又は中度の方
のいる世帯
○精神障害者保健福祉手帳1
級又は2級の方のいる世帯そ
れぞれの世帯に対し、民間賃
貸住宅の情報提供、民間保証
会社や既存の福祉サービスを
活用した入居保証及び居住継
続支援を行うとともに、低額
所得者等の場合は、家賃等保
証委託契約に要する費用の一
部を助成します。

・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

　保証人や賃貸情報に関しては不動産店の
取り扱う債務保証会社が多数あることや、
空き物件も多く賃貸物件が借りやすくなっ
ていること等から利用者が少ない状況と
なっています。契約時の条件として、親族
などの緊急連絡先の確保が必要などの条件
があり確保できない場合は契約が難しいな
どの問題があります。

0

（7月末実績）
・相談件数　　　　　　0件
・申請件数　　　　　　0件
・入居保証　　　　　　0件
・情報提供　　　　　　0件

40
営繕課
高齢者支援課
障がい者支援課
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　総合相談事業や地域ケア会議等を実施
し、高齢者に係る課題の解消や自立の促進
を図っている。
○総合相談
・総合相談件数：9,088件
　うち虐待等権利擁護に関する件数：
　　664件
　うち成年後見制度に関する件数：74件

○地域ケア会議
・地域ケア個別会議（3回）
①実施日：12月26日
　実施場所：市役所
　参加人数：14人
②実施日：9月27日
　実施場所：松葉園
　参加人数：9人
③実施日：10月12日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：22人
・地域ケア地区別会議(4回）
①実施日：7月28日
　実施場所：保健センター
　参加人数：22人
②実施日：6月23日
　実施場所：椿寿の里
　参加人数：13人
③実施日：7月14日
　実施場所：七光台会館
　参加人数：32人
④実施日：7月12日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：26人
・地域ケア包括会議(1回）
　実施日：2月19日
　実施場所：市役所
　参加人数：24人
・地域ケア推進会議(2回）
①実施日：6月5日
　実施場所：市役所
　参加人数：23人
②実施日：10月12日
　実施場所：市役所
　参加人数：25人

○高齢者虐待防止ネットワーク協議会
・代表者会議(1回）
　実施日：8月16日
　実施場所：市役所
　参加人数：24人
・研修
①実施日：12月21日
　実施場所：市役所
　参加人数：17人
②実施日：3月15日
  実施場所：市役所
　参加人数：15人

　高齢者やその家族の相談に対して、適切
な機関やサービスにつなぎ、必要に応じて
継続的にフォローを行っているが、さらに
拡充することが必要である。

　地域ケア会議にて、個別ケースの支援内
容の検討から課題解決を図ったり、各関係
機関との連携を図ったりしている。さらに
個別ケースの積み重ね等から把握された課
題を整理し解決策の検討やネットワーク構
築を図っている。

　虐待ケースの解決のため、高齢者虐待防
止ネットワーク協議会代表者会議で関係機
関の連携や協力体制の構築、高齢者虐待に
係る情報交換を行っている。
　また、職員のスキルアップのために、専
門職による研修をおこなっている。
　今後もケースの解決のため、必要に応
じ、実務者会議や千葉県高齢者虐待対応市
町村支援事業を活用する。

95

 　総合相談事業や地域包括ケア会議等を
実施し、高齢者に係る課題の解消や自立の
促進を図っている。圏域の高齢者数の増加
に対応するため、野田地区地域包括支援セ
ンターの対応地区を東部地区と中央地区に
分け、中央地区地域包括支援センターを新
設した。

○総合相談（10月17日現在）
　・総合相談件数：4,837件
　うち虐待等権利擁護に関する件数：
　　515件
　うち成年後見制度に関する件数：61件

○地域ケア会議
・地域ケア個別会議（4回）
①実施日：6月14日
　実施場所：椿寿の里
　参加人数：13人
②実施日：10月12日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：19人
③実施日：12月（予定）
　実施場所：ふれあいの里
　参加人数：未定
④実施日：１月（予定）
　実施場所：市役所
　参加人数：未定
・地域ケア地区別会議(5回）
①実施日：6月22日
　実施場所：七光台会館2階
　参加人数：26人
②実施日：7月11日
　実施場所：関宿ナーシングビレッジ
　参加人数：22人
③実施日：7月19日
　実施場所：ふれあいの里
　参加人数：22人
④実施日：7月20日
　実施場所：椿寿の里
　参加人数：17人
⑤実施日：7月27日
　実施場所：市役所
　参加人数：24人
・地域ケア包括会議(1回）
　実施日：2月（予定）
　実施場所：市役所
・地域ケア推進会議(2回）
①実施日：6月27日
　実施場所：市役所
　参加人数：22人
②実施日：未定
　実施場所：市役所

○高齢者虐待防止ネットワーク協議会
・代表者会議(1回）
　実施日：8月22日
　実施場所：保健センター
・研修
　実施日：8月22日
　実施場所：保健センター
・実務者会議　(未定）

277 介護保険課143 82

地域包括支援セ
ンターの充実
（基本目標Ⅴ
137 再掲）

要介護等認定者及び認知症高
齢者、高齢者虐待等の高齢者
に係る課題に対し、関係機関
と連携しつつ、地域ケア会議
及び高齢者虐待防止ネット
ワーク協議会等の十分な活用
を図り、高齢者の自立を支援
します。
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144 83
定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護の整備推進

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護の整備を推進し、介護
看護サービスの充実を図りま
す。

　28年度に既存施設を活用して東部地区に
1施設（利用定員25人）を整備し、サービ
スの円滑な運営を支援するため、事業者が
利用者を確保するまでの事業所開始初期(1
年間)の運営に要する経費の一部を助成し
てきましたが、29年度は黒字経営に至った
との申し出により、補助対象外となりまし
た。（28年11月～29月3月：814,000円、29
年4月～10月：0円）

　介護職員等の不足により、定員(25人)ま
での利用者の確保には至っていない。ま
た、事業者の施設入居者に限られた利用と
なっており、地域に拡大した利用が求めら
れる。

0

　新たな施設整備の予定はないが、事業者
から整備意欲がある場合には、圏域バラン
スを考慮して対応するものとします。（施
設整備費、事業開始初期（1年間）の運営
に要する経費の一部助成）

0 高齢者支援課

145 83
はつらつ教室の
充実

二次予防事業対象者に要介護
状態になることを予防するこ
とはもとより、二次予防事業
対象者から一般高齢者へ移行
することを目的として、運動
器の機能向上、栄養改善及び
口腔機能の向上の各教室を開
催します。

介護保険課

146 83
健康づくり教室
の充実

65歳以上の方を対象に、健康
長寿を目標として運動器の機
能向上、栄養改善ワンポイン
ト指導、口腔機能ワンポイン
ト指導の各教室を開催しま
す。

介護保険課
保健センター

　29年度より、一般介護予防事業を再編
し、シルバーリハビリ体操を中心とした六
つの戦略からなる「介護予防10年の計」に
取り組んでいる。それに伴い、はつらつ教
室等の事業は廃止し、「介護予防10年の
計」の六つの戦略のうちの一つである「の
だまめ学校」を30年1月11日に開校した。
のだまめ学校は、「本講座」として保健セ
ンター4階408会議室で実施しています。ま
た、本講座の内容を市民の方から依頼の
あった場所へお届けする「出前講座」、
スーパーなどに出向いて行う「出前ミニ講
座」を実施しています。

【本講座】
講座開催数：126回
参加者数：1,772人

【出前講座】
実施回数：17回
参加者数：247人

【出前ミニ講座】
実施回数：31回
参加者数：312人

　リピーターが多いため、市民に広く周知
していく必要がある。
また、市民が参加したくなるような魅力の
ある講座を実施する必要がある。

11,597

　29年度から引続き、のだまめ学校の本講
座、出前講座及び出前ミニ講座を実施して
いく。
また、市報、市HP等を活用し、市民に対
し、広く周知活動を実施していく。

25,000
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147 83
介護予防サポー
ター育成研修事
業の推進

65歳以上の健康な人をはじ
め、中高年の世代を対象に介
護予防に関するボランティア
等の人材育成のための研修を
実施するなど、地域活動にお
ける組織の育成、支援を図り
ます。

　介護予防サポーターに対し、スクエアス
テップリーダー研修会を実施し、スクエア
ステップリーダーとして養成した。

【スクエアステップリーダー研修会】
実施回数：１回
養成数：34人

　ボランティア活動を実施する多くの高齢者を
養成することができた。

156

【スクエアステップリーダー研修会】
実施予定なし。

0
介護保険課
保健センター

149 83
家族介護者等助
成事業の活用

介護保険制度導入後も依然と
して根強い家族介護への支援
要望に対応するため、介護
サービスを利用せずに重度の
要介護者（要介護4､5の方）
を介護している家族に対し、
慰労金を支給します。

　介護サービス（年間7日までのショート
ステイを除く）を利用せずに重度の要介護
者（要介護4,5の方）を介護している家族
に対し、年間10万円の慰労金を支給するた
め、支給の可能性のある者に対して申請の
勧奨を行い、１名に支給した。
〇勧奨対象者1名、支給者1名

　介護保険制度の浸透や支給対象者の入院
等により、支給件数は年々減少している傾
向にあるが、今後も在宅で要介護者を介護
している家族を支援していく必要がある。

100

　介護サービス（年間7日までのショート
ステイを除く）を利用せずに重度の要介護
者（要介護4,5の方）を介護している家族
に対し、年間10万円の慰労金を支給する。

400 高齢者支援課

150 84
外国人のための
生活情報の提供

日本語と英語の2か国語で発
行している外国人生活支援ガ
イドブックの多言語化を図り
ます。

　市内に在住する外国人の生活のサポート
のため、23年度に作製した日本語・英語併
記のガイドブックを配布（29年度は残部の
30部を配布）。

　市内に在住する外国人の生活をサポート
するため、情報提供の重要性、提供する情
報の多言語化への要望、本市の厳しい財政
運営上の問題を勘案し、ガイドブックの発
行に替え、市のホームページにおいて実施
している翻訳サービスを活用した多言語で
の生活に必要な情報の提供を、図る必要が
ある。
　なお、29年度当初において、23年度に作
成したガイドブックの在庫を全て配布した
ことから、翻訳サービスの適用が可能な
ホームページの運営及び更なる対応を図っ
ていく必要がある。

0

　市内に在住する外国人の生活をサポート
するため、市のホームページにおいて生活
に必要な情報の提供を掲載していく。

0 企画調整課

151 84
野田市国際交流
協会の活動支援

野田市国際交流協会による外
国人との交流事業等を通じ
て、草の根レベルの市民主体
の異文化交流、相互理解が図
られていることから、外国人
との交流を促進するため、野
田市国際交流協会等の活動を
支援します。

　2月6日付け補助金交付決定
交付金額：350,000円

　補助金の使途は公益に適合しており、国
際化意識の啓発を図るため、今後も補助を
行う必要がある。

350

　協会の主な活動である外国人のための日
本語教室の開催や日本人のための外国語講
座、外国人と日本人の交流イベント、小学
校の国際理解教育支援などを通じて、国際
化意識の啓発を図るための補助金を交付す
る。 350 企画調整課

　市民の需要に十分対応できるよう、民間
サービス事業者の参入促進や人材の確保、
育成、サービス提供事業者への指導及び制
度の周知徹底等を行い、介護サービス及び
介護予防サービスの充実を図る。

○介護事業者協議会
・「第44回　国際福祉機器展視察」
　実施日：9月28日
　実施場所：東京ビッグサイト
  参加人数：20人
・全体講演会
　実施日：2月2日
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：52人
　
○介護支援専門員協議会
・介護支援専門員協議会例会(研修会）
　実施回数：6回
　実施場所：市役所8階大会議室
　参加人数：延ベ445人

　各協議会とも野田市の介護保険の資質の
向上のためにそれぞれ計画的に活動してい
る。
　介護保険制度の改正に伴う制度の周知や
介護(介護予防）サービスの充実、また、
28年度から市に移行された、地域密着型通
所介護の周知や運営・サービスの充実を図
るための活動等を実施していく。

30

　市民の需要に十分対応できるよう、民間
サービス事業者の参入促進や人材の確保、
育成、サービス提供事業者への指導及び制
度の周知徹底等を行い、介護サービス及び
介護予防サービスの充実を図る。

○介護サービス事業者協議会
・「第45回　国際福祉機器展視察」
　実施日：10月11日
　実施場所：東京ビッグサイト
・全体講演会
　実施日：2月予定
　実施場所：市役所8階大会議室
　
○介護支援専門員協議会
・介護支援専門員協議会例会(研修会）
　実施回数：6回
　実施場所：市役所8階大会議室

30 介護保険課148 83
居宅サービス、
介護予防サービ
スの充実

市民の需要に十分対応できる
よう、民間サービス事業者の
参入促進や人材の確保、育
成、サービス提供事業者への
指導及び制度の周知徹底等を
行い、居宅サービス、介護予
防サービスの充実を図りま
す。
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【図１】野田市配偶者暴力相談支援センターにおける業務 

資料１ 事業番号 10、11、46 

 

   

【図２】母子・父子自立支援員事業（ひとり親家庭支援） 

資料１ 事業番号 12、104、105、114 
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【図３】支援を要する児童への対応 

資料１ 事業番号 15、58、99 

 

      ※子ども支援室は、平成 27 年 10 月開設 

   

【図４】審議会等における女性登用率、消防団における女性団員率 

資料１ 事業番号 69、77、78 
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【図５】両親学級 

資料１ 事業番号 132 
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